
平成25年度　住宅市場技術基盤強化推進事業
木造住宅・木造建築物の性能及び生産性向上等のための調査検討・普及事業　報告書

平成26年３月

全国木造住宅生産体制推進協議会

報告書表紙-140410.ai

一般社団法人木を活かす建築推進協議会
〒107-0052 東京都港区赤坂2-2-19 アドレスビル５F

TEL03-3560-2882　FAX03-3560-2878
HP：http://www.kiwoikasu.or.jp

地域協議会による
地域木造住宅生産体制推進に

向けた取り組み

平
成
25
年
度　

住
宅
市
場
技
術
基
盤
強
化
推
進
事
業

平
成
26
年
３
月　

全
国
木
造
住
宅
生
産
体
制
推
進
協
議
会

地
域
協
議
会
に
よ
る
地
域
木
造
住
宅
生
産
体
制
推
進
に
向
け
た
取
り
組
み



報告書表2-3-140323.ai

編集：坂本編集事務所
デザイン・制作：アド・ハウス
印刷：神谷印刷株式会社



�

本報告書について

　国土交通省は、平成24年度より、中小住宅事業者による地域の木造

住宅生産体制の強化・推進を図るため住宅省エネルギー技術講習事業及

び地域型住宅ブランド化事業を開始した。これらの事業を推し進めるた

め、地域の木造住宅生産にかかわる木材・流通・設計・工務店等の各団

体により構成される木造住宅生産体制推進協議会（地域協議会）を公募

し、47都道府県ごとに採択した。

　住宅省エネルギー技術講習事業は、新築住宅の省エネルギー基準適合

率を、平成32年までに100％とすることを目的として、この47都道府

県の地域協議会主催により開催された。平成25年度までに、住宅省エ

ネルギー技術講習会の修了者は、全国で延べ約34,000人に達している。

　一方、地域型住宅ブランド化事業は、地域の原木供給・製材・流通・設計・

施工事業者のグループ連携により、地域型の長期優良住宅の推進を目的

としてスタートした。地域協議会は各地でブランド化事業に取り組むグ

ループと連携体制をつくり、各グループの活動を支援し、この事業の普及・

推進を図るという役割を担っている。

　本報告書は、ブランド化事業２年目にあたる平成25年度に採択された

地域協議会および地域型住宅ブランド化グループのうち、先進的、先導

的な活動を行った地域協議会とブランド化グループを取り上げ、地域協

議会が各グループとどのように連携し、支援しているのか、また、各グルー

プがブランド化事業へどのように取り組んでいるのか、他の協議会やグ

ループへの参考とするため、その活動実績をまとめたものである。
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事業の目的
　本事業は、将来に渡り継続される、
地域に根ざした木造住宅の生産体制の
連携強化や、維持管理体制の推進を図
ることを目的としている。
　具体的には、中小住宅生産者、すな
わち地域の大工・工務店等とそれを取り
巻く地域材等資材供給から設計・施工
までの事業者が、グループをつくり、連
携体制を強化し、地域資源を活用して、
地域の気候・風土に適した特徴的で良
質な「地域型住宅」の供給に取り組む
ことを支援するものである。
　これにより、地域の大工・工務店等が
供給する住宅に対する消費者の信頼性
の向上、地域経済の活性化と持続的発
展、地域の住文化の継承および街並み
の維持・保全、木材供給の向上による
森林・林業の再生等に寄与することを目
指している。

　そのため、国土交通省は、各地域
で構築されたグループを公募し、長期
優良住宅を前提とした、グループごと
に定められた共通ルール等の取り組み
内容が良好なものを採択。そして、そ
のグループに属する中小住宅生産者等
が、自分たちで定めた共通ルールに基
づいて木造長期優良住宅の建設を行
う場合、費用の一部を補助するもので
ある。

グループの要件
　原則として地域材を活用した木造長
期優良住宅の供給に取り組むこと、ま
た、①原木供給、②製材・集成材製
造・合板製造、③建材流通（木材を扱
わない事業者を除く）、④プレカット加
工、⑤設計、⑥施工、⑦木材を扱わな
い流通、⑧その他のうち、①から⑥は
原則としてそれぞれ１事業者以上で構成

されていること、ただし⑥の施工は５事
業者以上で構成され、かつ、個々の事
業者は原則として元請の年間新築住宅
供給戸数が50戸程度未満の住宅生産者
（中小住宅生産者）であることが、応募
グループの要件となる。

補助対象となる住宅
　補助対象となる住宅は、グループご
との地域型住宅の共通ルールに即し
て、グループ構成員である中小住宅生
産者等によって供給されるものである
こと、かつ、長期優良住宅の普及の
促進に関する法律（平成20年12月５
日法律７号）に基づき所管行政庁によ
る長期優良住宅建築等計画の認定を
受け、グループに対する採択通知発出
後に着工するものであること、この二
つの要件を満たす地域材を活用する
木造住宅である。

地域型住宅ブランド化事業の概要
平成25年度

平成25年度 地域型住宅ブランド化事業

前提条件

関連地域産業の連携による
住宅生産体制	※

※	 地域材や住宅生産技術が共通である地域毎の
協議会、NPO等のグループを想定

グループを作り
「地域型住宅
ブランド化事業」
に取り組む

原木
供給者

中小
工務店

製材
事業者

建築士
事務所

建材流通
事業者

プレカット
工場

※	 ①～⑤は原則として１事業者以上、
⑥は５事業者以上

⑥

①

②

④

③

⑤

生産する
住宅像の
明確化

信頼性確保 維持管理

具体的取組と役割分担

普及促進 技術継承

新技術導入 資源循環利用

災害時の応急仮設住宅供給体制

地域型住宅の
ブランド化に
向けて

具体像と共通ルール

地域の気候・風土、街なみ景観等の特徴
地域材の特徴、地域材供給の現状
「地域型住宅」の具体像

具
体
像

上記に基づき共通ルールを作る

地域型住宅の規格・仕様に関する共通ルール
地域材の供給・加工・利用に関する共通ルール
積算、資材調達、施工に関する共通ルール
地域型住宅の維持管理に関する共通ルール

共
通
ル
ー
ル

地域材を活用し、地域の気候・風土にあった ｢地域型住宅｣ の具
体像、共通ルールを作る
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補助金について
　本事業の補助金の額は、地
域材を活用した上記の補助対
象となる住宅１戸当たり建築工
事費の１割以内かつ100万円
が上限となっている。

平成24年度からの
変更点
　24年度からの主な変更は以
下の通り。
・	25年度の公募は１回。
・	24年度採択グループが25年
度事業の実施を希望する場
合は、改めて適用申請書を
提出し、採択される必要が
あり、採択を受けた場合は、
25年度中に今後５年度を視
野に入れたグループの中期
的活動方針を作成すること。

・	24年度に実施した柱・梁・桁・
土台の過半に地域材を使用
した場合の補助の上限加算
分20万円については、林野
庁の木材利用ポイント事業
実施中は休止する。

補助内容

●	当該事業に取り組もうとするグループから、「『地域型住宅』生産の共通ルール」
等に関する提案を募集し、学識経験者からなる評価委員会による評価結果を踏
まえ、優れた提案について、これら提案内容に基づく活動を行うことを要件として
国土交通省が採択を行う。

●	採択されたグループ内の中小工務店が、地域毎の住宅生産システムの共通ルー
ルに基づいて木造の長期優良住宅の建設を行う場合に、当該建設にかかる費用
の一部について補助を行う。

1戸当たり
建設費の1割以内かつ
100万円を限度に

補助
中小住宅生産者により
供給される木造住宅

地域型住宅
ブランド化事業
による効果

地域の中小工務店による住宅に
関する消費者の信頼性の向上。

木材自給率の向上による森林・
林業の再生。

効果

施主 国土交通省

支援
地域材を活用した
木造長期優良住宅

ブランド化グループの連携体制のイメージ

工務店 Ａ

工務店 Ｂ

工務店 Ｃ

設計事務所 Ａ

設計事務所 Ｂ

設計事務所 Ｃ

原木供給・製材業・プレカット業

◆ 品質・性能を明らかにした地域材の安定的な供給による住宅生産体制の構築

木材関連事業者

・・・
・・・

◦	原木供給、製材業、
プレカット業等の地
域林産業者を中心
とし、取引先工務店
と連携体制を構築。

木材関連事業者がリードするケース

1

地域型住宅ブランド化事業に取り組むグループづくり
には４つのパターンが考えられ、実際、このパターン
でグループづくりが行われている。

◆建材の調達以外にも
様々なサービスを享受

設計事務所 Ａ

設計事務所 Ｂ

設計事務所 Ｃ

木材関連事業者

◆ 安定的な木材販売が可能

建材流通
事業者

・・・

工務店 Ａ

工務店 Ｂ

工務店 Ｃ
・・・

◦	木材をはじめとした各種住宅建材を取り扱う建材流通事
業者が、住宅建材の供給や住宅施工に関する各種サービ
スを取引先の工務店等に提供することにより、連携体制
を構築し、工務店等の技術力向上を図る。

建材流通事業者がリードするケース

3

設計事務所 Ａ

設計事務所 Ｂ

設計事務所 Ｃ

工務店 Ａ

工務店 Ｂ

工務店 Ｃ

原木供給者

製材工場

◆ スパン表を活用した、
耐震性と可変性を確保した設計

◆ 地域材の需要のまとまりを担保
とした、安定的な木材の供給

工務店

・・・

・・・

◦	工務店が数社集まって中心となり、原木供給者、製材工場、
設計事務所等と連携し、産直住宅生産体制を構築。

◦	木材利用に、天然
乾燥、規格化、Ｓ
ＧＥＣ認証100％等、
こだわりを持つ工務
店主導による、川上
から川下まで一貫し
た住宅生産システム
を実現。

工務店がリードするケース

2

原木供給者

製材工場

プレカット工場

設計事務所 Ａ

設計事務所 Ｂ

設計事務所 Ｃ

◆ 設計側から求められる部材を
安定的に供給

◆ 施工管理等を設計事務所が担当すること
により、住宅の品質管理の客観性を確保

設計事務所

・・・

工務店 Ａ

工務店 Ｂ

工務店 Ｃ
・・・

・・・

◦	設計事務所数社が中心となり、供給先の工務店、木材産
地の木材供給業者等と連携し、可変性をもつスケルトン・
インフィル等、住宅
の設計を重視した
取り組み。

◦	設計事務所が第三
者として施工管理を
行うことにより、住
宅の品質の客観性
を確保する等。

設計事務所がリードするケース

4

地域の住文化の継承及び街な
みの維持・保全。

地域の中小工務店による住宅の
供給を通じた地域経済の活性化。
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※ 複数業種兼ねる場合はそれぞれカウント
※ 割合は採択グループ数（480）に対する割合

●グループの平均値等［構成比］

●「施工」事業者の参加状況［構成比］

●グループ代表者・事務局業種分布［割合］
業種 グループ代表者 グループ事務局

グループ数 ％ グループ数 ％

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
Ⅴ
Ⅵ
Ⅶ
Ⅷ

原木供給
製材・集成材製造・合板製造
建材（木材）流通
プレカット加工
設計
施工
木材を扱わない流通
その他

16
44
89
32
136
338
14
39

3.3
9.2
18.5
6.7
28.3
70.4
2.9
8.1

12
38
223
74
118
171
44
66

2.5
7.9
46.5
15.4
24.6
35.6
9.2
13.8

●地域材の使用状況

原木供給5.3社【9％】
（●36社/★2,565社）

その他1.6社
【2.7％】
（●41社/★776社）

製材・集成材製造 ・
合板製造
7.8社【13.2％】
（●86社/★3,723社）

10人未満
125グループ
（26％）

10～20人
181グループ
（38％）

21～30人
77グループ
（16％）

31～40人
30グループ
（6.2％）

41～50人
17グループ
（3.5％）

51～100人
42グループ（8.7％）

101人以上
   8グループ（1.6％）

建材（木材）流通
5.6社【9.5％】）
（●114社/★2,702社）

プレカット加工
3.6社【6.1％】
（●30社/★1,714社）

設計
10.6社
【18％】
（●95社/★5,108社）

施工
23.6社【40％】
（●245社/★11,322社）

木材を使わ
ない流通
0.8社【1.4％】
（●82社/★405社）

平均値合計

59.0社
合計

480
グループ

※延べ数。事業者の重複含む。

採択日（平成25年8月6日）現在

（●＝最大/★＝総数）

グループ数

279
1

200

国産材のみを使用するグループ

外材のみを使用するグループ

国産材と外材の両方を使用するグループ

●グループ結成年
［構成比］

全体計

480
グループ

H22年以前設立
214グループ
（44.6％）

H23年設立
28グループ
（5.8％）

H24年設立
217グループ
（45.2％）

H25年設立  　
21グループ
（4.4％）

◆応募状況
482グループが応募・480グループを採択
　公募期間は平成25年５月27日から６月24日。この間、482
グループからの応募があった（内平成24年度採択グループは
411、平成25年度新規グループは71）。この中から採択され
たグループは480グループだった。

応募した中小住宅事業者は8,872社
　各グループのメンバー構成を見てみると、１グループあたり
の平均メンバー数（1事業者が複数の応募グループに所属す
る場合を含めた重複集計）は58.8社。最も多いグループで

は703社。業種別では、原木供給が5.3社（最大36社）、製材・
集成材製造・合板製造7.7社（同86社）、建材（木材）流通5.6
社（同114社）、プレカット加工3.6社（同30社）、設計10.6社
（同95社）、施工23.5社（同245社）、木材を使わない流通0.8
社（同82社）、その他1.6社（同41社）だった。
　施工事業者が全グループ構成員の約40％を占め、延べ
11,341社となった。ただ、１事業者が複数の応募グループに
所属するケースもあり、それを含めた数字である。この事業
者を１事業者とカウントし、重複分を除くと8,872社となる。
　このうち１応募グループにのみ所属している事業者は7,016
社、複数の応募グループに所属している事業者は1,856社と
なった。

地域型住宅ブランド化事業
平成25年度総評

採択状況
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・	中小工務店が地域の中心的な住
宅生産者となり、地域において
新築住宅の供給や家守を将来
にわたり実施していけるとともに、
川上から川下までの異業種の複
数の事業者がそれぞれの得意分
野を活かし、特徴あるブランド
化の目標を明確にし、共有して
いること。

評価のポイント

特徴あるブランド化の
目標設定

・	原木供給、製材、設計、施工事
業者が連携体制を構築し、効率
的かつ信頼性の高い住宅生産体
制の整備を図ること。

・	グループとして安定した供給体制
を整備し、中長期にわたり継続
的に取り組みを実施し、住まいづ
くりの取り組みとして地域に根付
くものであること。

評価のポイント

効率的で持続性のある
住宅生産体制の整備

・	供給した地域型住宅を住まい手
とともに長期にわたり維持管理し
ていく体制の整備を図ること。

評価のポイント

長期にわたる住宅メンテ
ナンス体制の整備

・	長期優良住宅を供給できる中小
工務店を増やすことができるよう、
単独で供給困難な工務店を含め
てグループ内で相互に研鑚を行い、
技術力の向上を図ること。

・	グループ全体としてのレベルアッ
プを目指し、さらなる技術力向上
のため、新たな技術の導入等に
積極的に取り組むこと。

評価のポイント
グループの技術力の向上

・	地域の気候・風土・文化や産材
等地域の特性を活かした地域型
住宅の供給を図ることにより、地
域の雇用創出、地域材の活用等
地域産業の活性化を図ること。

・	利用する地域材に関するデータ収
集や需給予測等を行い、グループ
内での供給量調整や地域材の調達
方法の改善を図ることにより、地域
材の供給安定化や各構成員の地域
材に対する意識の醸成を図ること。

評価のポイント
地域産業の活性化

・	長期優良住宅だけでなく、本補助
事業以外の取り組みとして、住宅
省エネ基準、フラット35、低炭素
建築物等、多岐にわたる住宅関連
施策・制度へのグループとしての
対応を通じた、施策対応力の向上
に資する取り組みであること。

・	東日本大震災の復興に資すると
認められる取り組み（被災者の生
活再建に特に配慮したプランや
仕組みによる住宅供給、被災地
において産出される木材の活用
等）を実施予定のグループ、特に
重要な政策課題の実現に資する
取り組みを行うグループは加点評
価した。

評価のポイント
その他

　グループ代表となる業者は施工事業者が最も多く約５割。
グループ事務局を務める業種は建材（木材）流通事業者が
最も多く約３割だった。
　グループを結成年で見ると、このブランド化事業に応募す
るために平成24年以降に結成したグループと平成23年以前
に結成したグループが半数程度ずつである。

国産材使用グループは
応募482グループ中481グループ
　応募グループの中で、地域材として国産材のみを使用する
ことにしているグルーブは279グループ、外材のみを使用する
ことにしているグループは１グループ、国産材と外材の両方を
使用することにしているグループは202グループで、国産材を
使用することにしているグループは、応募482グループ中481
グループであった。

◆評価のポイント
応募グループを評価するにあたり、以下の点をポイントとした。

採択に至らなかった
グループ等について

　採択に至らなかったグループについて、その主な理由は以
下の通りとなった。

・適用申請書の内容が乏しく、グループとして供給する地域型
住宅やグループの活動の特徴が判然としないグループ。

・グループとしてブランドが本事業の趣旨にそぐわない取り組
みと思われるなど、地域型住宅のブランド化について疑義
のあるグループ。
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　木造住宅は、近年、大きく変容した。住宅の省エネ
化が一気に進み、昨今ではゼロエネルギーへの取組み
も盛んになっている。その必要条件として、建物の高
気密高断熱化技術が確立し、木材の乾燥収縮による
不具合を抑制するために、人工乾燥材の利用が進んで
いる。同時に、大工の不足とも相まって、プレカットの
利用が急速に進んだ。プレカットの普及率は近年では
90%に迫る勢いである。人工乾燥材は、まだ30%程度
であるが、普及は急速である。
　こうした住宅に関して、従来、魔法瓶のような住宅
は体に悪い、木や土を使った日本の家には馴染まな
い、人工乾燥材は弱いなどのネガティブな意見も多かっ
た。しかし、東日本大震災に起因するエネルギー問題
は進むべき方向を明確にした。もはや後戻りは出来な
い。木の建築には様々な利点があり、また、国産材を
有効に利用し、持続的に再生していくことが重要である
ことはいうまでもない。しかし、従来の時間感覚でい
えば、数十年、考えようによっては100年単位の大きな
変化が、ほんの数年で起こったが故に問題や矛盾も生
じている。
　地域型住宅ブランド化事業は、従来型の地産地消
的な捉え方ではなく、この困難を乗り越えた先にある
新しい地域型住宅が、供給体制や生産システムを含め
てどうあるべきかを問うことを目的としているのだと捉
えれば画期的である。以下、この事業の意義について、
2012年度の採択者データを用いていくつかのポイント
から述べることにする。

地域材の定義
　この事業の意図が明確に表れているのが地域材の定
義である。従来、「地域材」といえば「近くの山の木」
を殊更重要視する傾向が強かったが、今回、それより
も合法性や認証手続き、すなわち、明確なトレーサビ
リティと性能の明示を重視したことは意義深い。誤解の
ないように補足するなら、近くであることの意義が否定
されたわけではない。しかし、現実的には今回のモデ
ル的事業でさえ全てをまかなえるだけの流通量がある
わけではない。適材適所の樹種まで考慮すればなおさ

らその傾向は強くなる。
　実際、応募資料を分析すると、事務局を置く都道府
県産材をのみを「地域材」とするグループが52%、所
在県に隣接県を組み合わせたものが17%、遠方県の組
み合わせまで含めると75%余りが「近くの山の木」を
利用するとしていたが、その使用量（申請書における
1住戸あたりの割合）は、50-60%が最も多く（45%）、
100%としたのは19%であった。ちなみに、外材を地域
材に含めていたグループは12％あった。

供給体制・生産システム
　大手住宅メーカーは、数百人、数千人の技術者を擁
して様々な技術を開発している。地域型住宅が、それ
と対峙するだけの性能であるためには、生産・供給体
制の確立、マニュアルや仕様書の整備、勉強会等の技
能・技術の向上手段が必要であるが、ブランド化の意
味には、これらが包含されている。主なプレーヤーは、
原木供給、製材、建材流通、プレカット、設計、施工
の各主体であるが、申請書によれば平均で57.6、最大
では801もの組織で構成されている。
　中でも、施工（工務店）が平均で24.1と半分近い数
を占め、延べ数では11,000社以上にもなるので、実際
に地域型住宅を施工した主体は多くはない。

住宅の性能
　応募者が過去に施工した住宅に占める長期優良住宅
の割合は10 ～30%が過半数（55%）となり、50%以上
は5%程度しかない。それに対して、ブランド化におけ
る目標を全数としているグループが30％もある。実際
には全てが実現したわけではないが、ブランド化事業
が長期優良住宅建設のインセンティブとなったことは間
違いない。

おわりに
　木造住宅のありよう、地域の生産システム、国産材と
林業、いずれも中長期的かつ具体的な戦略が必要であ
る。そのためのキー概念が「地域材」であろう。この事
業が将来に対する有効な投資となることを期待したい。

地域型住宅ブランド化事業の意義と成果
平成25年度地域型住宅ブランド化事業評価委員会・委員

芝浦工業大学工学部建築工学科教授

蟹澤宏剛
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地域型住宅ブランド化事業

平成25年度採択グループ事例

　平成25年度に採択されたグループは全国で480。このうち平成24年
度も採択されたグループが411、新規グループが69（うち再チャレンジグ
ループは19）だった。現在、それぞれが地域に根ざした特徴的な内容で
ブランド化事業を進めている。
　ここでは、平成25年度に採択されたグループの中から、地域協議会よ
り推薦を受けた福島、新潟、兵庫、岡山、高知、宮崎の14グループを取
り上げ、その取り組みを紹介する。



北海道地方
東北地方
関東地方
中部地方
近畿地方
中国地方
四国地方
九州地方
沖縄地方

平
成
25
年
度
県
別
グ
ル
ー
プ
採
択
状
況 みなみのいえ

【相棒倶楽部】
火山灰、日射量、台風の対策を施した家。
主要構造材の80％以上に宮崎県産素材を使用、
含水率は20％未満。

「ひむかの家」
【地域型住宅「ひむかの家」協議会】
切妻屋根と軒の出750㎜の家。
構造見学会などで一般ユーザーが木造住宅のよさ
を実感。

●地域協議会
宮崎県木造住宅生産体制強化推進協議会

はれのくに岡山安心住宅
【岡山やさしい家つくり倶楽部】
地域の住宅産業活性化のためのグループ。
設計事務所が中心となり設計部会をつくり、グルー
プ内の設計価格の統一化を実現し、メンバーの受
注活動の支援も行う。

晴れの国・岡山の家
【ＨＯＴネットＩ・Ｅ（家）の会】
太陽光発電設置の義務付け等、省エネのルール
が充実した家。地場産業の活用にも尽力。

●地域協議会
岡山県木造住宅生産体制強化推進協議会

ひめ・さぬき・とさ・あわの家
【ゆにっと四国優良木造住宅推進協議会】
四国全域が対象。
ルールは２つのコースを用意。さらに、地域特性
に対応した28項目の選択項目も。

●地域協議会
こうち健康・省エネ住宅推進協議会

宮崎県

岡山県

高知県

宮崎県　●7

岡山県　●10

長野県	 ●11

富山県	 ●8

石川県	 ●12

福井県	 ●5

京都府	 ●10

鳥取県	 ●６

島根県	 ●6

山口県	 ●7

徳島県　●6

熊本県	 ●8

鹿児島県	●9

香川県　●4

大分県	 ●3

福岡県	 ●18

愛媛県　●5

佐賀県	 ●5

高知県　●3

沖縄県　●1

●グループ事務局所在地別
　採択グループ数

10

長崎県	 ●8

広島県	 ●8



北海道地方
東北地方
関東地方
中部地方
近畿地方
中国地方
四国地方
九州地方
沖縄地方

京阪神地域木造高耐震住宅
【京阪神木造住宅協議会】
建設地の気象情報をピンポイントで把握して、自立循環型設計に活か
す設計方法を導入。施主に対して工務店がプレカット工場を案内する。

兵庫県産材スギ活用の家“ＳＵＭＩＫＡ”
【はりまｅ家ネット】
省エネに関する５つの選択項目。ＬＥＤと太陽光発電の採用が多い。
信頼性を高めるため、詳細見積書を施主に提示する。

ひょうご新民家優良住宅～ちょうの家～
【ＮＰＯ法人ひょうご新民家21】
施主との打ち合わせ項目を100設定し、施主の理解度・納得度を高
める努力をする。啓発冊子をつくり、ブランドの浸透を図る。

●地域協議会
兵庫県木造住宅生産体制強化推進協議会

福島県　●28

いわきの家ナビ優良住宅
【いわき家ナビ】
ホームページが充実。見学会の告知で20~30組が参加する。冬には
日照時間を、夏には風を上手に取り入れた省エネ・省コストの家。

ふるさと再生200年の家
【全木協福島県協会】
長期優良住宅経験工務店から幹事会社を決め、未経験工務店を
バックアップ。住宅事業主の判断基準100％を算定用Ｗｅｂプログラ
ムで達成。

ぬくもりの家
【ふくしま家づくり研究会】
福島の匠を活かした木の温もりを感じる家づくりを目指す。
県内各地のイベントでグループを紹介し、メンバーの施行例を紹介
したパンフレットも作成。

ふくしまの家「きなり」
【ふくしま家づくりネットワーク】
手仕事の味わいを出すために、在来軸組工法の伝統的な継手・仕
口工法を基本とする。グループの展示場「ふくしまの家『きなり』」で
イベントを展開。

●地域協議会
福島県地域型復興住宅推進協議会

福島県

兵庫県

青森県	 ●10

北海道	 ●18

栃木県	 ●5

千葉県	 ●9

秋田県	 ●6

岩手県	 ●16

山形県	 ●８

越中・越後　いきいき大工の家
【新潟・富山　ふるさと家づくりの会】
目的は、長期優良住宅未経験の地域の大工や工務店が長期優良住
宅を建築できるようにすること。「グループの力があったから長期優
良住宅ができた」というメンバーの声。

ネイティブハウス
【新潟地域型住宅協議会】
メンバーに情報を発信し、メンバーから情報を吸い上げる役割を果
たす建材流通事業者とプレカット事業者10社を理事に。住宅性能
の現場検査を義務付け、現場検査員資格制度を設ける。

●地域協議会
新潟県木造住宅生産体制強化推進協議会

新潟県
新潟県　●15

兵庫県　●12
静岡県	 ●22

三重県	 ●5

奈良県	 ●5

大阪府	 ●28

和歌山県	●2

山梨県	 ●7

神奈川県	●14

群馬県	 ●8

茨城県	 ●8

埼玉県	 ●14

1111

宮城県	 ●17

東京都	 ●20

岐阜県	 ●18

愛知県	 ●18

滋賀県	 ●7
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FUKUSHIMA
福島県
●地域協議会名称

福島県地域型復興住宅推進協議会
●協議会事務局
一般社団法人福島県建築士事務所協会

東北地区

地域型復興住宅のための組織
18団体で構成

　福島県地域型復興住宅推進協議会は、
東日本大震災後、地域型復興住宅の生
産体制を構築するためにできた組織で
ある。地域型復興住宅とは、地域の住
宅生産者が住まい手と手を取り合いな
がらつくる、地域にふさわしい、良質で、
被災者が取得可能な住宅をいう。
　構成団体は、一般社団法人福島県建
築士事務所協会、社団法人福島県建築
士会、社団法人日本建築家協会東北支
部福島地域会、福島県建築設計協同
組合、ＮＰＯ法人循環型社会推進セン
ター、福島県耐震・リフォーム等推進協
議会、一般社団法人福島県建設業協会、
社団法人福島県建設大工業協会、福島
県建設労働組合連合会、福島県建築業
組合連合会、福島県総合設備協会、一
般社団法人ＪＢＮ福島、福島県木材協
同組合連合会、福島県森林組合連合会、
福島県建築士事務所協会賛助会、公
益社団法人福島県宅地建物取引業協会、
公益社団法人全日本不動産協会福島県
本部、一般社団法人ふくしま建築住宅
センターである。

採択グループ数　28

協議会事務局
渡辺光司氏

●グループ

ぬくもりの家
ふくしま家づくり

研究会 ●グループ

いわきの家ナビ
優良住宅
いわき家ナビ

●グループ

ふくしまの家
「きなり」
ふくしま家づくり
ネットワーク

●グループ

ふるさと再生
200年の家
全木協
福島県協会
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福島県

採択されたブランド化グループは
全国最多

　主な活動実績としては、モデルプラ
ンなどを盛り込んだ、地域の工務店や
設計事務所向けの「地域型復興住宅・
設計と生産システムガイドライン」の作
成、住まいの再建を考える手引きとな
る、被災者向けの地域型復興住宅のパ
ンフレットの作成、復興住宅に関する実
態把握調査などがある。
　また、ブランド化事業に先立ち、復
興住宅をつくる担い手を育成するため、
川上（原木供給）から川下（工務店）で
構成される生産者グループを公募、90
のグループが誕生した（「福島県地域住
宅生産者グループ」）。これに参加した工
務店数は約1,000社、設計事務所は約
250社であった。
　平成25年度のブランド化事業で、福
島県で採択されたグループは28と、大
阪府とともに最多となったが（24年度も
32で最多）、これは事前に結成した「生
産者グループ」が応募したからではない
かと、協議会事務局ではみている。
　協議会のブランド化事業への取り組
みは、ブランド化事業の説明会を毎
年４回、福島市や郡山市で行っている。
この場を利用して、情報交換やブラン
ド化事業の資料提供を行うとともに、
参加者から協議会への要望を聞いて
いる。
　また、福島やいわき、郡山など県内
各地で、ふくしま復興住宅フェア実行委
員会のメンバーとして「ふくしま復興住
宅フェア」を開催した。これにはブラン
ド化事業のグループも参加している。

森林バスツアーなどで
放射能に対する安全性を訴える

　このほかの活動としては、主に工務
店、設計事務所を対象に「森林バスツ
アー」を会津やいわきで実施。伐採や
製材の現場を見学し、製材された木材
は放射能の心配はないことを理解して
もらっている。協議会が行った調査で
は、県内の原木供給事業者の80％が
放射能問題の風評被害を心配しており、

協議会としては、県内産木材の安全性
をよりＰＲしていくことが課題だと考え
ている。
　この放射能問題は、現場の職人に
も影響が出ている。大工など多くの建
設関係者が、除染作業に携わっていて、
住宅の需要はあるのに、建設現場で労
働力が不足しているという状況が続いて
いる。これは被災三県の中で福島県特
有の問題であり、協議会としても対応に
苦慮しているところである。

地域型復興住宅パンフレット 福島県地域住宅生産者グループパン
フレット

森林バススツアーチラシ・表 森林バススツアーチラシ・裏
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平成19年に
独自のブランドを開発

　平成18年２月、地元の工務店の仕事
を一般ユーザーに知ってもらう機会づく
りにと、事務局を務める正木屋材木店
が自社のホームページで取引工務店の紹
介を始めたのが「いわき家ナビ」のスター
ト。このホームページの効果で契約にこ
ぎつけるなど手応えがあり、翌年には独
立したサイトを立ち上げ、現在27社が参
加している。掲載条件はいわき市および
その近郊の建設業または宅建業の許可
を持つ事業者で、住宅瑕疵担保責任保
険に加入していることなどである。
　平成19年には、次世代省エネ基準を
みたす性能を目指し、冬季の日照時間
を最大限に活用する開口部の配置、夏
の風を上手に取り入れる工夫、無垢の国
産材を使う、省エネ・省コスト、全館暖
房で家の中の温度差の少ない家等々を
メンバーの共通ルールとした「次世代型
いわきの家」を開発。このルール等が
すでにあったため、長期優良住宅、ブ
ランド化事業へもスムーズに対応できた。

放射能の自主検査を実施

　ブランド化事業には、ほぼ「次世代型
いわきの家」の共通ルールで取り組ん
でいるが、ブランド化事業の「いわき家
ナビ優良住宅」では、これに加えて、住
まいの保温性能を表す熱損失係数Ｑ＝
2.4以上を義務付けていて、この断熱設
計が不慣れな工務店については、事務
局がバックアップする体制をとっている。
　間取りは、南面に大きな開口を設け
日照を取り入れ、２方向開口で通風に

配慮した間取りとしている。
　木材使用に関しては、主要構造材の
過半以上に地域材を使用することとし
た。福島県産材に関して配慮した点は、
原発事故の風評被害への対応である。
これに対しては、放射能の自主検査を
新築物件ごとに行い、検査証を提示す
ることとした。
　また、ブランド化事業以前から、地
域産材の積極的活用のために、地元の
木工職人の会と共同で家具や小物の開
発に取り組んでおり、震災後の仮設住
宅に卓袱台を1,000台届けるプロジェク
トを実施。その際、神棚もあればとい
う声を聞き、福島県産材を使ったコンパ
クトでモダンな神棚を開発。ブランド化
住宅のオプションとしての提供やネット
通販で好評を得ている。

ホームページで見学会を告知。
20～30組が訪れる

　もともと工務店の仕事を一般ユー
ザーにＰＲすることから始まったグルー
プであるため、広報活動には熱心であ
る。特にホームページの充実度は高い。
メンバーの工務店や設計事務所の紹介、
長期優良住宅や「次世代型いわきの家」
などメンバーが手掛けた物件が見られ

地元工務店を紹介するサイトから
スタートしたグループ

いわきの家ナビ優良住宅
いわき家ナビ

グループ代表
大平宏之氏

グループ事務局
大平祐子氏

DATA

いわき家ナビ
◦	グループ代表者／
	 大平宏之（株式会社正木屋材木店）
◦グループ事務局／
　株式会社正木屋材木店
◦結成／平成18年２月
◦対象地域／福島県、茨城県
◦地域材／福島県産材、合法木材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

工務店 設計事務所

木材関連
事業者

同業者勉強会
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福島県

るようになっていて、いずれも写真でそ
の魅力、特徴などを紹介している。物
件の紹介では手掛けた事業者だけでな
く、構造形式、主な外部・内部仕上げ
等の建築データも明記している。
　現場見学会開催の情報も提供し、そ
れを見た一般ユーザーが一回の見学会
で20 ～ 30組訪れている。特に木を活
かした家をつくりたいという若いユー
ザーがこのホームページから工務店を選
ぶケースが多い。このホームページが受
注につながっているため、メンバーにとっ
て、ＰＲ・営業の大きな武器となってい
る（ホームページづくりは事務局が無料
で行っている）。
　このほか、正木屋材木店の５台のト
ラックが「いわき家ナビ」の看板を付け
て市内を走り、メンバーも「いわき家ナ
ビ」のステッカーを車に貼って走るなど
している。防湿シートにも同様のロゴを
印刷、グループののぼりもつくっている。
さらに、地元の情報誌などでメンバー
の家を紹介するということを行うなど、
いろいろな形でブランドの認知度アップ
に力を注いでいる。

ブランド化事業による
グループ各社の信頼性向上

　ホームページでメンバーの建てた住宅
を写真入りで詳しく紹介するメリットは
もう一つある。通常、同じエリアの工務
店はライバルなので、他社の建てた住
宅はあまり見ないが、他のメンバーの住

宅を見ることによって、特にデザイン的
な面で互いに刺激し合い、技術の向上
につながっている。工務店向けの構造
見学会、完成見学会も実施し、これも
切磋琢磨する上で役立っている。
　このようにブランドの浸透とメンバー
のレベルアップに努めている同グループ
だが、ブランド化事業に参加することで
特にプラスとなった点は、信頼度がアッ
プしたことである。地元工務店に任せる
ことに不安を覚える一般ユーザーもいる
中、このグループが国の推進する事業
に採択されたことで、その不安が解消
されているようだ。
　木材の供給、家づくり、住まい手、こ
れらの地域内での結びつきが強まれば、

もっと地域は活性化すると同グループで
は考えている。それにはグループで手掛
ける家の魅力をさらにアップすることも
不可欠で、そのため「いわきの家ナビ優
良住宅」をより省エネ化する研究を進め
ている。それが「省ＣＯ2型いわきの家」
で、今後、これをグループの新しいブラ
ンドとして普及させていく計画だ。

復興住宅見学会イベント風景

共通ルール・特徴

・	主要構造材の過半以上
に地域材を使用する

・	木材の放射線検査を全
棟実施し、安心して地域
材を使える家

木のぬくもりを感じる家

・地盤調査の実施

安心安全の家

・	次世代省エネ基準以上
の性能

・	通風を確保し、夏涼しく、
冬暖かい快適な家

快適に過ごせる家

・維持管理計画書の作成
・保存定期点検の実施

信頼度100％の家

いわき家ナビ優良住宅
日照を取り入れ、次世代省エネ基準以上の住宅性能
を確保し、地域材をふんだんに使い、木のぬくもりを
感じさせ、関連業界の復興にもつながる家

勉強会

いわき家ナビ・ロゴトラック
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すり合わせをしながらつくった。
　現在、グループには施工事業者が55
社あり、内訳はＪＢＮ福島のメンバーが
11社、全建総連福島のメンバーが44社
で、ブランド化事業の施工実績としては
前者がいくぶん多い。
　また、メンバーの中から長期優良住
宅の取り組み経験のある工務店を、地
域サポート幹事会社として、各地域に６
社配置し、長期優良住宅未経験工務店
に対して、幹事会社が中心となり、説明
し、アドバイスを行い、バックアップし
ている。

柱・間柱に県産材を100%使用

　木材使用ルールは、主要構造材の
60％以上を国産材とし、そのうちの半
分以上に地域材を使うこととしている。
福島では柱材・間柱材は福島県ブランド
材認証製品「とってお木」を、宮城では
「優良みやぎ認証材」を使うこととして
いる。しかし、福島県産材は高品質に
もかかわらず、放射能の風評被害により
需要が減っているため、福島で柱材・間
柱材に「とってお木」を100％使用する
こととするだけでなく、さらに宮城でも
「とってお木」を使用できることとした。
　木材への放射能の影響に対して、一

般ユーザーは神経質になっている。工
業製品や農産物に関しては国の基準が
あるが、木材にはまだ明確な基準がない。
　そこで、同グループの支援サポートメ
ンバーである福島県木材協同組合連合
会（県木連）は、欧州に工業製品を輸
出する基準である1,000cpmにならって
これを自主基準とし、製材会社で使用
木材の放射能測定を行っている。実際
の数値は最大で70cpm程度で安全性
は明らかになっている。
　このデータをもとに一般ユーザーの不
安を解消し、「地域材を使っても安全で
すよ、地域材を使って質の高い家を建
てましょう」と呼びかけ、ブランド化事
業を進めているのが現状である。

住宅事業主の判断基準100％を
算定用Ｗｅｂプログラムで達成

　建物のルールでは、長期優良住宅の
要件を満たし、住宅性能表示（設計）
評価を受けること、住宅履歴情報の蓄
積を行うことに加え、住宅の省エネ性
能向上のために、住宅事業主の判断基
準を、算定用Ｗｅｂプログラムを活用し
て100％達成することとしている。
　これに関しては、メンバーとなった工
務店の中には、次世代を担う若手経営

ＪＢＮ福島と全建総連福島のメンバーが
結集してできたグループ

ふるさと再生200年の家
全木協福島県協会

グループ代表
和田正光氏

グループメンバー
佐藤利恵氏

長期優良住宅経験工務店を
地域サポート会社に

　全木協福島県協会はＪＢＮ福島と全
建総連福島によって組織されたグルー
ブである。当初ＪＢＮ福島に全木協福島
県協会ができ、ここが全建総連福島に
声をかけ、メンバーを集めてブランド化
事業に取り組むこととなった。
　結成時の説明会には70人が集まった。
共通ルールの策定にあたっては、どち
らに所属しているメンバーでも実際に事
業に取り組む際、実施可能かを双方で

DATA

全木協福島県協会
◦	グループ代表者／
	 和田正光（株式会社エコ・ビレッジ）
◦グループ事務局／全木協福島県協会
◦結成／平成24年４月
◦対象地域／福島県、宮城県
◦地域材／福島県産材、宮城県産材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

郡山会議

設計事務所 木材関連
事業者

建材流通
事業者工務店
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福島県

ふるさと再生200年の家
全木協福島県協会

者が多く、コンピュータを使うことに慣
れているため、それほどのハードルには
なっていない。むしろ、このプログラム
を活用することによって、たとえば、こ
の節水器を使わないと住宅事業主の判
断基準がクリアできないことを理解し、
これまで業者任せにしていた機種選び
を行うようになり、省エネに対する意
識・取り組みがより深まっている。

信頼性確保のため
１棟あたり１万円を積み立て

　施主との信頼関係をつくる上で大切
なのが継続的な住宅の維持管理体制だ。
全木協福島県協会では、定期点検は1
年～30年の期間に８回実施することに
しているが、後継者難などによる工務
店の廃業でそれが途絶えることのない
よう、その場合には別の工務店が点検
を引き継ぐことにし、工務店が住宅１棟
あたり１度１万円の積み立てをしている。
　この積立金は、幹事会社の中から選
ばれた、代々続いていて経営が安定して
いる１社が専用の口座をつくって管理し
ている。

情報交換が活発になった

　事務局では、ブランド化事業でグ
ループをつくるいちばんのメリットはメン
バー相互のコミュニケーションの確立だ
としている。メンバー同士が顔見知りと
なることで、交流や情報交換が盛んに
なり、わからないことを聞くなど、気軽
にメンバー間のやり取りができるように
なった。
　特に、あの資材を使用したらどうな

のか、あの資材を購入するならこちらの
ほうが安いといった資材に関する情報
交換が活発になった。
　提案し、議論し、教え合える環境も
整ってきた。それぞれの知恵やノウハウ
を持ち寄ることができるようになってき
ている。
　このような交流、情報交換の一つの
場となっているのが、長期優良住宅な
どをテーマに随時行っている若手座談
会である。これには６人から10人が集ま
り、長期優良住宅がなぜ必要なのかな
どについて熱心に学び、話し合っている。

その他にグループで勉強会、地域交流
会も実施し、情報交換なども行っている。
　今後の事務局の取り組みとしては、
一般ユーザー向けのチラシをつくるなど、
ユーザーへのＰＲ活動に力を入れる予定
である。

大玉村会議

共通ルール・特徴

住宅事業主の判断基準
100％を算定用Ｗｅｂプロ
グラムで達成

判断基準の達成

住宅性能表示（設計）評
価を受ける

評価を受ける

住宅履歴情報の蓄積を
行う

情報の蓄積

継続的な維持管理のた
め１棟あたり１万円を積
み立てる

維持管理

ふるさと再生200年の家
主要構造材の60％以上を国産材とし、そのうちの
半分以上に地域材を使う
使用木材の放射能検査を行い、安全性を明らかに

郡山会議

完成物件

木材使用
ルール
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760人も集めるイベント等で
ブランドの普及に注力

ぬくもりの家
ふくしま家づくり研究会

募までに検討会、勉強会等を７回重ね、
決定された。
　福島の匠を活かした木の温もりを感
じる家づくりを目指し、ブランド名を「ぬ
くもりの家」とした。基本的なコンセプ
トは、次の四つとなる。
・	構造材、下地、内装に良質な福島県
産材を使用すること。

・	パッシブ手法を取り入れ、エネルギー
消費量を抑制すること。

・	高齢者に配慮したバリアフリー設計。
・	第三者機関を利用した、安心の施工、
維持管理体制。
　基本ルールは上記を満たした長期優
良住宅で、さらに、施主には建築の進
行に合わせて「基礎が終わりました」と
いう形で部位ごとに写真を郵送するよう
にしている。方法としてはメールでも可
能なのだが、施主側がそれに対応しき
れない実情があり、郵送している。

許容応力度計算を義務付け

　木材使用の具体的な
ルールとしては、主要構
造材の50％以上に県産
材を、下地材、仕上材に
も5.0㎥以上の県産材を
使用することとしている。
24年度は、柱材は４寸と

決めていたが、一般ユーザーにとってコ
スト高になるケースがあったため、25年
度は、予算的に余裕はないが、ブラン
ド化事業で家を建てたいという施主に
対して、間取りや構造を精査し、許容応
力度計算で耐震等級２が確保できれば、
3.5寸でも可とした。
　この耐震等級２の計算は当初からス
パン表ではなく、許容応力度計算で実
施することを義務付けている。計算は、
必ずしもグループ内の設計事務所でなく
ても構わない（実績としてはグループ内
設計事務所が約70％）。その計算書は
最終的に事務局で確認している。
　また、断熱性能に関しては、ヒートポ
ンプ暖房などを取り入れ、次世代省エ
ネ基準を上回る性能とした。
　木材使用に関しては、福島ならではの
放射能の風評被害に直面している。長期
優良住宅の良さは認めつつ、福島県産材
を使用するということで、施主がブラン
ド化事業で家を建てるのを断念したケー
スが２件あった。当該物件の木材から何

福島県地域型復興住宅生産者
グループとしてスタート

　平成24年２月、震災復興のための地
域住宅生産者グループとして、建材流通
事業者が製材、設計、施工メンバーを
募り、福島県地域型復興住宅生産者グ
ループが約20社で立ち上げられた。
　その後ブランド化事業が発表になり、
このグループをベースとしてメンバーを
再募集し、当初36社で「ふくしま家づく
り研究会」は設立された。
　ブランド化事業の共通ルールは、応

DATA

ふくしま家づくり研究会
◦	グループ代表者／小松吉昭
	 （福島県郡山地区木材製材協同組合）
◦	グループ事務局／
	 光和建材株式会社
◦	結成／平成24年２月
◦	対象地域／福島県
◦	地域材／福島県産材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

木材関連
事業者

設計
事務所

工務店

建材流通
事業者

イベントチラシ

グループメンバー
熊田隆一氏

グループメンバー
斎藤直人氏

グループ事務局
笠原昇氏

グループ事務局
坂井博高氏

グループメンバー
田中聖輝氏

グループ事務局
笠原秀幸氏

グループメンバー
小室義男氏
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福島県

本か抽出して放射能の安全検査を行って
いて、安全性が確認されていても、施主
によっては不安に思う人もいるという。
　メンバーに対する県産材の研修は森
林組合の専門家を招いて２回実施。ス
ギとヒノキの違いや、同じ福島県産のス
ギでも会津と郡山では質が違うという
話は大いに役立ち、県産材に対する愛
着も深まった。

後継者育成のめの
「セカンドマスターズ二世会」

　一般ユーザー向けの告知は、構造見
学会や完成見学会はもちろん、県が主
催する復興住宅フェアなどへの出展の
ほか独自のイベントも実施している。た
とえば、昨年秋には会津地区のメンバー
が中心になり、「あいづハウジング夢フェ
スタ」を会津で開催した。地域型住宅ブ
ランド化事業への「ふくしま家づくり研究
会」の取り組みの紹介、家づくり相談会
などを行ったが、集客のために有名お笑
い芸人を招いたり、Ｂ級グルメのコーナー
を設けたり、ＳＬの模型や写真を展示し
たりし、結果、760人が来場した。メー
カーも参加し、そこからの協賛金をイベ
ント費用の一部に充てている（事務局で
は工務店から年会費を徴収している）。
　こういったイベントの際にはメンバー
の施工例を紹介した「ぬくもりの家」の
パンフレットも配布してグループのＰＲに
努めている。平成26年1月には公式サ
イトもオープンした。今後、現場の情報、
見学会の情報などを告知していく予定と
なっている。
　以上のように、１社ではなかなかでき
ないＰＲ活動ができることがグループ化

のメリットだが、この
ほか、グループ内で
大工・職人を融通し合えるようになった
ことも大きなメリットとなった。メンバー
間の情報交換、交流が密にできている
証拠といえるだろう。
　また、グループメンバーの後継者育成
を目的に25年11月に「セカンドマスター
ズ二世会」をつくった。現在６社が参加
し、悩みを共有したり、全国の工務店
のブランド化事業への取り組み事例を
見学したりしている。

地域工務店ならではの
強みを認識

　震災後、各工務店は仮設住宅を経験
した。そのときの親切で丁寧な取り組
みが一般ユーザーから高い評価を得た。
それによって自分たちの強さを認識して
いなかった工務店が、地域にいるとい

う機動力、代表者が地元に住んで責任
を持って対応する信頼感など、地場の
工務店ならではの強みを認識した。
　この力を存分に発揮すれば、かりに
ブランド化事業が終わり、補助金がなく
なっても、成長していけると事務局では
考えている。
　そのためにも、自社の強みを認識して
伸ばし、弱いところはグループ内のメン
バーの強いところを参考にして、グループ
のメンバーそれぞれがより力を付けてい
くことが重要だと事務局では考えている。

ふくしま家づくり研究会
パンフ

完成見学会

共通ルール・特徴

構造材、下地、内装に良
質な福島県産材を使用

福島県産材を使用

木材の放射能安全検査

放射能安全検査

パッシブ手法を取り入れ、
エネルギー消費量を抑制

エネルギー消費量を抑制

高齢者に配慮したバリア
フリー設計

バリアフリー設計

ぬくもりの家
福島の匠を活かした木の温もりを感じる家

耐震等級2の家（許容応
力度計算）

耐震等級2の家

第三者機関を利用した、安心の施工、維持管理体制

安心の施工、維持管理体制

イベント風景

構造見学会
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グループの展示場「ふくしまの家『きなり』」で
木造建築のよさを訴える

ふくしまの家「きなり」
ふくしま家づくりネットワーク

けに原木、製材所、完成物件の見学会、
地域材活用の勉強会などを実施し、県
産材の認知度アップ、普及に努めてきた。
福島の木にこだわらず安い住宅価格が
よいという人が多く、一般ユーザーに対
する地域材を使う動機づけ、メリットの
アピールが弱かった。
　この課題をどう解決するかを模索して
いた時、国のブランド化事業が始まっ
た。この事業で県産材を使って建てれ
ば、補助金が出て、長期優良住宅とい
う質の高い住宅が建てられる――これ
は、一般ユーザーに対する県産材活用
の動機づけとなると考え、ブランド化事
業に参加した。

真壁を基本とし、
手仕事の味わいのある家

　共通ルールはブランド化事業に参加
する以前と同様とし、特に変更はしてい
ない。具体的には、柱は４寸角以上とし
た真壁を基本とし、県産材のスギ材を
主要構造材の過半に使用すること。ま
た、下地材や仕上材にも県産材を使うこ
と、木材以外の資材も県内産をできる
限り使うこと、長期優良住宅の基準を
上回る性能を確保することなどである。
　設計は、一般社団法人福島県建築士

事務所協会など、福島県の建築関係団
体が作成した「木の香るふくしまの家」
の仕様書を使って、質を確保することと
している。
　また、手仕事の味わいを出すために、
在来軸組工法の伝統的な継手・仕口工
法を基本とし、瓦・左官・畳等の地元の
職人でつくり上げることも、同グループ
のルールの特徴となっている。
　このような共通ルール以外は、各メ
ンバーの自由だが、たとえメンバーでも、
施主の要望でルールからはずれる家を
つくる場合は、「ふくしま家づくりネット
ワーク」とそのブランド名である「ふくし
まの家『きなり』」の名前は使えず、グルー
プとしてのＰＲもしないこととしている。

意見交換会や勉強会を開催

　現在のグループメンバー24社の内
訳は、設計事務所が８社、施工が７社、

グループ代表
川崎直竹氏

グループ事務局
菊地進氏

県産材利用促進のための
グループ

　福島県産材の利用を促進する目的
で県の主導により県内の７地区にでき
た「ふくしまの木で家をつくるグループ」
の一つとして、平成16年10月、「ふくし
ま家づくりネットワーク」は結成された。
創業時の構成メンバーは、設計事務所
３社、工務店２社、製材３社、原木供給
１社の９社であった。
　その後、メンバーや一般ユーザー向

DATA

ふくしま家づくりネットワーク
◦	グループ代表者／川崎直竹
	 （有限会社川崎建築設計事務所）
・グループ事務局／
	 有限会社菊地設計
・結成／平成16年10月
・対象地域／福島県
・地域材／福島県産材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

木材関連
事業者

設計
事務所

工務店

展示場
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福島県

他は原木供給、製材、建材流通等木材
関係の事業者となっていて、設計部門
の割合が高い。そのため、長期優良住
宅未経験の施工事業者の相談などは個
別に設計事務所が受け、ブランド化住
宅の申請なども設計事務所がバックアッ
プする形で、グループ内で協力し合って
いる。
　勉強会も熱心である。たとえば、地
域材の加工・流通・利用ネットワーク体
制構築をテーマにして、地域材産地の
福島県国見町役場の担当者と当会メン
バーで意見交換会を行ったり、福島県
産材の安全性を理解してもらうために、
独立行政法人放射線医学総合研究所の
専門家を招いて、「環境中の放射線とそ
の影響・森林を中心に」と題した講演
会を、メンバーだけでなく、一般ユーザー
も参加し、開催している。

展示場を活用し
木工教室やコンサートを

　一般ユーザー向けのＰＲで重要な役
割を果たしているのが、平成23年にで
きたグループの展示場「ふくしまの家『き
なり』」である。これは、県の「ふくし
まの家地域活性化支援事業」に応募し、
選定され、2,175万円の補助を受け建築
したもので、グループのノウハウを随所
に活用した建物となっている。
　土曜、日曜にはメンバーが交代で常
駐し、消費者に「きなり」の家の魅力を
説明しているほか、青空木工教室、自
然食料理教室（展示場のキッチンを利
用）、ミニコンサートなどを開き、福島
の木および「きなり」の家のよさを理解
してもらう努力をしている。

　また、構造見学会、完成見学会も随
時実施しており、一般ユーザー向けだけ
でなく、メンバー相互の勉強の場として
も活用している。
　県が主催する環境エネルギーフェアや
林業祭、その他住宅関連団体が主催す
るイベントにも積極的に参加。展示パ

ネルや軸組モデルの出展を行い、一般
ユーザーにＰＲすると同時に、他の団体
の新しい技術を学ぶ機会としている。
　事務局では今後もこのようにいろいろ
な形でＰＲに努めるとともに、勉強会な
どを通してメンバーの技術力向上に取り
組んでいく予定である。

パンフレット

展示場

展示場

物件

共通ルール・特徴

県産材のスギ材を主要
構造材の過半に使用

福島県産材を使用

真壁を基本とし、柱は
４寸角以上

柱は４寸角以上

長期優良住宅を上回
る性能

高性能住宅

職人による手仕事の
味わい

手仕事の家

ふくしまの家「きなり」
設計は「木の香るふくしまの家」の仕様を使用
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NIIGATA
新潟県
●地域協議会名称

新潟県木造住宅生産体制強化推進協議会
●協議会事務局
一般財団法人にいがた住宅センター

中部地区

グループメンバーなどを対象に
研修会やシンポジウムを開催

　新潟県木造住宅生産体制強化推進協
議会は、地域における木造住宅生産体
制強化の推進を目的に、新潟県建築士
会、新潟県建築士事務所協会、新潟県
設備設計事務所協会、新潟県建築組合
連合会（以上、一般社団法人）、新潟県
木材組合連合会、新潟県森林組合連合
会、それにブランド化事業の地域におけ
る実施支援窓口を務める一般財団法人
にいがた住宅センターを会員として平成
24 年５月に発足。平成 25年には県の建
築住宅課と林政課が加わった。
　ブランド化事業への取り組みとしては、
平成 25年３月に県内の採択グループの
メンバーを対象に研修会を開催。内容
は「地域型住宅ブランド化事業等につ
いて」、「これからの工務店のあり方に
ついて」、「ライフプランにあわせた資

採択グループ数　15

シンポジウムチラシ

●グループ

ネイティブハウス
新潟地域型
住宅協議会

●グループ

越中・越後
いきいき大工の家

新潟・富山  ふるさと
家づくりの会
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新潟県

金計画について」の三テーマで、採択
された12グループから128人が参加し、
好評を得た。
　平成 26 年2月には「和の住まいや住
文化を考えるシンポジウム」を開催。「和
の住まい」に関しての講演に続き、パネ
ルディスカッションを開催。その後、国
などの住宅関連施策について、国土交
通省の担当者による説明、最後に、地
域協議会事務局の担当者によるブラン
ド化事業の補助金申請などにかかわる
留意点の説明があった。
　参加者は160人。内訳は建築関係が
114人、行政が30人、木材・材料関係
が３人、その他（学生も含む）が13人。
　このほか、ブランド化グループの依頼
に応じて、そのグループ主催の「家づく
りセミナー」に地域協議会が個別に出
向いて、ブランド化事業の説明などを随
時行っている。グループの依頼で申請
手続きをテーマとした説明会も行った。
　地域協議会では、このように個々の
グループや一般の工務店の集まりなどか
らの依頼に対しては、出向いてのブラン
ド化事業に関する研修・説明も積極的
に行っていくという。

仲間との連携による
レベルアップが成果

　地域協議会から見たブランド化事業
の成果は、勉強会などを通して交流が
行われることで仲間が形成され、メン
バー同士の連携が深まったことだととら
えている。
　この連携は、メンバーの技術のレベ
ルアップにもつながっており、参加して
いる工務店は、今までより一つ上のス

テージに進んだ印象がある。
　にいがた住宅センターでは、平成 23
年に「にいがた意欲ある住まいづくりの
会」を発足させた。地域の工務店や建
築士事務所に向けて、センターが情報

発信、交流会、勉強会などを行っており、
95 社が会員となっている。この会から
ブランド化グループの「にいがた・木の
ぬくもりが育てる愛奏の家つくる会」が
誕生している。

協議会事務局
米山廣夫氏

協議会事務局
駒形政則氏

協議会事務局
坂田久雄氏

協議会事務局
笹川文隆氏

シンポジウム

シンポジウム

パネルディスカッション
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建材流通事業者の音頭で発足

　平成24年1月、グループ事務局を務め
る建材流通事業者のラックは、今後新築
需要が少なくなる中、生き残るためには
力を合わせる必要があると、グループ代
表の大橋晴夫建築事務所と相談し、地域
の工務店に声をかけ、「新潟・富山　ふる
さと家づくりの会」を結成。同時に前年
10月に発足していた一般社団法人全国
住宅産業地域活性化協議会（住活協）
に参加した。
　同じころ、ブランド化事業の発表があ
り、「長期優良住宅未経験の地域の大
工や工務店が長期優良住宅を建築でき
るようにすること」を目的の一つに掲げ、
ブランド化事業にエントリーした。
　対象地域を新潟・富山両県としてい
るのは、ラックの営業拠点が新潟に５
つ、富山に２つあるからで、これらを窓
口に工務店支援をしようと考えたからだ。

木材使用を延床面積１㎡あたり
0.065㎥以上に変更

　木材のルールは平成 24 年度から変更
を行った。24 年度は主要構造材とそれ
以外の部材における県産材の使用量を、
住宅全体の木材使用量の20％としてい
たが、24 年度の申請実績としては30％
を超える結果を残した。しかし、新潟
県産材、富山県産材はスギ材が中心で、
これは土台や梁、桁に強度などの面で
使いにくいという声がメンバーからあが
り、また、入手困難な時期もあった。
　それで25年度は県産材にこだわらず、
国産の合法木材とした。また、使用割
合もパーセンテージではその計算に時

間と手間がかかる等の意見があり、延
床面積１㎡あたり0.065㎥以上と変更し
た。この数字は24 年度の実績の約12％
増しとなる。
　このようなルール変更は、24 年度の
経験をもとにアンケート等で集めた、メ
ンバーからの意見、要望を取り入れて行
われた。これらの変更によって、木材使
用に柔軟性が生まれ、申請にかかる手
間も軽減されることになった。

新潟県の補助事業も活用

　この木材利用に関して、新潟県では
県産のスギ（「越後杉」）を使用すると10
～ 40万円を助成する「ふるさと越後の
家づくり事業」を行っており、これを活
用する工務店もある。24 年度のブラン
ド化事業の場合、地域材を使うと一戸
当たり100万円にプラス20万円の補助
があったが、この20万円と県の補助金
は併用できないので、たとえば、県から
30万円の補助が出る場合は、県を活用
する方向のようだ。
　ただし、施主に説明する際には、補
助金も大切な要素だが、それを前面に
出すのではなく、「ブランド化の住宅は
コストが高い分、補助が出るだけでなく、
性能がよくて、履歴も残る家がつくれ
る」という点をアピールした。そのほうが、

長期優良住宅未経験大工・工務店支援を
目的としたグループ

越中・越後 いきいき大工の家
新潟・富山　ふるさと家づくりの会

DATA

新潟・富山　ふるさと家づくりの会
◦ グループ代表者／大橋晴夫
 （有限会社大橋晴夫建築事務所）
◦ グループ事務局／
 ラック株式会社長岡支店
◦ 結成／平成 24 年３月
◦ 対象地域／新潟県、富山県
◦ 地域材／新潟県産材、富山県産材、

合法木材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

新潟・富山　ふるさと家づくりの会・
パンフレット

設計
事務所

木材関連
事業者工務店

建材流通
事業者

完成物件



25

新潟県

越中・越後 いきいき大工の家
新潟・富山　ふるさと家づくりの会

施主がブランド化住宅の魅力を理解して
くれるという。

グループの力で
長期優良住宅に挑戦

　建物のルールに関しては、メンバーの
工務店の大半が中小規模で、長期優良
住宅の経験がないところ、浅いところが
多く、ハードルを高くしないでほしいと
いう要望があった。それに応えるため、
長期優良住宅の条件をクリアしていれ
ばよいこととしているが、加えて、信頼
度アップのため許容応力度計算を義務
化している。また、25年度には地盤調
査の実施も義務化した。
　ハードルを高くしていないとはいえ、
長期優良住宅未経験工務店にとっては
わからないことも多く、24 年度は未経
験でブランド化事業に挑戦した工務店
は４社で、そのうちの１社は「グループの
力があったからできた」と話している。
　たとえば、自社でできない構造計算
などをグループ内の設計事務所に助け
てもらった。もちろん費用はかかるが、
メンバーは互いの話し合いで割安でやっ
てもらえる。そのほか、事務局で実施し
ている、長期優良住宅や地盤、パソコ

ンを使った業務管理
システムなどについて
の講習会、勉強会も
大いに役に立っている。
このような勉強会は、
今後は事務局で一方
的に考えるのではなく、
メンバーの要望を取り
入れて企画していく方

針としている。
　しかし、「グループ参加のメリットは、
同じエリアの工務店の動き、補助金や法
律の変更などいろいろな情報がスピー
ディーに事務局から入ってくることだ」と
メンバーの工務店は感じている。１社で
は入手できない情報、入手が遅れる情
報が容易に得られるようになった。

今後のＰＲ活動が課題

　グループのＰＲや「越中・越後　いき
いき大工の家」ブランドのＰＲは、新潟
の商業施設でグループと各工務店をＰＲ
するイベントの開催を手がけたり、事務
局を務めるラックの支店の展示会でグ
ループのＰＲを行ったりした。その際は、
グループのジャンパーを着たり、のぼり
を立てたりしてアピールしている。
　このほか、メンバーが独自に地域の

一般ユーザーやＯＢを集めてイベントを
行ったり、森林伐採ツアーを催したりも
している。後者は、「自分の家の木がど
こで切られて、どう使われるのかがわか
る」と、大変喜ばれている。
　事務局では、このようなＰＲ活動や勉
強会ではまだ十分とは考えていない。ブ
ランド化事業終了後もグループが発展し
ていくには何が必要か、模索している
ところである。ＰＲに関しては新潟県内
のブランド化グループが一堂に集まって、
より効果的なイベント等ができればと考
えている。

グループ事務局
山田優一氏

グループメンバー
長谷川俊也氏

グループメンバー
阿部憲介氏

完成物件

共通ルール・特徴

越中・越後 いきいき大工の家
消費者が地域の大工や工務店に、県産材を使い構造
強度の明確になった住宅を頼めて、長期にわたり維
持管理しながら住み続けることのできる住宅

イベント

講習会

信頼性確保のため、許
容応力度計算の義務化

信頼性の確保

邸別ホームページを立
ち上げ、写真管理シス
テムで情報を共有する

情報の共有

設計図書をもとにした
施工現場の第三者検査
の実施

第三者検査の実施

地盤調査の実施

地盤調査の実施
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設計事務所と
建材流通事業者が
共同で立ち上げたグループ

　国のブランド化事業を契機に、県内
の工務店、設計事務所が長期優良住宅
を標準仕様として取り組めるよう、技術
をステップアップする目的でつくられた
のが新潟地域型住宅協議会である。
　事務局のM’s 構造設計が、建材流通
事業者からブランド化グループ公募の
相談を受け、共同でグループを立ち上
げた。結成にあたっては、まず建材流
通事業者とプレカット事業者に声をか
け、それから工務店等を集めた。理由は、
建材流通事業者とプレカット事業者は
業界のハブ的存在であり、メンバーに情
報を発信し、メンバーから情報を吸い
上げる役割を果たすことができるからだ。
このうち10 社が理事となり、事務局と
ルールづくりなどを行った。現在、事務
局だけでなく、理事も工務店等からの
相談窓口としての機能を果たしている。

構造面のルールをしっかりとして
他のルールはゆるく

　建物のルールは、耐震等級２以上
を確保し、柱、梁、基礎は許容応力

度計算で安全性を確保すること、省エ
ネ等 級４とし、地 盤 調査実 施 後、地
盤解析を行う等、建物の強さ、省エネ
性能に関するものをしっかりとした（許
容応力度計算等が未経験工務店に対
しては、グループ内の設計事務所がサ
ポート）。
　一方、そのほかの建物の仕様に関す
るルールは、工務店が自社の特色を生
かし、実力を自由に発揮できるようにと、
細かくは設定していない。ルール等でメ
ンバーを縛りつけすぎるようなことはし
ていないのである。
　実際、生き残るには自社の特色を出
していかなければならないと考えている
メンバー工務店は、縛りがない分、自社
の特色が出せるので、望ましいと話して
いる。そして、構造の面などのルールが
しっかりしていて、構造的に難易度の高

品質の信頼性向上のため、
グルーフ内で現場検査員を養成

ネイティブハウス
新潟地域型住宅協議会

グループ代表
佐藤実氏

グループ事務局
鈴木淳氏

グループメンバー
佐藤高志氏

DATA

新潟地域型住宅協議会
◦ グループ代表者／
 佐藤実（株式会社Ｍ’ｓ構造設計）
◦ グループ事務局／Ｍ’ｓ構造設計
◦ 結成／平成 24 年３月
◦ 対象地域／新潟県
◦ 地域材／新潟県産材、合法木材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

設計事務所

工務店

建材流通
事業者

木材関連
事業者

完成物件

講習会
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い思い切ったプランを描いても、それを
事務局でチェックしてもらえるので、以
前より個性的な家がつくれるようになっ
たという。
　木材使用については、24 年度は主要
構造材の過半に県産材の越後杉を使用
することとしたが、生産量が少ないうえ、
林野庁の木材利用ポイント事業などに
よって需要が高まり、一時的に流通が
滞ったこともあり、25年度は合法木材
を使用するようにした。

より品質を向上させるための
現場検査員資格制度

　同グループでは、ルール通りにつくら
れているかどうかの住宅性能評価の現
場検査を義務付けている。24 年度は外
部の第三者機関に委託していたが、25
年度からはグループ内の第三者が行うこ
ととし、さらに、現在はグループで現場
検査員を育成して、検査マニュアルを作
成し、講習を受けたメンバーに現場検
査員のグループ内の資格を与えるように
している。
　検査員は、設計事務所のメンバーを
対象に募集し、研修、現場講習を経て、
独り立ちする。現在、十数人が資格に
挑戦しているという。それまでは事務局
が検査をしている。
　この制度を確立することによって、「ネ
イティブハウス」の品質が一層向上する
と、事務局では考えている。

施主を呼んでの研修会

　グループの特徴として、スキルアップ
のためのパネルディスカッションや研修
会などを頻繁に行っている点があげら
れる。平均月Ⅰ回開いていて、30人前後
が集まる。
　26 年２月には、ブランド化事業で家
を建てたいと思い、長期優良住宅未
経験工務店に頼んで実際に建てた施
主を研 修会に招いた。一 般ユーザー
もブランド化事業について知っていて、
そのメリットを十分感じていることをこ
の研 修で知り、それが長期優良住宅

に取り組むきっかけになった工務店も
ある。
　本グループで、ブランド化事業で初め
て長期優良住宅に挑戦した工務店は４
社で、こうした長期優良住宅未経験の
工務店に対して、事務局がその会社ま
で出向き、「この事業の目的は何か、長
期優良住宅とは」という説明をし、必
要なら一般ユーザーのところに一緒に
行って説明もしている。事務局が手間
を惜しまない努力をしている。
　今後の課題としては、グループの営業
面が弱いので、その方面の研修などに
力を入れていく予定である。

完成物件完成物件 建築中の物件

完成物件

共通ルール・特徴

水平荷重、鉛直荷重が
速やかに地面に流れる
設計

雪と地震に耐える家

主 要 構 造材の過半に
地域材を使用

地域材を
使用した家

断熱、気密、空調、換
気を関連付けた設計

光熱費の少ない家

新潟の文化を継承する
建材の使用（任意）

新潟の景観を
継承する家

ネイティブハウス
・耐震等級２以上の確保
・省エネ等級４
・地盤調査実施後、地盤解析を行う



28

HYOGO
兵庫県
●地域協議会名称

兵庫県木造住宅生産体制強化推進協議会
●協議会事務局
公益財団法人兵庫県住宅建築総合センター

近畿地区

構成メンバーは
兵庫県を含め10団体で構成

　兵庫県木造住宅生産体制強化推進協
議会は、一般社団法人兵庫県建設業協
会、兵庫県建設労働組合連合会、兵庫
県建築工事業組合連合会、公益社団法
人兵庫県建築士会、一般社団法人兵庫
県建築士事務所協会、公益財団法人兵
庫県住宅建築総合センター、一般社団
法人兵庫県宅地建物取引業協会、兵庫
県木材業協同組合連合会、ひょうご木
材利用ポイント推進協議会、兵庫県の
10団体で構成されている。
　住宅分野での地球環境問題への関心
が高まる中、環境への負荷を軽減する
とともに、長期にわたって利用可能な住
宅ストックの形成と維持管理が求められ
ている。
　このような状況に対応するため、木
造住宅における木材の供給から住宅の
設計・施工、流通までの生産体制の強
化や、省エネ施工技術の向上を図るこ

採択グループ数　12

●グループ

京阪神地域
木造高耐震住宅
京阪神木造住宅
協議会

グループを紹介した小冊子

●グループ

ひょうご新民家優良
住宅～ちょうの家～

ＮＰＯ法人
ひょうご新民家21

●グループ

兵庫県産材スギ活用
の家“ＳＵＭＩＫＡ”
はりまｅ家ネット



29

兵庫県

とを目的に、平成24年9月に同協議会
が設立された。

採択グループによる
報告などの研修会を開催

　主な活動は、住宅省エネルギー技術
講習会の兵庫県での開催、木造住宅生
産体制に関する実態把握調査、加えて、
啓発事業として地域型住宅ブランド化
事業や木材利用ポイント事業のＰＲ活
動等である。
　ブランド化グループに対するバック
アップとしては、平成25年３月、26年３
月に地域型住宅ブランド化事業研修会
を開催した（年１回のペースで実施）。
　25年の内容は、「はりま風土木の家
プロジェクト」、「ひょうごＫＪＳ連合会」、
「『兵庫の家』推進協議会」など24年
度に採択された12グループ中８グルー
プが参加し、それぞれのグループの特
徴、取り組み、展望などを報告し、そ
の後、「これからの木材利用と木造住
宅の魅力」（講師・安藤直人東京大学
大学院特任教授）と題した講演会が行

われた。
　26年は、「丹波篠山に優良住宅を創
る会」、「和らぎの家・兵庫推進協議会」
など25年度に採択されたグループの
中から11グループが報告、前年度から
取り組んでいるグループは前年度の課
題とそれに対してどう取り組んだかな
どについて話した。その後の講演会
の演題は「住宅の省エネルギーの展
望」（講師・坂本雄三独立行政法人建
築研究所理事長・東京大学名誉教授）
だった。
　この研修会は、単なる研修でなく、
各グループ３~４人程度の参加を求め
（木材関係、施工関係などバランスよく
参加してもらうのが協議会事務局の意
向）、相互の顔合わせ、情報交換の場と
しての意味もある。
　参加グループからの反応は、「お互い
にどのようなことをやっているのか知る
ことができてよかった」と上々である。
　このほか、中小の住宅生産者を対象
とした、県が主催する長期優良住宅セ
ミナーにも参加し、この中でブランド
化事業の説明、ブランド化グループの

取り組みなどを紹介し、事業の啓発に
努めている。
　これも年１回の開催で100人ほどが参
加するという。

グループの活動を紹介した
小冊子を制作

　さらに、26年２月には、「平成25年
度地域型住宅ブランド化事業」という
小冊子を制作した。ブランド化事業の
内容の説明に続いて、25年度に採択さ
れた12グループの特徴や家づくりのルー
ル、使用木材などを写真入りで紹介し
たものである。
　部数は3,200部。各グループに200部
ずつ配布し（他は関連団体などに配布）、
グループはそれを自分のグルーブのＰＲ
活動などに活用できる。
　以上が、兵庫県木造住宅生産体制強
化推進協議会のブランド化事業に関す
るこれまでの主な取り組みだが、今後
の課題は、同協議会と各ブランド化グ
ループとの連携をより密にしていくこと
である。

安藤直人東京大学大学院特任教授による講演の様子小冊子の中身
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会を催してきた。
　そして、24年３月にブランド化事業へ
の参加を決定。会員以外の工務店にも声
をかけたところ(約800通の案内を配信）、
ブランド化事業への参加を希望した工務
店、42社が集まり、この工務店を中心に
グループを結成した（25年度はグループ
のメンバー数114社のうち工務店は81社
と倍増。地域では兵庫県が最も多い）。

建設地の気候に合わせた
自立循環型住宅

　木材と建物仕様に関する共通ルール
は、24年度から変更した部分がある。
木材は当初主要構造材の100％を国産
材としたが、スギの構造材の場合、強
度不足を補う必要があり、一方、ヒノ
キは供給が間に合わない状況にあった。
これらを踏まえて、25年度は主要構造
材の50％以上を国産材（スギ、ヒノキ）
のＪＡＳ材を使用することとした。また、
隅柱は４寸材とした。
　建物仕様に関しては、24年度は地震
への備えとして制震システムダンパーの
採用と許容応力度計算による耐震等級
３の確保、環境への配慮としてＣＡＳＢ
ＥＥ評価でランクＡの取得をルールにし
ていた。
　しかし、ダンパーはコスト増につなが
り、耐震性に関しては許容応力度計算
で確保できると判断。さらに、長期優
良住宅にすれば、ＣＡＳＢＥＥのＡランク
はクリアしていることが確認されたため、
25年度は、ダンパーとＣＡＳＢＥＥはルー
ルからはずし、メンバーにとってより取
り組みやすい形とした（許容応力度計算
による耐震等級は、狭小地など等級３

が困難な場合を考慮し、２以上と変更）。
　25年度のルールの変更点として、こ
のほか自然エネルギーを活用する自立
循環型住宅の基準の一部を取り入れた。
建設地の気象情報をピンポイントで把
握して、自立循環型設計に生かす設計
方法を導入した。
　そのほか、第三者機関による地盤調
査、ＪＢＮ維持管理計画書の提出、住
宅履歴情報の蓄積などが共通ルールと
なっている。

施主をプレカット工場に案内

　現場見学会や完成見学会はグループの
ホームページで告知し、随時実施してい
る。24年度は工務店向けだったが、25
年度は一般ユーザー向けも行っている。
　グループおよび「京阪神地域木造高耐
震住宅」のユーザー向けＰＲは、この見
学会のほか、オリジナルパンフレットを
作成し、メンバーはこれを活用している。
　また、施主に対して工務店がプレカッ
ト工場を案内することも行っている。自
分の家の木材が加工される様子を見学
し、柱材に施主がサインし、後に柱とし
て実際に使われていることを現場で確
認してもらう試みである。
　プレカット工場にとっては、施主が見

自然エネルギーを活用する
自立循環型設計を取り入れた耐震住宅

京阪神地域木造高耐震住宅
京阪神木造住宅協議会

グループ事務局
中村和生氏

グループ事務局
伊丹富雄氏

プレカット事業者が工務店を結集

　京阪神を中心に活動しているプレカッ
ト事業者が、地域工務店の長期優良住
宅への取り組みをサポートするために、
平成22年、ＪＢＮの指導のもとに創設
したのが京阪神木造住宅協議会である。
このとき72社の工務店が集った。以降、
24年春までに「長期優良住宅先導モデ
ル事業完成見学会」、「営業マンを持た
ずして集客する方法」など11回の研修

DATA

京阪神木造住宅協議会
◦	グループ代表者／
	 日置尚文（日置建設株式会社）
◦	グループ事務局／
	 株式会社ナカムラ
◦	結成／平成22年３月
◦	対象地域／関西全域（兵庫、大阪、
京都、滋賀、奈良、和歌山）

◦	地域材／兵庫県産材、合法木材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

設計事務所

木材関連
事業者 工務店

建材流通
事業者
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学に来るスケジュールに合わせて加工を
行う必要があるなど面倒な面もあるが、
施主へのサービス、グループの認知度
アップのために、事務局では工務店に、
積極的に実施することを勧めている。

工務店同士がオープンになり、
レベルアップ

　年４回、研修会を実施し、その後懇
親会を催すなど、メンバー同士の交流
も盛んになっている。これにより、知ら
ない分野の内容を勉強したり、知らな
いことがあることに気付いたりするとい
うメンバーも多い。
　また、以前は工務店同士の互いの情
報をシャットアウトする傾向があったが、
ブランド化事業に取り組んでから、自社
のモデルハウスを他の工務店にオープン
にするようになっているため、互いの刺
激となり、設計や施工技術のレベルアッ
プにつながっている。

設計事務所と連携を強化し、
デザイン力をアップ

　工務店の長期優良住宅への取り組み
をサポートするためにできたグループだ
が、現在では、メンバーの工務店のほ
とんどが長期優良住宅を経験するよう
になった。
　そのため、次のステップへ進む取り組
みを始めている。今後は特にデザインを
追求することが大切と、設計事務所と工
務店との連携を密にして、デザイン面と
技術面の強化を進めているのである。
　勉強会・セミナーなどの案内を、メン
バーになっていない設計事務所にも流

すようにしているのがその一例で、セミ
ナーの参加者の４割が設計事務所とい
う場合もある。そのようなときに、「京
阪神木造住宅協議会」のメンバーにな
りませんかと勧誘を行ったりしている。
設計事務所にとっても、メンバーになる
ことで情報収集力がアップするというメ

リットがある。
　このような形で設計事務所との連携
を深め、施主の要望によって、工務店
がデザインやクオリティの面で設計事務
所の助けを借りたいとき、相談できる環
境ができていれば、工務店の競争力アッ
プにつながると、事務局では考えている。

住宅実例

共通ルール・特徴

・	許容応力度計算
・	耐震等級２以上

耐震性能

・住宅履歴情報システム

住まいを守る

・	建築地の気候・風土を
把握し、立地条件と住
まい方に応じて極力自
然エネルギーを活用

自立循環型住宅

・維持管理計画

長く住まえる

京阪神地域木造高耐震住宅

主要構造材の50％以上を国産材のＪＡＳ認定材を使用

セミナー

国産材見学会 パンフレット
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業のスタートを機に、自社施工・監理を
行っている６社の工務店（後に１社加わ
り、現在７社）が、それぞれの工務店
の取り引き先の木材関連事業者、建材
流通事業者などに声をかけ、ブランド化
グループを結成した。
　グループの目的は、兵庫県産材を使
うこと、長期優良住宅に取り組むこと、
地球温暖化防止に寄与することの三つ
で、７社の工務店のうち６社が長期優良
住宅経験者である。

省エネに関する５つの選択項目

　兵庫県産材を使うルールづくりに向
けて、製材工場を視察したり、メンバー
となる製材事業者、プレカット事業者、
建材流通事業者と意見交換を行ったり
した。そして、県産材の性質（ヤング係
数が低い等）をふまえ、ルールを決め
ていった。
　具体的には、主要構造材のすべてに
地域材（兵庫県産材、国内外の合法木
材）を使用し、管柱は必ず兵庫県産材
にすること。垂木、間柱、野縁等の端

柄材には兵庫県産
スギＫＤ（人工乾燥）
材を１戸あたり２㎥
以上使うこととした。
　24年度は、この
ほか、東北の復興
に貢献する目的で、
岩手にある工場の
構造用合板を剛床に使うことにしていた
が、東北での需要の増加によって供給
が不安定となったため、25年度は、こ
のルールを必須から奨励項目に変えた。
　建物の共通ルールでは、耐震等級３、
省エネ等級４をクリア、全外部開口に
Low-E遮熱・断熱ペアガラスを使用す
ることなどがある。
　また、省エネに関する以下の①～⑤
の選択項目を設けている。①太陽光発
電の設置（3.0ｋｗ以上）、②雨水タンク
の設置（150ℓ以上）、③太陽熱温水器
の設置（200ℓ以上）、④全室ＬＥＤ照明
の採用、⑤通風・創風最適設計サポー
トの利用で、この中から１つ以上採用す
ることとなっている。
　24年度は８棟手がけ、そのうち３棟

それぞれの特徴を生かした家づくりで
メンバー工務店同士のエリア競合を回避

兵庫県産材スギ活用の家“ＳＵＭＩＫＡ”
はりまｅ家ネット

ブランド化事業が一般ユーザー
を引き付けるいい機会に

　「はりまｅ家ネット」は、兵庫県姫路
市を拠点として活動している工務店が中
心となり結成されたグループである。彼
らにとってブランド化事業への参加は、
大手ハウスメーカーと対抗する上で、質
の高い家をつくることで一般ユーザーを
引き付けるいい機会となった。
　平成22年に10社で「姫路優良住宅
協議会」をつくり、家づくりに関する情
報交換を行っていたが、ブランド化事

グループ代表
石原弘一氏

DATA

はりまｅ家ネット
◦	グループ代表者／石原弘一
	 （コーラルハウジング株式会社）
◦	グループ事務局／
	 コーラルハウジング株式会社
◦	結成／平成24年５月
◦	対象地域／兵庫県
◦	地域材／兵庫県産材、合法木材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

設計事務所 木材関連
事業者

建材流通
事業者工務店

完成物件
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兵庫県産材スギ活用の家“ＳＵＭＩＫＡ”
はりまｅ家ネット

が雨水タンク、２棟が太陽光発電、２棟
が通風・創風最適設計サポート、１棟が
全室ＬＥＤ照明だった。25年度はＬＥＤ
が安くなっている関係で、この採用が
多い傾向にあり、また、太陽光発電の
採用も多い。

詳細見積書を施主に提示

　メンバーは、「大手ハウスメーカーに
負けないためには信頼性を高めること
が必要」と、グループ結成前から考え
ていた。そのため、大手ハウスメーカー
ではできない詳細見積書の施主への提
示を義務付けている。一式見積もりと
いう形ではなく、どういう材料をどれだ
け使っているかということを、建具一つ、
サッシ一つまで提示するようにしている。
その書式は統一されていないが、項目
については事務局がチェックしている。
　そのほか、住宅履歴情報機関に登録
し、住宅履歴情報の蓄積の義務化、定
期点検記録を残すことなどを共通ルー
ルとしている。また、地場産業の推進と
して、淡路瓦の活用を推奨していて、こ
れを使うと、兵庫県が行う低金利の木
造住宅ローンの融資限度額が200万円
アップすることを施主に説明したり、展
示会で瓦のサンプルを展示したりして、
ＰＲに努めている。

工務店同士の競合はなし

　メンバーはこれらのルールを守れば、
自社の特徴を生かした家づくりを行える。
メンバー工務店がある地域は、姫路市、
加古郡、たつの市と限られたエリアだ
が、それぞれが自社の個性を発揮した
長期優良住宅づくりをしているので競合
することはない。
　たとえば、性能重視のところ、塗り壁
が得意なところ、大工の手刻みでつくる
和風建築をセールスポイントにしている
ところ、また、土地情報に強く、そのニー
ズに応えるところから入る工務店もある。
施主それぞれのニーズにマッチした工務
店が対応することにより、メンバー工務店
同士が競合することはないということだ。

　これから工務店が新しくメンバーに加
わる際は、そのような特徴もしくは地域
で競合しない点なども判断基準になる
という。

ホームページやパンフレットでＰＲ

　一般ユーザーに対するグループのＰ
Ｒ手段の一つとして、ホームページがあ
る。そこでは見学会などの案内やメン
バー工務店の紹介などを行っている。ま
た、グループのパンフレットも作成して
いる。これはパワーポイントのデータで
も配り、自社物件の写真データなどを
入れて自由にアレンジし、印刷すること

により、早く簡単に自社パンフレットが
できる。看板もあり、１枚は無料で、２
枚以降は5,000円でメンバーに配布する。
　このほか、「ひめじ商工会議所報」に
グループの紹介を載せたり（無料）、メン
バーが独自に地元の住宅情報誌に自社
の物件の紹介を載せたり（有料）、建材
流通事業者主催の展示会にグループとし
て参加して地元ケーブルテレビの取材を
受けたりしている。このように、いろい
ろな形でＰＲを行い、グループブランド
の浸透に努めている。

共通ルール・特徴

・	耐震等級３、省エネ等級４
・	全外部開口にLow-E遮
熱・断熱ペアガラス使用

・	チェックシートに基づく
現場監理

・	地盤保証
・	詳細見積書の提示
・	住宅履歴情報の蓄積

共通ルール
・	太陽光発電の設置
	（3.0ｋｗ以上）
・	雨水タンクの設置
	（150ℓ以上）
・	太陽熱温水器の設置
	（200ℓ以上）
・	全室LED照明採用
・	通風・創風最適設計サ
ポートの使用

省エネに関する選択項目

兵庫県産材スギ活用の家“SUMIKA”
兵庫県産材を積極的に使った長期優良住宅

説明会・意見交換会 ケーブルテレビの取材

HP	TOP

完成物件
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「お客様打ち合わせコード100」や軸組み構造
イラスト図で施主の理解度・納得度をアップ

ひょうご新民家優良住宅～ちょうの家～
ＮＰＯ法人ひょうご新民家21

な取り組みをしてきた。
　この組織をもとに、従来のメンバーに
加え、新たなメンバーを募り、ブランド
化事業に参加（以前からのメンバーであ
る、兵庫県立大学、島根大学、明石工
業高等専門学校の研究室もブランド化
事業に名を連ね、研修会や啓発冊子の
内容の指導などを行う）。検討会を開い
て、ルールなどを決めていった。
　ブランド名である「ちょうの家」の「ちょ
う」は、環境のシンボルとしての蝶と長
期優良住宅に長く住むという意味が込
められている。

「お客様打ち合わせコード100」

　木材の共通ルールは、地域材を主要
構造材に50％以上、二次材と合わせて
60％以上使用すること、通し柱は４寸
角以上としている。
　地域材は兵庫県産材を優先的に使用
するが、周辺の奈良県産材、三重県産
材、広島県産材も可である。24年度は
兵庫県産材のみだったが、他の地域に
比べコスト高になる面があり、変更する
に至った。
　建物の共通ルールでは、耐震等級２
以上、地盤調査の実施、住宅履歴情
報の蓄積などのほか、「地域型住宅ちょ
うの家	お客様打ち合わせコード100」
の活用がある。商談の段階からメンテ
ナンスまで100項目を施主、工務店双
方で確認し、両者がサインして捺印し
たものを事務局に提出する。また、設
計図や見積もりに対する施主の理解度・
納得度を高めるため、軸組みのイラス
ト図も施主に提出することを義務付け
ている。

「兵庫県環境配慮型住宅」の
義務付け

　24年度は、生垣の設置など、兵庫県
の「県民まちなみ緑化事業」を推奨し
ていたが、25年度はこれに代わり、「兵
庫県環境配慮型住宅」を義務付けた。
これは、１―①温熱環境に関すること（省
エネ等級３以上）、１―②高効率設備機
器（太陽熱温水器など）、２―①空気環
境に関すること（シックハウス対策住宅）、
２―②構造の安定に関すること（耐震等
級２以上）、３―①太陽エネルギーの利
用（太陽光発電設備）、３―②環境共生
に関すること（グラスパーキング等の十
分な緑化、雨水の有効利用など）の３
区分６項目があり、区分ごとに１項目以
上選択することにしている。実績として
は、３―②のグラスパーキングや雨水の
有効利用が多く採用されている。

活発なディスカッションがある
現場研修

　現場研修は、断熱材が入った段階で
施工現場に３社10人くらいを集め開催す
る。どういうコンセプトで家をつくってい
るかなど、施工工務店の担当者が図面を母体は21世紀の兵庫の民家と

県産材の促進のためのグループ

　「NPO法人ひょうご新民家21」は、工
務店などが集まり、21世紀の兵庫県の
民家と県産材の促進をテーマにした勉
強会として、平成15年にスタートした。
翌年ＮＰＯ法人となり、県産材でつくっ
た住宅の見学会、親子による山の体験
ツアー、住宅の省エネ診断・省エネ啓
発冊子の作成、植林体験などさまざま

DATA

NPO法人ひょうご新民家21
◦	グループ代表者／大海一雄
	 （NPO法人ひょうご新民家21）
◦	グループ事務局／
	 NPO法人ひょうご新民家21
◦	結成／平成15年11月
◦	対象地域／兵庫県
◦	地域材／兵庫県産材、奈良県産
材、三重県産材、広島県産材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

建材流通
事業者

工務店

木材関連
事業者

設計
事務所

植林体験
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兵庫県

解説し、その後施工責任者や大工が個
別に説明して質疑応答を行っている。
　座学とは違い、少人数で、しかも現
場とあって、参加者は活発にディスカッ
ションを展開する。この現場研修は年３
回以上実施している。
　このほか、座学も多く行っており、メ
ンバーである兵庫県立大学、明石工業
高等専門学校の指導のもとで、設計と
省エネをテーマとした勉強会を開いた。

啓発冊子の作成

　一般ユーザーに対するＰＲも熱心で、
24年10月の例は、「兵庫県産木材で建
てる長期優良住宅」、「省エネルギー住
宅の基礎を知って賢く建てよう！」、「ちょ
うの家：木の家暮らし丸ごと体験」の
テーマでイベントを実施している（神戸、
明石、姫路、豊岡で）。大きなイベントは、
24年、25年10月にメンバーの製材工
場内で「衣食住	暮らしづくり丸ごと体
験会」を催し、断熱施工実演、子供サ
イズ住宅棟上げ体験などを行い、24年
は300人以上が、25年は約250人が
参加している。
　ほかに、自社の物件の構造見学会な
どを工務店それぞれが行って、「ちょう
の家」の浸透に努めている。
　このようなイベントに使うのぼりも用
意、また、イベント情報はグループのホー
ムページに随時掲載している。
　さらに、25年度には「ちょうの家」の
特徴を盛り込んだ「“ちょうの家”物語」
という啓発冊子を作成した。年に３回
程度だが、グループの取り組みを紹介す
るニュースレターも事務局でつくり、ホー

ムページを通してメンバーおよび一般
ユーザーに配布している。

メンバーの自信につながった事業

　事務局は、ブランド化事業への参加メ
リットを三つあげる。一つは、補助金が
出るのでユーザーへのアピール度が高い
点、次が研修や勉強会でレベルの高い
工務店の情報が得られる点、もう一つが、
自分たちでルールをつくり、それを実際

に行うことで自信につながる点である。
　メンバー工務店は、自然素材にこだ
わっているところ、省エネに軸足を置い
ているところなど、それぞれ個性を持っ
ているので、メンバー同士が競合するこ
とはあまりない。
　今後は、ブランド化事業という国の
補助事業をきっかけに「ちょうの家」と
いうブランドができたのを契機に、地元
ブランドとして育てていきたいと、事務
局では考えている。

相談風景

工場見学

イベント風景

共通ルール・特徴

・	耐震等級２以上
・地盤調査の実施
・住宅履歴情報の蓄積
・	「お客様打ち合わせコー
ド100」の活用
・軸組み構造イラスト図
の提示

共通ルール

・	温熱環境に関すること
・高効率設備機器
・空気環境に関すること
・構造の安定に関すること
・太陽エネルギーの利用
・環境共生に関すること

選択ルール
（兵庫県環境配慮型住宅）

ＮＰＯ法人ひょうご新民家21

啓発冊子 イベントの案内
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OKAYAMA
岡山県
●地域協議会名称

岡山県木造住宅生産体制強化推進協議会
●協議会事務局
一般社団法人岡山県建築士会

中国地区

岡山県が
オブザーバーとして参加

　岡山県木造住宅生産体制強化推進協
議会の構成団体は次の団体である。
　一般社団法人岡山県建築士会、岡山
県建設労働組合、一般社団法人岡山県
建築士事務所協会、一般社団法人岡山
県木材組合連合会、岡山県森林組合連
合会、一般社団法人岡山県住宅宅地供
給協会、一般社団法人岡山県宅地建物
取引業協会、一般社団法人岡山県不動
産協会、プレハブ建築岡山地区連絡協
議会、岡山県建築住宅センター株式会
社、日本ＥＲＩ株式会社岡山支店、ハウ
スプラス中国住宅保証株式会社岡山支
店、株式会社西日本住宅評価センター
岡山支店。
　このほか、オブザーバーとして、岡山
県土木部都市局建築指導課、同住宅課、
農林水産部林政課が参加している。

採択グループ数　10

講演会チラシ

●グループ

晴れの国・
岡山の家

ＨＯＴネットＩ・Ｅ（家）
の会

●グループ

はれのくに
岡山安心住宅
岡山やさしい
家つくり倶楽部
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岡山県

地域における
住宅省エネ推進体制の
整備・強化のために

　活動の目的は、国土交通省の住宅
省エネ推進体制強化政策に基づいて、
岡山県内の新築住宅の省エネ適合率
を、平成32年までに100％にすること
であり、そのために、地域の木造住宅
生産を担う中小工務店の断熱施工技
術を向上させるなど、地域における住
宅省エネ推進体制の整備・強化に取
り組んでいる。
　具体的には、住宅省エネ技術などの
講習会の周知及び実施、修了者に対
する修了証の発行・管理、施工技術者、
消費者などへの省エネ関連情報の発信・
相談対応などが主な活動だが、地域の
木造住宅生産体制の強化も大切な仕事
の一つで、その一環として、ブランド化
事業の支援がある。

今後の役割に注目

　ブランド化事業では、24年度に９グ
ループ、25年度に10グループが県内
で採択されたが、目下のところ、各グ
ループが自主的・積極的にブランド化
事業に取り組んでいる。そのため、地
域協議会としては、グループからの問
い合わせがあれば、個別に対応する
段階で、グループ全体に対して、なん
らかの形で協力・支援するということ
は行っていない。
　ただ、同協議会の事務局を務める岡
山県建築士会が、グループの依頼で個
別に講習会などを行うケースはある。
　また、建築士会では、たとえば、平
成26年２月に国宝の旧閑谷学校講堂
を借り、「竹原義二建築講演会」を主
催するなど、県内の建築関係者の啓
発活動に尽力しており、ブランド化グ

ループのメンバーにとっても、プラスに
なっている。
　今後、同協議会事務局では、何らか
のいい形でブランド化グループ全体を
バックアップし、ブランド化事業を進め
ていく方針だ。
　同協議会が岡山県のブランド化事業
においてどのような役割を果たしていく
のか、これからが注目される。

協議会会議

協議会事務局
中島勤四郎氏

協議会会議
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地域住宅産業の活性化、
需要の創造のために

　長期優良住宅、省エネ住宅などの普
及を目指し、地域住宅産業の活性化に
関心のある、岡山県内の工務店と建材
流通事業者の有志が集まって勉強会を
始めたのが平成23年12月。翌年の1月
には設計事務所も交え、岡山の気候風
土に合った地域型住宅の具体像につい
て協議を始めた。そんな折、ブランド化
事業の情報が入り、これに参加すること
にし、考えを共有できる仲間を再度募
ると同時に、主要メンバーで共通ルー
ル等を協議。５月に「岡山やさしい家つ
くりの倶楽部」を設立した。
　いちばんの目的は、地域住宅産業の
活性化、需要の創造である。

オプションについて
施主への説明を義務化

　木材の共通ルールについては、主要
構造材の過半以上に地域材を使い、そ
れ以外はすべて合法木材を使うことを
条件とし、県産乾燥材の利用促進のた

めに補助金を交付され
る岡山県の「おかやま
の木で家づくり推進事
業」の基準に準じてい

る（地域材の含水率25％以下等）。
　他の共通ルールは、液状化現象が
懸念される地域が多いため、特に干拓
地域での地盤調査、地盤改良を行うこ
と、太陽光発電システムが設置できる
よう荷重計算された屋根構造とすること、
現場写真管理システムを活用して、現
場の「見える化」を図ること、住宅履歴
サービスの蓄積と第三者による定期点
検サービスを行うこと、廃業等により維
持管理が不可能になったときの対応策
として、１棟あたり１万円の積み立てを
行うことなどがある。
　また、環境負荷低減のための雨水
タンクの設置と、地場産業の積極的活
用を図るペレットストーブの設置をオプ
ションルールとし、これを施主に推奨
することを義務付けている。設置する
かどうかは施主の希望によるが、メン
バーには説明責任があり、「説明を受
けました」という確認書を、施主が捺

グループのバックアップのもと、
長期優良住宅未経験工務店が積極的に挑戦

はれのくに岡山安心住宅
岡山やさしい家つくり倶楽部

完成物件

DATA

岡山やさしい家つくり倶楽部
◦	グループ代表者／
	 城市一成（株式会社木の城いちばん）
◦	グループ事務局／
	 株式会社浅野材木店
◦	結成／平成24年５月
◦	対象地域／岡山県
◦	地域材／岡山県産材、合法木材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

グループメンバー
髙角太氏

グループメンバー
田中憲幸氏

設計事務所 木材関連
事業者

建材流通
事業者

工務店

リフォーム講習会 リフォーム講習会
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岡山県

印の上、事務局に提出することになっ
ている。

長期優良住宅に
積極的な工務店が増加

　グループ内研修や勉強会は、ブラン
ド化事業申請、省エネ施工、ゼロエネ
等の国の施策の研修、説明会などを
行っている。ただ、現在のところ、参加
者が一部メンバーにとどまっている傾向
がある。
　それでも、成果は表れている。長期
優良住宅、ブランド化事業について、知っ
てはいるが、ノウハウがないといったブ
ランド化事業に消極的だった工務店が、
グループに入り、研修を受け、「これな
らできそうだ」と前向きになり、実際に
長期優良住宅を手がけるケースが出て
きている。
　このように、長期優良住宅に積極的
に取り組んでいこうとする工務店が増え
たことが、グループ化の成果として第一
にあげられる。24年度では、申請４棟
のうち１社が、25年度では、申請21棟
のうち６社が長期優良住宅に初挑戦し
ている。
　初めてのメンバーに対しては、事務局
が設計時点から、後述する設計部会の
メンバーを紹介し、メンバー相互が協力
して取り組めるようにしている。その成
果が上記の数字となって表れているので
ある。
　また、メンバー相互の情報交換も密
になってきているのも、ブランド化事業
でグループをつくったメリットである。
　さらに、一般ユーザーの地域の工務
店に対する信頼度アップも、メリット
としてあげられると事務局では話して
いる。

設計価格の統一化等の
設計部会の成果

　一般ユーザーに対しては、24年度申請
の物件は、構造見学会もしくは完成見学
会を行い、認知を図っている。25年度
につながる展示会の効果があったという

メンバーの工務店もいて、ブランド化事
業、「はれのくに岡山安心住宅」の認知
度を高めるＰＲ効果は出てきている。
　ただ、のぼりなどの販促ツールはグ
ループとしてはまだできておらず、メン
バーからの要望の声もあり、これらは事
務局の今後の課題である。
　もう一つの課題は、当初計画した各
部会についてで、設計部会、住宅生産
技術研究部会、長期維持管理部会、消
費者接点研究部会を設ける計画であっ
たが、実際に活動しているのは設計部
会のみというのが現状である。
　設計部会は、メンバーの設計事務所
のうち４社が中心となって、グループ内
の設計価格の統一化を実現し、また、
メンバーの受注活動の支援も行ってい
る。長期優良住宅が初めての工務店の

バックアップに関しても、工務店と設計
事務所との連携を推進する上で、同部
会が大きな役割を果たしている。
　さらに、ブランド化事業終了後のグ
ループの存続問題がある。これについ
ては、ＪＢＮや全国住宅産業地域活性
化協議会との連携を強化して、情報提
供やサポートの面でメンバーに対するグ
ループの存在価値を高めていくことが重
要だと、事務局では考えている。

共通ルール・特徴

液状化現象が懸念される地域が
多いため、特に干拓地域での地
盤調査、地盤改良をしっかり行う

液状化対策

現場写真管理システム等
を活用して、現場の「見
える化」を図る

現場の「見える化」

廃業等により維持管理が不可能
になったときの対応策として、１棟
あたり10,000円の積み立てを行う

維持管理

はれのくに岡山安心住宅

現場見学会

雨水タンクとペレットス
トーブをオプションとする

任意のルール

太陽光発電システムが設置できるよ
うに荷重計算された屋根構造とする

太陽光発電システム
住宅履歴サービスの蓄積と第三者
による定期点検サービスを行う

住宅履歴サービス

現場見学会

現場写真
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地域住宅産業の
活性化のためのグループ

　「ＨＯＴネットＩ・Ｅ（家）の会」は、
一般社団法人全国住宅産業地域活性
化協議会（住活協）の「地域の会」として、
「地域の住宅産業にかかわるさまざまな
担い手の参加のもと、地域住宅産業の
活性化と地域住文化の継承、発展に貢
献すること」を目的に平成24年４月に
設立された（１７６社、うち施工事業者
が１０３社）。
　設立前からブランド化事業への参加
を視野に入れて活動し、ブランド化のた
めの委員会を開き、メンバーから参加
確認のアンケートを取ったり、共通ルー
ルを定めたりし、24年度は第２回募集
で採択された。
　このときブランド化事業に参加したの
は55社で、うち27社が施工事業者だっ
た（25年度は54社中、施工事業者24社）。
　この間、「大手住宅メーカーからシェ
アを取り戻す方法」と題したセミナーを
主催したり、住活協の「長期優良住宅
設計講習会」、「地域型ブランド化事業
についての研修会」に参加している。

原木供給等の現場を調査し、
ルールを決定

　木材の共通ルールを決めるにあたっ
て、実際に原木供給や製材事業者に足
を運び調査し、柱・土台は、岡山県産
材の供給能力は十分にあるが、横架材
に関してはコスト的にも、供給の面でも
県産材にするのはむずかしいと判断し、
柱・土台には県産材を、梁・桁には合
法木材の乾燥材を100％使用することと
した。
　また、24年度は、主要構造材以外の
部材および仕上材にも県産材を２㎥以
上使用するとしていたが、具体的にどの
部材かを特定していなかったため、25
年度は、主要構造材以外の部材として
大引・間柱に県産材を100％使用するこ
とに変更した。

太陽光発電と
通風・日射シミュレーション

　建物の共通ルールでは、太陽光発電
の設置と、通風・日射シミュレーション
の実施を義務付けた。
　太陽光発電は、岡山の気候が、雨や
雪が少なく、温暖で、日照時間が長く、
晴れの日が多いという点を考慮し、それ
に適したものとして取り入れた。

太陽光発電を共通ルールとして義務付け、
実績を残す

晴れの国・岡山の家
ＨＯＴネットＩ・Ｅ（家）の会

DATA

ＨＯＴネットＩ・Ｅ（家）の会
◦	グループ代表者／
	 森下雅人（株式会社北屋建設）
◦	グループ事務局／
	 株式会社マルティックス山陽
◦	結成／平成24年４月
◦	対象地域／岡山県
◦	地域材／岡山県産材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

見学会チラシ 採光のシミュレーション見学会チラシ

設計事務所 木材関連
事業者

建材流通
事業者

工務店
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岡山県

　コスト高になるが、太陽光発電のよさ
を説明すれば、納得してもらえる。むし
ろ一般ユーザーの注目度は高く、「これ
から間違いなく増えていく」とグループ
代表はとらえている。また、太陽光発
電の設備に関しては、メーカーの協力も
得られ、グループに対して特別価格で
提供してもらえている。
　通風・日射シミュレーションは、採光・
通風を良好にし、自然エネルギーをうま
く利用して、夏涼しく、冬暖かい住宅に
するためのものである。
　シミュレーションを行う際、どのよう
なソフトを使うかはメンバーに一任し、
最終的なチェックをすべて事務局で行っ
ている。
　このほか、地場産業の活用として、畳
表（イグサ）の活用、地元の工場でつく
られている和紙の畳表を使った畳の活
用を施主に提案している（グループに岡
山県産和紙畳表の製造会社が２社入っ
ている）。和紙の畳表は、従来よりも薄
い、12ミリほどの畳がつくれる。

多彩な研修会、セミナー

　研修会等は、長期優良住宅をテーマ
としたセミナー、ブランド化事業共通
ルールの研修、ブランド化住宅進捗・
現場見学会実施についての協議会、認
定低炭素住宅セミナー、住宅省エネル
ギー施工技術者講習会など、事務局が
中心となり、随時実施している。
　一方、一般ユーザーに対するグループ
の認知度アップに対しては、メンバーが
それぞれ独自に取り組んでいる現状だ
が、24年12月にはグループのホームペー
ジができ、今後はこれも活用していく。

　グループをつくったメリット
としては、異業種を含め、横
のつながりができ、情報交換
がしやすくなったというのがメ
ンバーの声である。

36区画を分譲する
注目のプロジェクトが
進行中

　現在、岡山の地場工務店が数社集ま
り、注目すべき取り組みをしていて、「Ｈ
ＯＴネットＩ・Ｅ（家）の会」のメンバー
がその一翼を担っている。同グループの
メンバーを含む工務店が結集し、岡山
市内に土地を購入、36区画を分譲する
計画を進めているのである。
　条件は、岡山に本社がある工務店で
あること、分譲住宅やローコスト住宅を
専門とした工務店でないこと、一定の規
模を持つ工務店であることで、16社が
集まった。

　長期優良住宅のブランド化事業の延
長線上にあるプロジェクトで、建物のルー
ルは、木造で、地域型ブランド化住宅、
あるいはゼロエネ住宅を目指し、それぞ
れの工務店が特色を出し、あそこに行
けば、岡山の代表的な工務店の家はす
べて見られるようにしたいと考えている。
　建設等はこれからだが、ハウスメー
カーに対抗し、「岡山の木造住宅を推進
する一つの起爆剤になれば」と、この
プロジェクトの中心となっているグルー
プ代表は話している。

共通ルール・特徴

・	太陽光発電を設置し
た住宅
・通風・日射シミュレー
ション

自然エネルギーを
活用した取り組み

・	地盤調査報告書・地
盤改良工事報告書

・	現場施工・写真管理シ
ステム

安全性・信頼性
への取り組み

晴れの国・岡山の家

柱・土台・大引・間柱に岡山県産材を100％使用
梁・桁には合法木材を100％使用

研修会

グループ事務局
井上隆志氏

グループ代表
森下雅人氏

住活協講習会

セミナーチラシ
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KOCHI
高知県
●地域協議会名称

こうち健康・省エネ住宅推進協議会
●協議会事務局
一般社団法人高知県中小建築業協会

四国地区

高知県における
長寿社会の実現と
地域の活性化のために

　「こうち健康・省エネ住宅推進協議会」
は、ＮＰＯ法人「シックハウスを考える
会」が発展して成立した一般社団法人
健康・省エネ住宅を推進する国民会議
の呼びかけに、林業県として高知県が
応じ、平成23年６月に結成された。健
康と居住環境との関連性を調査、研究
するとともに、それぞれの分野の専門
家がお互いに知見を学んだ上で、高知
県民への普及、啓発を行い、あわせて、
「こうち健康・省エネ住宅」の生産体制
を確立することによって、高知県におけ
る長寿社会の実現と地域の活性化に資
することを目的としている。
　参加団体は、高知大学医学部、社会
福祉法人高知県社会福祉協議会、一般
社団法人高知県木材協会、高知県森林
組合連合会、社団法人高知県建築士会、
一般社団法人高知県建築士事務所協会、

採択グループ数　3

パンフレット

●グループ

ひめ・さぬき・
とさ・あわの家
ゆにっと四国
優良木造住宅
推進協議会
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高知県

社団法人高知県建築設計監理協会、社
団法人高知県設備設計事務所協会、一
般社団法人高知県中小建築業協会、社
団法人高知県設備協会、高知県工業技
術センター、高知県森林技術センター、
高知工科大学、高知県建具協同組合で
ある。
　活動内容は調査研究が中心で、平成
23年には「こうち健康・省エネ住宅設計
指針」を作成、このほか、「健康で省エ
ネな暮らしづくりのすすめ・元気で長生
きできて省エネな家の作り方読本」と
いう一般向けのパンフレットも作成して
いる。

イベントやセミナーで
ブランド化事業の啓発活動を

　ブランド化事業への取り組みとして
は啓発活動が中心で、「高知・もくもく
ランド」という、１万人以上の一般の方
が集まる、高知県木造普及推進協会と
高知県の主催で毎年開催されている木

造住宅フェアに、「こうち健康・省エネ
住宅推進協議会」として参加し、ブラ
ンド化事業の内容を詳しく説明、アピー
ルしている。
　ブランド化事業自体が国の事業で、
また、高知県という行政のイベントでも
あることで、一般ユーザーには安心感を
もって受け止められている。
　このほか、同協議会では、健康セミ

ナーなど、一般ユーザー向けのセミナー
を年４回くらい実施する。一方、工務店
や建築士に対しても月１回の勉強会、研
修会などを実施しており、これらの場で、
ブランド化事業についての啓発活動を
積極的に行っている。
　これからも、このような形でいろいろ
な場を利用し、ブランド化事業の理解、
普及に努めていく予定である。

イベント風景委員会

イベント風景

研修
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ループである。
　対象地域は四国全域で、メンバーも
四国四県の事業者。工務店だけでも
245社もある大規模なグループだ。本
部を高知に置き、各県に事務局がある。
高知県はブランド化グループ数が少ない
が、県内の多くの工務店がこのグループ
に参加していることが関係している。
　地域が広域のため、事務局同士で
テレビ会議を行ったり、高知で勉強会
があったら、参加した各県の代表者が、
各県に戻り同じ勉強会を開いたりして、
連携・情報伝達を密にしている。

基本ルールは２コースから選ぶ

　ブランド化事業に参加するにあたっ
ては、四国10カ所で意見交換会を開き、
共通ルールづくりを行っていった。
　共通ルールづくりは、「長寿・省エネ・
人材育成・地域産業活性化・南海地震
への備え」を念頭に行った。具体的には、
耐震等級３、地域材を構造材80％以上
かつ延床面積１㎡あたり0.14㎥以上使用、
さらに地域産業貢献のため、１棟あたり
２枚以上の地域建具製作事業所による
木製建具もしくは地域産木材による製

作家具（５万円以上）の採用としている。
　木材の共通ルールは、24年度は構
造材70％以上かつ延床面積１㎡あたり
0.12㎥以上使用だったので、25年度は
利用率を高めたことになる。また、地域
産業貢献のためのルールは25年度に新
しく加えたものである。
　さらに、24年度は自立循環型住宅
（25％エネルギー削減の家）も必須ルー
ルとしていたが、25年度は自立循環型
住宅（30％エネルギー削減の家）と低炭
素建築物認定制度基準同等の選択制と
し、自立循環型住宅プラス諸ルールをＡ
コース、低炭素建築物プラス諸ルールを
Ｂコースとして、どちらかを選ぶこととした。
　また、地域協議会が実施する省エネ
技術者講習会を修了した者による設計・
施工義務、低炭素建築物認定制度（住
宅）１次エネルギー・外皮熱性能基準
講習会の受講（設計・施工者）などを
25年度は必須条件として追加した。

地域の特性に対応するための
28項目の+αルール

　このほか、28項目の+αルールを設
けている。対象が四国全域なので、地

四国全域をカバーし、
地域特性に合わせた選択ルールを用意

ひめ・さぬき・とさ・あわの家
ゆにっと四国優良木造住宅推進協議会

広域なのでテレビ会議
などで連携を

　「ゆにっと四国優良木造住宅推進協議
会」は、一般社団法人全国中小建築工
事業団体連合会と一般社団法人ＪＢＮ
の四国会員が中心となって、四国産木
材の活用、四国に密着した優良木造住
宅供給にかかわる技術・技能の向上な
どを目的に、川上から川下までの事業
者を集めて、平成23年12月にできたグ

DATA

ゆにっと四国優良木造住宅
推進協議会
◦	グループ代表者／立道和男
	 （一般社団法人高知県中小建築業協会）
◦	グループ事務局／
	 一般社団法人高知県中小建築業協会
◦	結成／平成23年12月
◦	対象地域／四国全域
◦	地域材／四国の木（愛媛・香川・高知・
徳島県産材）

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

展示会

建材流通
事業者

木材関連
事業者

工務店

設計
事務所

研修会

技術講習
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高知県

ひめ・さぬき・とさ・あわの家
ゆにっと四国優良木造住宅推進協議会

域に合わせた家づくりに配慮した項目が
中心となっていて、24年度は各県が５
項目ずつ提案し、「塩害予防」、「雨水利
用タンクの設置」、「省エネ等級４」など
20項目だったが、25年度は「ローン対
策」、「大工手加工躯体により建設され
る住宅」など８項目を加え、28項目とし
た（この項目は次年度さらに増える見込
み）。これらは施主に選んでもらう。施
主自身が選ぶことによって、施主の満足
度も高くなる。
　Ａコースを選んだ場合、+αルールか
ら６つを、Ｂコースを選んだ場合、+α
ルールから３つを選ばなければならない。
ただし、長期優良住宅未経験工務店に
対しては、ハードルを少し下げ、Ａコー
スの場合は３つ、Ｂコースの場合は１つ
選択すればよいとしている。
　未経験工務店に対しては、グループ
の設計事務所などが必要に応じて設計
を支援していて（有償）、24年度は15社
が、25年度は11社がブランド化事業に
挑戦しており、中には２棟挑戦した工務
店もある。
　「温暖地版仕様書」など、統一した仕
様書、計算書をグループでつくり、それ
に従い行うようになっていることも、未
経験工務店の挑戦のしやすさにつな
がっている。グループの勉強会・講習会
も未経験工務店のレベルアップに役立っ
ている。

地元テレビ局で
テレビコマーシャルも

　一般ユーザーへのＰＲとして、地元テ
レビ局でコマーシャルを行っている。25
年まではラジオも利用した。テレビの費
用は一口いくらで募り、テロップで工務
店名も流れるようにしてある。イベント
などは新聞広告で告知している。高知
県の木造住宅フェアなど大きなイベント
にも参加し、そのようなときに使うグルー
プののぼりも用意してある。
　ホームページもあり、構造見学会・完
成見学会の情報などを掲載しているが、
こちらは一般ユーザーというよりも、グ
ループ内の工務店が見て、参加するケー

スが多い。
　ブランド化事業へ参加したメリットは、
「大きなグループによる協働感による安
心」、「通常交わりのない同業者との情報
交換」、「木材の流れを意識するようになっ
た」、「ルールを勉強することにより営業
力がアップした」などのメンバーの声が
事務局に入っている。また、ある県で木
材の調達に困っているという場合、グルー
プ内の他の県の木材関連事業者と連絡
をとって、供給の都合をつけるということ
も実際に行われていて、このような連携
もグループ化のメリットとなっている。
　今後の問題として、一般ユーザーの長

期優良住宅に対する認知度が低い点だ
と事務局は考えている。補助金に頼ら
ず良質な住宅を供給しつづけるグループ
となるには、この認知度を高めていくこ
とが大切だと、その魅力を詳しく伝える
などして、認知度のアップに努力している。

共通ルール・特徴

ひめ・さぬき・とさ・あわの家
長寿・省エネ・人材育成・地域産業保護・南海地震に備える

完成物件

グループ事務局
濱﨑聡氏

グループ代表
立道和男氏

塩害予防、雨水利用タンクの設置、大工手加工躯体に
より建設される住宅など28項目より選択

+αルール

完成物件

・	耐震等級３の家
・	地域材を構造材に80％以上使用かつ延床面積
１㎡あたり0.14㎥以上使用

・	１棟あたり２枚以上の地域建具製作事業所に
よる製作建具もしくは地域産木材による製作
家具（５万円以上）を使用

Ａコース

自立循環型の家 低炭素建築物認定
制度基準同等の家

Ｂコース

+
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MIYAZAKI
宮崎県
●地域協議会名称

宮崎県木造住宅生産体制強化推進協議会
●協議会事務局
一般社団法人宮崎県建築業協会

九州地区

７団体で発足、
県の木材振興課も協力

　宮崎県木造住宅生産体制強化推進協
議会は、国土交通省が実施する住宅市
場技術基盤強化推進事業によって実施
する宮崎県における住宅省エネ化推進
をはじめとする木造住宅生産体制の強
化を図ることを目的に、平成24年に発
足した。
　会員は、一般社団法人宮崎県建築
業協会、一般社団法人宮崎県建築士会、
一般社団法人宮崎県建築士事務所協会、
一般社団法人宮崎県建築協会、一般社
団法人宮崎県設備設計事務所協会、宮
崎県木材協同組合連合会、一般社団法
人宮崎県サッシ協会の７団体で、事務局
は宮崎県建築業協会が務める。
　協議会は、宮崎県の木材振興課が各
団体に声をかけるなど、リードし、発足
した。

採択グループ数　7

24年発行のパンフレット

●グループ

「ひむかの家」
地域型住宅
「ひむかの家」
協議会

●グループ

みなみのいえ
相棒倶楽部
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宮崎県

ブランド化グループを紹介する
パンフレットを毎年発行

　ブランド化事業に関する地域協議会
の取り組みとしては、パンフレットなど
の印刷物の制作、説明会の開催が中心
的なものとなっている。
　印刷物は、初年度には地域型ブラン
ド化住宅の特徴、省エネ住宅のメリッ
トなどをわかりやすく説明するとともに、
ブランド化事業に取り組む６グループを
紹介したパンフレットをつくり、各グルー
プに配布し、各グループでは営業活動
などに活用した。
　これをより充実させ、26年３月につくっ
たのが「宮崎県地域型ブランド住宅の取
組」で、各グループの取り組み、特徴を
前年度よりも詳しく紹介している。
　説明会は、ブランド化事業、長期優
良住宅申請の流れ・税制のことなど、テー

マを各回設定して実施した。
　また、工務店などに、地域材利用の
認識を高め、木を育てる大切さを知っ
てもらおうと、全グループに声をかける
などして、25年からボランティアの植林
も行っていて、好評である。

今後の課題は
認知度と営業力のアップ

　ブランド化事業について、協議会では、
宮崎の気候・風土
に合った家づくりに
より、地域産業で
ある工務店が活性
化することは望まし
いと考えている。
　これを根付かせ
るには、一つひと
つのグループのブ

ランドが確立できることが大切であり、
それには、一般ユーザーに向けて、グ
ループとそのブランドの存在をもっと
知ってもらうこと、営業力を高めるこ
とが必要だと考えている。
　そのためには、各グループが連携し
てイベント等を行うことも必要と考え
ているが、今後、ブランドの認知とグ
ループの営業力アップのために、いか
に協議会が支援していくかが課題と
なっている。

説明会

協議会事務局
西田増美氏

植林活動

26年発行のパンフレット
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る都城市を拠点にしており、また、霧
島市など鹿児島県の工務店も参加して
いるため、事業の対象地域には宮崎
県だけでなく、鹿児島県東部も入って
いる。

降灰対策で雨樋に工夫

　共通ルールは事務局が中心になり考
え、メンバーの承認を得るという形で構
築した。最も配慮した点は、グループの
ブランド「みなみのいえ」としての特徴
を出しつつ、デザイン等でメンバーの個
性が発揮できるものにすることであった。
　ブランドの特徴を出すには、この地域
の気候風土に合うルールづ
くりが大切で、その一つが
降灰の対策である。「相棒
倶楽部」の活動エリアとな
る九州南部には桜島と新
燃岳があり、降灰対策は
必須だ。そのため、事務
局では桜島まで足を運んで
地域調査を行っている。
　その結果、雨樋を他の
地域と同様にすると、た
まった灰を除くため縦樋
を切断しなければならなく
なるので、その対策が必
要と考えた。
　そこで、桜島、新燃岳
の噴火口から50㎞圏内は、
雨樋を排水升に直結しな
いで、縦樋下部をジャバラ
にし、脱着できるようにし
て、降灰処理を容易にす
る処置を講じることを共通
ルールとした。

日射量と台風対策

　日射量が豊富であることと、台風銀
座であることも地域の特徴で、前者に
対しては、１ｍ以上の庇を設けるか、Ｌ
ｏｗ-Ｅガラスを採用するか、どちらか
を標準仕様とし、後者に対しては、台
風の横風による雨水の侵入を防ぐため
に、雨水侵入防止建材（特定のメーカー
の、コストが比較的安く済む製品を使
用）を使うこととしている。
　ちなみに、庇を１ｍ以上にするという
のはなかなかむずかしく、Ｌｏｗ-Ｅガラ
スの採用が多いという。
　このほか、床下地をネダレス仕様とし、

火山灰、多い日射量、台風の対策に
配慮した仕様の家

みなみのいえ
相棒倶楽部

鹿児島県東部も対象とした
グループ構成

　平成23年、地域の工務店があっての
木材流通事業者との考え方により、共
存共栄を目指した工務店支援のための
組織づくりを開始した。当初は、３年後
の組織化を目論んでいたが、平成24年
にブランド化事業が開始され、これを
機にメンバーを募集して一気に立ち上げ
られたのが「相棒倶楽部」である。
　メンバーの多くが鹿児島県に隣接す

DATA

相棒倶楽部
◦	グループ代表者／
	 持永宏一（持永木材株式会社）
◦	グループ事務局／
　持永木材株式会社
◦	結成／平成24年４月
◦	対象地域／宮崎県、鹿児島県東部
◦	地域材／宮崎県産材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

工務店 設計事務所

木材関連
事業者

構造見学会

構造見学会
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宮崎県

構造用合板24㎜以上を採用すること、
地盤調査の実施、完全保証制度の加入、
住宅履歴情報「いえカルテ」の加入など
も義務付けられている。

主要構造材の80％以上に
地域材を使用

　宮崎県はスギの生産が日本一の県で
地元の木材を十分に使える環境にある
ため、木材の共通ルールは、柱、梁、桁、
土台の主要構造材の80％以上に合法木
材と認定された宮崎県産材を使用し（実
績としては、100％使用を実現）、幅寸
法は４寸角以上としている。
　また、含水率20％未満の人工乾燥材
を使うと決めている。
　以上のルールを守り、かつ長期優良住
宅仕様に適合すれは、あとは各工務店の
特色を自由に出した家づくりができる。

フェイス・トゥー・フェイスで
効果的な情報伝達を

　ブランド化事業への参加により、メン
バーにはどのようなプラス面があったか、
事務局は２つあげている。
　１つは、補助が出るので、長期優良
住宅に取り組みやすくなったという点で
ある。
　もう１つは、小規模の工務店にはなか
なか入らない情報が届くようになった点
で、この情報は、研修会（総会とセット
で研修会を行っていて、スマートハウス、
ゼロエネ、認定低炭素などテーマを変
えて実施）を通して伝えられている。
　レポートのようなツールよりも、研修
会などの場で、フェイス・トゥー・フェイ

スで行ったほうが、より有効に
情報を伝えられる。

今後の課題はＰＲ活動

　このほか、研修としては構造
見学会を義務付けていて、写真
を撮影して事務局に報告するこ
とになっている。また、事務局
で行っている「森の見学会」へ
の参加も促している。
　この見学会は、工務店だけでなく、
一般ユーザーも対象にしていて、森と
製材加工現場などを見学する企画だが、
実施の実績はまだなく、これからとのこ
とである。
　また、長期優良住宅未経験工務店に
対する支援としては、施工現場での研

修会を実施している。
　グループのパンフレットなどはまだな
く、「相棒倶楽部」独自のホームページ
もない。完成見学会などのときにチラシ
を配る程度となっているのが現状で、グ
ループおよび ｢みなみのいえ｣ の一般
ユーザーへのＰＲ・浸透の努力が、同グ
ループの今後の課題といえる。

研修会

共通ルール・特徴

桜島、新燃岳の噴火
口から50㎞圏内は雨
樋を排水升に直結し
ないで、縦樋下部を
ジャバラ脱着などにし
て、降灰処理を容易
にする処置を講じる

火山灰対策

◦	下地をネダレス仕様とし、構造用合板24㎜以上を採用する
◦	地盤調査の実施
◦	完全保証制度の加入
◦	住宅履歴情報「いえカルテ」

１ｍ以上の庇を設けるか、Ｌ
ｏｗ-Ｅガラスを採用するか、
どちらかを標準仕様とする

日射対策

みなみのいえ
火山灰、多い日射量、台風の対策に配慮した仕様の家

グループ事務局
待木和博氏

グループ事務局
仮屋一憲氏

雨水侵入防止建材を使用する

台風対策

研修会

研修会
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母体は宮崎県建築業協会

　宮崎県内の小規模な住宅事業者200
数社が参加する一般社団法人宮崎県建
築業協会の中で、一般社団法人ＪＢＮに
加盟するメンバーが中心となり、「地域
型住宅『ひむかの家』協議会」は、ブ
ランド化事業に参加するため、新たに加
わったメンバーも含め、82社で平成24
年３月結成された（24年度は後に２社
加わり、25年度は71社）。共通ルール
は、結成前より10回以上の検討会を開
き、決定された。

主要構造材は
県産材100％使用が基本

　建物の共通ルールは、「みやざきの家」
仕様をベースにしている。
　「みやざきの家」は、阪神・淡路大震
災後に宮崎県がつくった、震度７に耐え、
かつ台風にも強い、宮崎県産材を使っ
た住宅仕様である。
　木材使用は、スギ素材生産日本一で、
供給が安定している県産材を柱、梁、桁、

土台などの主要構造材に100％使用する
（柱は４寸角以上、土台は県産のヒノキ）。
　24年度はこれで取り組んだが、梁間
を飛ばした場合、県産材では強度不足
になって、共通ルールの100％使用を満
たすことができず、ブランド化への申請
を取り下げるケースがあった。そのため、
25年度は、その場合だけ集成材（地域
材外）でも可と変更している。
　また、主要構造材は木材製材出荷時
に含水率の測定を行い、25％以下の木
材であることが証明されたものを使うと
している。
　さらに、湿気がこもりやすい押入れ内
も、温度調節に適している県産材のス
ギ板張りにするというルールもある。

切妻屋根と軒の出750㎜の家

　他のルールで特徴的なのは、屋根の
形状と軒の出で、台風、換気、断熱への
対応を想定して、それに適した切妻屋根
とし、屋根による遮熱、壁面の劣化を想
定して、軒の出を750㎜以上としている。
　また、ゆったりとした居住空間を確保

するため、基本モジュー
ルを950㎜以上としてい
る（「みやざきの家」で
は900㎜）。

宮崎の気候風土に合わせた
切妻屋根などの共通ルール

「ひむかの家」
地域型住宅「ひむかの家」協議会

DATA

地域型住宅「ひむかの家」協議会
◦	グループ代表者／
	 新町吉男（有限会社新町工務店）
◦	グループ事務局／
	 一般社団法人宮崎県建築業協会
◦	結成／平成24年３月
◦	対象地域／宮崎県
◦	地域材／宮崎県産材

●Ⅰ：原木供給 ●Ⅱ：製材・集成材製造・合板製造
●Ⅲ：建材（木材）流通 ●Ⅳ：プレカット加工
●Ⅴ：設計 ●Ⅵ：施工

グループ構成比

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

ⅥⅡ

Ⅴ

連携イメージ

設計事務所 木材関連
事業者

建材流通
事業者工務店

完成物件 看板

完成物件

グループ代表
新町吉男氏
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宮崎県

　メンテナンスに関しては、住宅履歴情
報の蓄積と指定期間の点検の実施など
を義務付けている。
　そして、以上のような共通ルールでつ
くられた場合、「ひむかの家」証明証を
発行することにしている。

現場見学会の参加者の
「丈夫そう」、「落ち着く」の声

　グループ各社は、この「ひむかの家」
を宮崎の一般ユーザーに浸透させるた
め、まず構造見学会や完成見学会を行っ
ている。28人が参加したある構造見学
会では、軸組を中心に説明し、建物を
見てもらったところ、「とても丈夫そうで、
使われている木材も太いと思いました」、
「木材がたくさん使われていて、落ち着
く気がしました」というような感想がよ
せられた。骨太な住宅に好感を持った
様子がうかがえる。
　このような現場見学会は、メンバーが
個別に告知し、実施しており、その際、「ひ
むかの家」のロゴが入った看板などを
活用し、ブランドの普及に努めている。

３社が長期優良住宅に初挑戦

　一般ユーザーに対する営業活動を行
う場合は、「国の補助事業で補助金が出
て、長期優良住宅という性能の高い住
宅がつくれます」という形でアプローチ
するメンバーが多いという。
　補助金ありきのセールストークだが、
それでも、長期優良住宅が増えること
が大切と事務局では考えている。
　実際、建てた施主は、先の見学会の
参加者のように、家の質のよさに満足す
るという。特に骨太の架構を見て、安心
するとのことである。補助金の魅力が先
にあっても、長期優良住宅のよさを理
解してもらえているようだ。
　ＪＢＮ本部の支援を受けた「長期優良
住宅セミナー」を本協議会が開催したり、
長期優良住宅未経験工務店に対し、事
務局が個別対応することにより、これま
で３社の未経験工務店が長期優良住宅
を手がけるなどの成果が見られた。

より連携を密にしていく

　ただ、中には自社設計し、認定がと
れなかったという未経験工務店もあり、
課題もある。もう少しグループ内の連携
がとれていれば、このようなことはなかっ
たかもしれない。
　そこで、事務局は、座談会形式勉強
会を開くなど、メンバー相互の意見交換、

情報交換の場を設けて、連携を深めよ
うとしている。
　また、メンバーの中で廃業するケース
はこれまでなかったが、今後を考え、委
員会を設置し、廃業等に対する検討を
行う予定である。
　ほかにも、広報活動をより積極的に
展開することなども、今後の課題として
残っている。

共通ルール・特徴

主要構造材は県産材
100％使用が基本

県産材100％使用 切妻屋根

「ひむかの家」

研修会

研修会

柱は４寸角以上

主要構造材は木材製
材出荷時に含水率の測
定を行い、25％以下の
木材であることが証明
されたものを使う

含水率の測定
湿気がこもりやすい押入れ内は、温度調節
に適している県産材のスギ板張りにする

押入れ内の温度調節

軒の出750㎜

基本モジュール
950㎜以上

住宅履歴情報の蓄積と指定期間の点検の実施

住宅履歴情報の蓄積

「ひむかの家」証明証を発行

見学会



52

地域型住宅ブランド化事業（平成25年度）
採択グループ一覧

地域型住宅ブランド化事業・平成25年度採択グループ
No グループ名称 地域型住宅の名称

グループ代表者 グループ事務局担当者
グループ所在地（事務局）

氏名 所属 氏名 所属

1 とかちの木で家をつくる会 とかちの木の家 瀬上　晃彦 オムニス林産協同組合 小原　和弘 有限会社オバラ建商 北海道帯広市西十六条南 4-7-15

2 十勝２×４協会 「信頼・安心の絆 35 年」とかち2×4エ
コ住宅 赤坂　正 株式会社赤坂建設 小原　和弘 有限会社オバラ建商 北海道帯広市西十六条南 4-7-15

3 北海道ファース会 大地と住み継ぐ家 檜山　良秀 桧山建設綜業株式会社 村上　一人 株式会社福地建装 北海道北斗市中野通３２４番地

4 くしろ・ねむろ「木づな」の家協議会 くしろ・ねむろ「木づな」の家 長谷川　渉 株式会社長谷川建 築設
計事務所 石川　加太 丸善木材株式会社 北海道釧路郡釧路町桂 4丁目15 番地

5 北海道ブランドの優良住宅を考える会 北海道ブランド優良住宅 栃木　渡 株式会社北工房 梅木　大地 株式会社ニヘイ 北海道札幌市西区宮の沢１条１丁目１番
３０号

6 『木育』でつなげる北海道木造住宅の会 『木育』でつなげる北海道木造住宅 福島　敬 北スタイル株式会社 福島　敬 北スタイル株式会社 北海道石狩市花畔3 条1丁目257番地

7 住宅環境推進協議会北海道 北海道のトド松・カラ松住宅「森緑の家」橋本　和幸 株式会社橋本建設 中川　昌昭 株式会社クワザワ 北海道札幌市白石区中央 2 条 7 丁目1番
1号

8 道産材で造る家の会 道産材活用住宅 三津橋　央 三津橋産業株式会社 近岡　大志 三津橋産業株式会社札
幌支店 北海道石狩市花川東 2 条1丁目1番地

9 北海道ネオマリーダーズクラブ 北海道外断熱長期優良住宅 渡邉　正美 株式会社太平ホーム北海
道 佐野　誠次

旭化成 建 材 株式会社　
住宅断 熱 材営業部　札
幌営業所

北海道札幌市中央区北２条西１丁目１マ
ルイト札幌ビル３階

10 地域に根ざした北海道の工務店ネットワーク アー
ス 21 Save Energy & Long Life アース 21の家 菊澤　里志 株式会社キクザワ 橋本　政仁 有限会社住まいの相談

室はしもと 北海道北広島市西の里東 2 丁目3-6

11 道産子の樹づなの会 蝦夷の絆の家 川上　紳一郎 有 限 会 社 アーキッシュ
コーポレーション 川上　紳一郎 有 限 会 社 アーキッシュ

コーポレーション 北海道士別市中士別町四線東15 番地

12 特定非営利活動法人　北の民家の会 北の民家モデル 羽深　久夫 札幌市立大学 北島　詳三 武部建設株式会社 北海道岩見沢市五条東18 丁目31

13 地域工務店グループ　e-housing　函館 北海道の防災型長期優良住宅の拠点づ
くり 渋谷　旭 渋谷建設株式会社 小西　義人 株式会社小西工務店 北海道北斗市七重浜三丁目22 番15 号

14 北方型住宅北の木の家推進の会 道産材活用型「北方型住宅」 川村　純一 株式会社カワムラ 吉川　進 株式会社オークランド 北海道上川郡東川町西町 11丁目1-3

15 フロンティアspirits 北海道 N50° 渡辺　博俊 株 式会社わたなべ建 築
工房 渡辺　博俊 株 式会社わたなべ建 築

工房 北海道石狩郡当別町緑町 259-8

16 オホーツクの家づくり協議会 地域型長期優良住宅「オホーツクの家」 高橋　広明 株式会社高橋工務店 木村　弘行 株式会社ウッド・デコ設
計事務所 北海道常呂郡訓子府町栄町７８番地

17 北方型住宅 ECO 推進協議会 北方型木造長期優良住宅 川村　隆 株式会社カワムラ 野島　宏利 株式会社北海道住宅通
信社

北 海 道 札 幌 市 白 石 区 南 郷 通 6 丁目 北
5-15

18 北の四季彩 北の四季彩「連」 篠崎　廣和 シノザキ建築事務所株式
会社 斎藤　賢 株 式 会 社 ヤ マチコーポ

レーション
北 海 道 札 幌 市 中 央 区 北1条 西10 丁目
1-17

19 上十三地域優良住宅協議会 『暖かい kizuna 住宅』 起田　進 有限会社起田住建 大久保　敦 有限会社堀建材センター 青森県三沢市大字三沢字堀口17-124

20 有限責任事業組合『元気の出る e 住まい』 『e 住まいんぐ』青森型長期優良住宅シ
ステム 今井　公文 株式会社今井産業 今井　公人 株式会社今井産業 青森県平川市新館藤山16 番地1

21 青森県優良住宅協会 青森型優良住宅「未来 tunagu 家」 日野　高一 日野建ホーム株式会社 石郷岡　義長 株式会社石郷岡 青森県弘前市大字神田二丁目3 番地12

22 想家の会 「SŌYA」 小林　学 株式会社 Fractal 設 計事
務所 小林　学 株式会社 Fractal 設 計事

務所 青森県青森市緑 2-16-21

23 雪国地域型住宅研究会 雪国の家 斉藤　渉 青森県木材協同組合 石岡　嘉隆 株式会社赤石材木店 青森県青森市大字石江字江渡 37番地

24 青森県南部地域型住宅を考える会 青森県南部地域型住宅『地震と寒さに
強い家』 中野　武美 株式会社タケナカホーム 三浦　一浩 株式会社中村木材店 青森県八戸市大字美穂野13-246

25 地場工務店 二代目が集結【しんけん会】 十和田湖杉活用住宅 「Wa のいえ」 平内　健一 有限会社平内建築 浄法寺　将之 株式会社下久保建材店 青森県三沢市大字三沢字堀口 94-1339

26 津軽工務店会　地域資源循環型住宅供給グルー
プ 津軽　山の恵みの家 石田　幹男 有限会社石田建設 横山　岩男 株式会社吉田産業 青森県平川市日沼富田１９－７

27 優良住宅を考える会 合法木材で「安心の家」 山形　耕三 ヤマメイ株式会社 野坂　信行 ヤマメイ株式会社　上北
支店 青森県上北郡東北町字家の下 42

28 住宅を考える工務店の会 青森県産材合板で作る雪と寒さに強い
青森型長期優良住宅 平野　治彦 平野商事株式会社 平野　公彦 平野商事株式会社 青森県十和田市東三番町 3-41

29 いえもりの会北東北 活木活木（いきいき）住宅 女澤　克行 有限会社女澤工務店 太田　辰男 有限会社マルヒ製材 岩手県久慈市夏井町大崎第１５-1-1

30 驚異の職人集団シクーロ住宅研究会 寒い郷の快適住宅 小林　敏春 小林建設株式会社 平　正純 株式会社ブルケン東北　
軽米営業所 岩手県九戸郡軽米町大字軽米16-37-35

31 イワベニネクスト会 ｎｅｏｓ（ネオス） 玉山　星生 株式会社太子建設 綱取　克也 株式会社イワベニ 岩手県盛岡市青山一丁目１８－８
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32 北東北長期優良推進グループ 代々長持ち住宅 稗貫　正芳 有限会社システムテック 佐々木　清司 有限会社大清建設 岩手県紫波郡紫波町日詰西 2 丁目 -5-16

33 チェールアルコの家研究会 チェールアルコの家 照井　正樹 藤正建設株式会社 嶋　利幸 株式会社嶋勘商店 岩手県花巻市桜木町二丁目10 番1

34 北リアス・里山の木　家ネット 海、山を結ぶ・里山の木の家 村田　藤男 有限会社村田建業 黒沼　忠雄 黒沼建築設計事務所 岩手県久慈市新井田 4-21-2

35 南部棟梁の会 南部匠の暖かい家 中里　利男 中里建業 國久　善隆 合資会社長谷川金物店
　建材部

岩手県九戸郡軽米町大字軽米 3－66－
4

36 わが街大工の住まいるネットワーク 「イーハトーブ　森の恵み３ツ星ハウス」 伊藤　清一 伊藤建築 永沢　建一 永沢木材株式会社 岩手県一関市千厩町千厩字摩王１２－１

37 東北優良住宅研究会　岩手支部 いわて　自然とふれあい、家族の絆を
育む家 千葉　龍二郎 千葉建設株式会社 高橋　一博 株式会社北洲 岩手県北上市北鬼柳 33-70

38 北三陸　家づくり協議会 北三陸　四季香る家 和山　彰志 株式会社サンホームズ 中公　一雄 株式会社ヤマイチ 岩手県久慈市長内町第 21地割 50 番地1

39 倖棲の会 倖棲の家 田村　武 有限会社ホクブ・プラン
ニング 島守　千恵美 有限会社山井建設 岩手県岩手郡滝沢村滝沢字根堀坂５５９

番地５

40 東日本家づくりの会 あたたか幸せの家 渡邉　佳子 株式会社 SET サポート 長原　則子 株式会社 SET サポート 岩手県花巻市矢沢第10 地割1番地1

41 盛岡寒地住宅研究会 かんちのいえ 久保田　浩 有限会社久保田工務店 本村　英勝 株式会社ヤマイチ　盛岡
支店

岩手県紫波郡矢巾町流通センター南４丁
目１番６号

42 岩手住環境技術研究会 いわて住環エコハウス 立花　清久 株式会社タックホーム 立花　清久 株式会社タックホーム 岩手県盛岡市津志田西1-17-33

43 胆江地域型住宅づくり研究会 紺碧の家 小野寺　正英 有限会社 工務店おので
ら 佐藤　孝子 有限会社 工務店おので

ら
岩手県奥州市胆沢区若柳字甘草 203 番
地

44 北いわて 快適住まいづくりの会 快適北いわての家 田頭　純 株式会社デンドウ住宅 齊藤　敏正 株式会社菅文 岩手県二戸市堀野字長地７５番地４

45 仙南建築匠会 仙南匠の会 鈴木　隆 株式会社鈴久建設 髙橋　浩二 仙南べニヤ株式会社　リ
メイクアーキテクト

宮城 県 亘理 郡亘理 町逢 隈 田沢字 早川
６６番地の１

46 やすらぎの家普及促進ネットワーク 省エネ・健康住宅「やすらぎの家」 板橋　満 有限会社角栄ホーム 佐藤　克也 有限会社角栄ホーム 宮城県名取市手倉田字堰根 388-8

47 みやぎ家創りの会 わたし達かぞくの家 阿部　力 株式会社 produce・D 曽根　満夫 株式会社仙建 宮城県仙台市宮城野区扇町 5-9-12

48 宮城住創造研究会 宮城快適住宅 高橋　一夫 大 東 ハウジング株 式会
社 氏家　敏成 有限会社フォレスト21 宮城県宮城郡利府町青葉台2 丁目2-41

49 南東北地域型住宅ネットワーク 南東北 Re-Born の家 浅野　佳幸 株式会社ベンチャーデザ
イン 小林　雅博 株式会社ベンチャーデザ

イン 宮城県仙台市泉区加茂１丁目２８－２

50 新しい東北の暮らしを考える会 災害に強い健康エコ住宅 吉田　吉男 株式会社吉田工務店 中井　宏次 パナソニックリビング北
海道・東北株式会社 宮城県仙台市若林区卸町３－６－３

51 次世代の会 次世代へつなぐ家 菊池　修也 株式会社キクチ 菊池　修也 株式会社キクチ 宮城県多賀城市城南１丁目１５－６

52 森守の会 森守の家 大沼　毅彦 株式会社サカモト 加藤　博文 株式会社サカモト 宮 城 県 柴 田 郡 柴 田 町 船 岡 中 央1丁目
9-12

53 東北優良住宅研究会　宮城支部 みやぎ　自然とふれあい、家族の絆を
育む家 大竹　雅之 株 式会社 都 市リサーチ

設計 多田　健一 株式会社北洲 宮城県仙台市宮城野区扇町 5-3-20

54 みやぎ版ゼロエネ住宅推進ネットワーク みやぎ版ゼロエネ推進住宅 蜂谷　武夫 株式会社橘綜合住宅 原田　真由美 株式会社橘綜合住宅 宮城県仙台市青葉区栗生 5 丁目22 番2
号

55 みやぎの幸せの家 みやぎ地域型復興住宅 曽根　輝雄 株 式会社 カネソ曽根 建
業 庭野　冬樹 株式会社吉田産業仙台

支店 宮城県仙台市若林区卸町３-１-２１

56 東北家守りネットワーク 地域優良住宅「木継な（絆）の家」 花坂　功三郎 株 式会社花 坂ハウス工
業 花坂　雅之 株 式会社花 坂ハウス工

業 宮城県東松島市小野字中央 5 番地 5

57 北国のいい暮らしを創る会 3.11大震災から学んだ非常時に備えた
「家」 髙橋　勝行 株式会社ハウズサポート

宮城 橋本　一也 株式会社タカカツ 宮城県大崎市古川休塚字新西田 38-1

58 「みやぎ版住宅」タウンプロジェクト 「みやぎ版住宅」 木村　良男 株式会社ホーム建材店 宗田　雄二 株式会社ホーム建材店 宮城県仙台市宮城野区苦竹二丁目7-5

59 宮城の伊達な杉の家を創る会 宮城の伊達な杉の家 高橋　貞夫 株式会社山大 宍戸　広光 株 式 会 社 山 大　 ホーム
事業部 宮城県石巻市雲雀野町 1-7-1

60 「山からの家造り」を進める会 強く・暖かい家 須森　喜美子 フォースワンホールディ
ングス株式会社 山本　達夫 フォースワンホールディ

ングス株式会社
宮城 県仙 台市宮城 野 区福室字明 神西
２９－３

61 近くの木と職人でつくる家づくり みやぎ材・あきた材でつくる自然素材・
省エネの家 伊藤　博範 有限会社伊藤工設計 伊藤　美和子 有限会社伊藤工設計 宮城県宮城郡利府町加瀬字南浦 4

62 秋田北浦山林再生を考える会 秋田北浦杉の家 仲野谷　勝洋 有限会社仲野谷工務所 黒澤　昇 株式会社黒澤製材所 秋田県仙北市角館町水ノ目沢７９－１

63 大館ロングライフ・ハウス 大館ロングライフ・ハウス 石川　成 有限会社石川建築 小畑　卓 三浦木材株式会社 秋田県大館市上代野字上代野 5 番地1

64 秋田こだわり木の家協議会 秋田こだわり住宅 千葉　恒昭 株式会社寺沢工務店 池田　清 株式会社角繁 秋田県秋田市寺内字蛭根 85-38

65 『よこての森を育む家』普及推進協議会 県産材 100％住宅『よこての森を育む家』下タ村　正樹 三又建設株式会社 高荒　宏一 三又建設株式会社 秋田県横手市大沢字西野 25　三又建設
株式会社　横手本店

66 秋田杉匠の会 秋田スギの香る家 小坂　忠美 有限会社小坂工務店 根　知宏 秋田県建設技能組合連
合会 秋田県秋田市高陽青柳町１－４３

67 秋田地産地消の家づくり部会（山工会） 秋田地産地消の家 佐々木　峰生 株式会社佐々木建材店 髙橋　範夫 山二建設資材株式会社 秋田県秋田市御所野湯本三丁目１－５

68 いではの森林・家づくりの会 いではの森林の家 五十嵐　信之 有限会社桂建設 橘　裕之 立花産業株式会社 山形県酒田市北浜町４－７

69 山形雪国の家を創る会 山形雪国の家 川越　功 株式会社楽々ホーム 本間　清二 株式会社楽々ホーム 山形県山形市嶋北一丁目23-12

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属
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70 家づくりネットワークやまがた やまがたの家 木村　一義 株式会社シェルター 亀井　英朗 株式会社シェルター 山形県山形市松栄１丁目5-13

71 やまがたの家・未来研究プロジェクト やまがた蔵王エコプレミアの家 荒木　光廣 株式会社荒木建材店 奥野　歳幸 株式会社荒木建材店 山 形 県西 村 山 郡 河 北 町谷 地 字月山堂
605 番地

72 やまがたの木づかい優良住宅をつくる会 やまがたの木づかい優良住宅「木結（き
づな）の家」 黒田　修市 有限会社グッドライフ黒

田工務所 松田　卓也 株式会社スペースパーツ
山形

山形県寒河江市中央工業団地155 番地
の 6

73 山形県優良住宅協会 新山形優良住宅 加藤　信芝 株式会社加藤住建 安部　泰輔 協同組合山形木造住宅
プレカットシステム 山形県山形市表蔵王62 番地の1

74 置賜住まいのネットワーク やまがたあんしんの家 鈴木　國昭 株式会社米住建設 沖田　洋元 株式会社沖田木材産業 山形県南陽市二色根 472 番地の 4

75 さかた「すぎの子」会 酒田森林環境循環型住宅 大井　勝喜 株式会社大井工務店 加藤　桂 株式会社大井工務店 山形県酒田市みずほ1丁目21-11

76 会津家づくりの会 会津快適エコハウス 伊藤　博道 計画建設株式会社 吉川　忠秀 吉川建材産業株式会社 福島県会津若松市日新町 11-42

77 そら・住まいる・リターンズ そらの家 菅野　日出喜 菅野建設株式会社 鈴木　幸司 菅野建設株式会社 福島県福島市新町６番３３号

78 いわき家ナビ いわき家ナビ優良住宅 大平　宏之 株式会社正木屋材木店 大平　祐子 株式会社正木屋材木店 福島県いわき市常磐下船尾町古内１３３

79 復興住宅まもりすまいネットワーク 木と土の家 草野　坦 アキラ建設 小森　良一 株式会社小森工務店 福島県いわき市平下平窪字諸荷前 25-3

80 福島ジョイ・コス倶楽部 木が香る100 年長持ち住宅 森　春雄 有限会社森工務店 田中　聖輝 有限会社田中建 築 企画
室 福島県田村郡三春町字尼ケ谷21

81 「よすが」を創る会 ふくしま魁の家 木目沢　善喜 株式会社セキショウ建設 阿久津　則行 有限会社メディアサポー
ト

福島県郡山市台新1丁目32-2　ロイヤル
台新110

82 ＩＤ会 匠のすまい　いわき 鈴木　正一 有限会社鈴勝建設 志賀　なおみ 有限会社鈴勝建設 福島県いわき市小名浜字隼人102-6

83 あぶくま地方の家研究グループ ふくしまの人と材で創る「知恵と技の家」 増子　則雄 株式会社増子建築工業 増子　則満 株式会社増子建築工業 福島県郡山市富久山町福原字東内打５－
１

84 全木協福島県協会 ふるさと再生 200 年の家 和田　正光 株式会社エコ・ビレッジ 原　隆之 全木協福島県協会 福島県いわき市鹿島町下矢田字榎木内
5-1

85 社団法人　福島県建築士会　福島支部 ”うつくしま”ふくしまの家 阿部　良樹 社団法人福島県建 築士
会　福島支部 和田　聡史 社団法人福島県建 築士

会　福島支部
福島県福島市五老内町 2-10　アスカビ
ル1F

86 ふくしま家づくり研究会 ぬくもりの家 小松　吉昭 福島県郡山地区木材製
材協同組合 坂井　博高 光和建材株式会社 福島県郡山市日和田町字原１２－１

87 「子どもたちの未来を築く会」 「ずっと一緒に暮らせる家」 早川　英二 田村森林組合 岩田　幸雄 カネハナ住材株式会社 福島県いわき市小名浜岡小名字作前 7-1

88 みんなで「ふくしまの家」つくる会 みんなでつくる「木の家」 山田　俊嗣 株式会社はしもと住宅店 西野　善弘 トーモク株式会社 福島県郡山市喜久田町卸１－７８－１

89 元気なふくしま県「希望の家づくりの会」 元気なふくしま県「希望の家」 遠藤　良美 株式会社ウッディホ-ム 吉田　勝幸 トーモク株式会社 福島県白河市池下向山１－３

90 福島優良住宅建設協会 幸福の家 渡部　伸 株式会社悠二十一 吉田　司 郡山サッシセンター株式
会社 福島県郡山市香久池1-8-6

91 ふくしま森の遊学舎 ふくしまスケルトン& インフィルの家 樽川　美知男 樽川技建株式会社 佐東　義之 トーモク株式会社 福島県白河市池下向山1-3

92 ふくしま中央建設共同企業体 希望の家 大原　定雄 株式会社大原工務店 大原　昇 株式会社大原工務店 福島県郡山市安積町日出山 2‐21－1

93 ふくしま家づくりネットワーク ふくしまの家「きなり」 川崎　直竹 有限会社 川崎建築設計
事務所 菊地　進 有限会社菊地設計 福島県福島市宮代字一本松 91番地

94 ジャーブネットビルダー連合福島 地域活性住宅「我が家」 吉田　光徳 光建設株式会社 吉田　光徳 光建設株式会社 福島県本宮市本宮字戸崎 7-1

95 魔法の積み木　愛好会 復興支援！　丈夫で早い「２ｘ４パネル
工法の家」 大内　正年 郡山チップ工業株式会社 増田　勝敏 郡山チップ工業株式会社

　本宮工場 福島県本宮市稲沢字入高野６３－５

96 三春町住宅研究会 春陽のいえ 渡邉　正二 有限会社ワタショウ 佐久間　保一 結建築研究室 福島県田村郡三春町八島台七丁目5 番
13

97 福島復興再生住宅協会 福島復興再生の家 芳賀沼　養一 株式会社芳賀沼製作 滑田　崇志 株式会社はりゅうウッド
スタジオ

福島県南会 津 郡 南会 津 町針 生字 小 坂
38-1

98 FCM（有限責任事業組合　エフシーエム建築計画
総合研究所） CMという仕組みでつなぐ住宅づくり 三瓶　久仁雄 株式会社東日本マネジメ

ント 小野塚　浩基 株 式 会 社 センチュリー
ホーム 福島県郡山市安積 2-194

99 安達太良匠の会 家族と地域の再生を支える家 齋藤　守司 有限会社斉藤工匠店 齋藤　守司 有限会社斉藤工匠店 福島県二本松市針道字西ノ内１３９番地
１

100 きつつき会 〜本当の空〜「福幸の家」 柳沼　利保 有限会社柳沼工匠 坪井　道子 株式会社ツボイ 福島県郡山市富田町字諏訪西 50

101 住み継ぐ家づくりネットワークふくしま 福家 吉成　新一 有限会社吉成建築 坪井　道子 株式会社ツボイ 福島県郡山市富田町字諏訪西 50

102 ふくしま省エネ・健康住宅普及会 省エネ・健康住宅「ふくしまの家」 菅野　良二 株式会社カンノ住研 佐藤　克也 株式会社カンノ住研 福島県福島市町庭坂長林 23 番地

103 ふくしま再生提案実行集団「くらし塾」 ９尺３Ｄグリッドの家 藤田　光夫 藤田建設工業株式会社 高橋　幸吉 藤田建設工業株式会社 福島県東白川郡棚倉町大字棚倉字南町
20

104 茨城ねんりん会 茨城ねんりんの家 森　大輔 株式会社モリハウジング 本間　信明 有限会社本間工務店 茨城県つくばみらい市狸穴1386-9

105 八溝材で造る住宅研究会 地域材で造る「八溝の家」 石川　忠幸 株式会社棟匠 石川　栄一 株式会社林産 茨城県常陸大宮市宮の郷 2153-34

106 茨城・森から家Ｎｅｔ 常陸・結の家 小松﨑　一成 有限会社小松崎林業 佐藤　耕一 株式会社茨城 木材相互
市場 茨城県水戸市渋井町 50 番地

107 〜八溝山からつくる住み良い環境づくり〜「もっく
りん eco の会」 もっくりんの家 石川　徹也 もっくりん協同組合 菊池　桂子 もっくりん協同組合 茨城県常陸大宮市宮の郷 2153-32

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属
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地域型住宅ブランド化事業（平成 25 年度）採択グループ一覧

108 常陸国 Neighborhood 常陸国喜楽家 蔵持　勇 株式会社蔵持ハウジング 堀越　勝人 蔵 持ハウジング　 一 級
建築士事務所 茨城県牛久市中央 5-13-15

109 ミトモク緑のネットワーク 八溝材で造る『e－家』 鈴木　静児 鈴木材木店 山川　浩二 株式会社ミトモク 茨城県水戸市千波町１８８４番地

110 茨城県中小建築工事業協会 「いばらき木の家」 鈴木　政保 茨城県中小建 築工事業
協会 松崎　克明 茨城県中小建 築工事業

協会 茨城県水戸市千波町 1825-5

111 いばらきｎｏｄｏ住宅ラボ いばらきｎｏｄｏ住宅 石塚　信広 有限会社石塚工務店 磯貝　努 株式会社竹屋 茨城県龍ヶ崎市栄町4356

112 特定非営利活動法人　森と家を結ぶ会 とちぎ　やみぞ材の家 益子　重具 益子林業有限会社 益子　朗子 益子林業有限会社 栃木県那須郡那須町大字伊王野７２３番
地

113 栃木ねんりん会 栃木ねんりんの家 齋藤　頼夫 株 式 会 社 ウッドテック
ホーム 小幡　健一 株式会社小幡工務店 栃木県真岡市若旅１４３１

114 那須野が原　環境住まい創造会 那須野が原の自然と共に　次世代に継
承する家 鈴木　誠 田村建設株式会社 大野　友明 田村建設株式会社 栃木県那須塩原市上厚崎 435-6

115 ＳＩＰ下野いい家プロジェクト協議会 下野いい家 林　紀一郎 栃木県木材業協同組合
連合会 仲田 昭夫 宇都宮製材業協同組合 栃木県宇都宮市福岡町 1293 番地 6

116 やまの子・とち木の家協会 やまの子・とち木の家 堀　清彦 株式会社ネクステージ 木曽　伸枝 株式会社ネクステージ 栃木県宇都宮市江曽島 4-225-7

117 上州「恵の会」 上州「恵の家」 新井　政広 株式会社アライ 中沢　武司 株式会社木家新 群馬県高崎市飯塚町 1150

118 木住協「つながる家」実行委員会 ぐんま木住協の家「つながる家」 廣井　敬二 広井建設株式会社 工藤　智子 社団法 人群馬県木造住
宅産業協会 群馬県前橋市紅雲町 1丁目7番１２号

119 坂東務者グループ B and W house （バンドウハウス） 小林　節衛 ヨシダ産業株式会社 鈴木　庸弘 ヨシダ産業株式会社 群馬県伊勢崎市日乃出町 593-3

120 群馬エコロジー住宅研究会 利根川流域の木を使ったエコ住宅 藤川　匠 藤川建設株式会社 福島　丘泰 株式会社福島商店 群馬県渋川市金井４４３－３

121 群馬すてきな家づくりの会 ぐんまの家「優馬」 瀧澤　和也 株式会社瀧澤興業 伊藤　晃一 平方木材株式会社 群馬県前橋市天川大島町１２４８

122 上州　繭の家　推進グループ 上州　繭の家 星野　恒雄 株式会社ドリーム・ウッ
ディハウス 石井　正人 石井正人 建 築設 計事務

所
群馬県高崎市貝沢町 2430 番地１柊マン
ション102

123 上毛（かみつけ）の会 尾瀬の家 新井　博孝 株式会社新井建設 寺嶋　孝 寺嶋開発株式会社 群馬県吾妻郡東吾妻町大字岩井１０３６
－３

124 利根沼田若手職人の会 ウッドソムリエの家 真下　美貴夫 有限会社真下工務店 齋　綾司 株式会社関工務所 群馬県利根郡川場村大字谷地1950 番地

125 丸太組構法普及促進協議会 アゼクラ　-azekura- 松下　勝久 株 式 会 社フェニックス
ホーム 山本　陽介 株 式 会 社フェニックス

ホーム 埼玉県狭山市下奥富1382-2

126 さいたま家づくりネットワーク 彩の国あんしん住宅 千代岡　英一 株式会社榊住建　 星野　敏之 株式会社桝徳 埼玉県さいたま市大宮区堀の内町一丁目
697番地

127 埼玉環境共生住宅推進協議会 風家（ふうが） 大島　健次 大島設計・計画室 松本　泰典 株式会社松本材木店 埼玉県熊谷市石原 804-5

128 全木協埼玉県協会 匠が創る埼玉・木の家 大野　年司 大野建設株式会社 榎本　哲也 モック株式会社 埼玉県八潮市鶴ヶ曽根 864-1

129 林産地と都市の循環型社会を目指す紀州材の家づ
くりネットワーク 長期優良首都圏住宅：きのくに家（や） 榎本　長治 株式会社山長商店 遠藤　真一 モック株式会社 埼玉県八潮市鶴ケ曽根８６４－１

130 さわやか健康住宅の会 安心・快適・安らぎのある家 北野 幸治 株式会社エスケー住建 八鍬　一也 株式会社エスケー住建 埼玉県川口市芝新町４番１８号第一貢ビ
ル２Ｆ

131 武蔵住宅研究会 MUSASHI-ⅠBasicStyle/ 木 の 素 材 を 活
かした家 吉澤　文男 株式会社吉澤建設工業 吉田　宏之 柏屋商事株式会社 埼玉県飯能市芦苅場 358－5

132「武蔵の家」促進委員会 「武蔵の家」 篠原　東亜子 キダテ設 計事務 所株式
会社　木建ハウス 糸井　剛夫 キダテ設 計事務 所株式

会社　木建ハウス 埼玉県本庄市児玉町高柳 260

133 関東で快適な住まいと環境を考える会 関東パッシブデザインの家 石井　正夫 株式会社石井工務所 川田　敏之 大和屋株式会社 埼玉県熊谷市末広 2-118

134 NPO 環境住宅 住まい手と造り手の共創住宅 佐藤　善之 株式会社藤島建設 鈴木　彰夫 株式会社宮下設 計事務
所

埼玉県さいたま市浦和区岸町4-25-15 小
松ビル304 号

135 関東の性能住宅をつくる会 長寿・だんらん家族の集う家 岡田　良則 株式会社 川口木 材セン
ター 木本　佳代子 株式会社 川口木 材セン

ター 埼玉県川口市大字新井宿８８０

136 イデア住宅研究会 イデアホーム「ゆとりの家 shiki」 益田　修一 株式会社益田建設 矢作　美季 株式会社益田建設 埼玉県八潮市緑町 5－29－32

137 彩の木の家ネットワーク 森とまちをつなぐ　彩の木の家 金子  真治 秩父木材協同組合 山本　幸恵 特定非営利活動法人木
の家だいすきの会 埼玉県所沢市東町１１番１－１７０４号

138 やすらぎの家協議会 彩の国・やすらぎの家 小玉　和彦 株式会社コダマホ－ム 星野　晃一郎 星野木材株式会社 埼玉 県さいたま市大 宮区堀 の内 町１-
３５９

139 千葉のすぎぐりの木の家グループ 千葉のすぎぐりの木の家（震災復興支援
住宅） 林　和義 株式会社ハヤシ工務店 林　和義 株式会社ハヤシ工務店 千葉県旭市三川１２１５６－１

140 ちば木造建築ネットワーク まもる・つながる・ちばの家『結』 竹脇　拓也 有限会社タケワキ住宅建
設 七海　喜代三 秋山木材産業株式会社 千葉県習志野市東習志野６-１６- ３１

141 関東住まいるハートの会 関東住まいるハートの家 李家　博子 株式会社家工房 岡持　雅春 株式会社ハウス・デポ関
東 千葉県八街市八街は６－７０

142 地域に根ざした家つくり 水の郷 石原　浩一 株式会社石原工務店 戸塚　一彰 有限会社クサノ 千葉県香取市佐原ホ1159

143 特定非営利活動法人　ちば山 千産千消ちばの杉　ちば山の家 柏原　博文 特定非営利活動 法 人　
ちば山 中村　真也 ちば山　 真 童 舎　 一 級

建築士事務所 千葉県千葉市緑区おゆみ野南 4-31-4

144 千葉県中小建築工事業協会 「ちば木の家」 木村　芳廣 千葉県中小建 築工事業
協会 片岡　夏恵 千葉県中小建 築工事業

協会 千葉県流山市駒木 486-20

145 千葉ねんりん会 千葉ねんりんの家 菅谷　伊佐央 株式会社菅谷工務店 小倉　宏庸 小倉建設株式会社 千葉県柏市若柴162 番地1

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属
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146 千葉住宅なびの会 房総の家 矢口　盛明 株式会社鈴木工務店 髙橋　一雄 株式会社ひらい 千葉県市原市姉崎1188-3

147 東総災害に強い家づくりの会 東総安心住宅 木内　健一 株式会社丸八工務店 岩橋　誠 株式会社石川商会住宅
機材部 千葉県旭市ロの９０８番地

148 木の家プレミアムパートナー会 地域工務店が担うSOWEdesign 住宅２ 清水　康弘 株式会社参創ハウテック 中川　勝人 株式会社エヌ・シー・エ
ヌ一級建築士事務所 東京都港区赤坂４丁目８番１４号

149 協同組合匠の会　地域型住宅供給協議会 樹の家100 年住宅 高橋　正成 株式会社高棟建設工業 飯塚　深雪 協同組合匠の会 東京都中央区築地 4-4-14　ラフィネ東
銀座 911

150 むさし野木の家ネットワーク 武蔵野ゆかりの家 佐々木　勲 有限会社佐々木住建 瀧島　忠典 む さし 野 木 の 家 ネット
ワーク

東京都立川市富士見町4-23-1　株式会
社　伊藤商店内

151 一般社団法人 TOKYO WOOD 普及協会 多摩の檜でつくる東京の家 沖倉　喜彦 有限会社沖倉製材所 松野　安秀 株式会社小嶋工務店 東京都小金井市前原町 5-8-15

152 顔の見える「ふるさと絆」木の家の会 ふるさと絆のすまい 小林　靖尚 株式会社アルファフォー
ラム 山口　大祐 顔の見える「ふるさと絆」

木の家の会事務局 東京都千代田区神田美土代町 11-8

153 木造耐火住宅研究会 都市型高耐火性能住宅　「木のちから」 山井　宏友 株式会社ハセベ 鷲谷　一彦 株式会社ハセベ 東京都荒川区西日暮里1-5-2

154 R+house システム R+house 藤本　修 株式会社アール・プラス・
マテリアル 鵜飼　達郎 ハイアス・アンド・カン

パニー株式会社
東 京都港区白金 台3-2-10 白金 台ビル 6
階

155「水と緑の循環型住宅」を考える会 武蔵野の家 宮下　真一 みすゞ建設株式会社 沖野　謙 株式会社タカキ 東京都東大和市中央1-1-5

156「武州」いい家研究会 〜風構明備〜サムハウス 笹本　修 株式会社ささもと建設 沖野　謙 株式会社タカキ 東京都東大和市中央１－１－５

157 東京・神奈川　『喜（き）』の家グループ 東京・神奈川　都市型木の家 大久保　篤 株式会社大久保工業 阿部　圭司 第一産商株式会社 東京都江東区東陽 3-23-22　東陽 ANビ
ル2 階

158「生命を繋ぐ　八溝の住まい」推進委員会 「生命を繋ぐ　八溝の住まい」 阿久津　文和 株式会社おゆみ野住宅 成田　一貴 第一産商株式会社 東京都江東区東陽 3-23-22 東陽ＡＮビル
2Ｆ

159 多摩・産直すまいづくりの会 多摩・産直の家 高橋　偉之 多摩・産直すまいづくり
の会 千代崎　一夫 住まいとまちづくりコー

プ
東京都板橋区南常盤台１－３８－１１－１
階

160 無印良品の家・ネットワークパートナー会 パッシブデザイン「木の家」 松井　忠三 ムジ・ネット株式会社 高野　一義 ムジ・ネット株式会社 東京都豊島区東池袋４－２６－３

161 首都圏住まいを創る会 首都圏ココロ・つながる家 松下　岳土 小松建設株式会社 大柴　学 株式会社コバヤシ 東京都小平市喜平町一丁目１０番７号

162 フォレストワークいえづくりの会 低炭素プレモデル住宅 田中　重久 株 式 会 社 デクトホール
ディング 永田　晴之 株式会社千金堂 東京都渋谷区上原 3-6-6　オークハウス

3 階

163 武蔵野長期優良住宅の会 高耐久木の家 内田　光男 株式会社内田工務店 榮　喜美 アーキサポートセンター
二級建築士事務所 東京都江東区大島1-1-11-1002

164 イシンホーム住宅研究会 工務店ネットワークによる地域材活用住
宅「ＨＥＩＧ」  石原　宏明 株 式 会 社イシンホール

ディングス 高田　政治 株 式 会 社イシンホール
ディングス

東京都中央区日本橋兜町 2-19八重洲 KH
ビル1階

165 埼玉県住まいづくり協議会コバトンの家グループ コバトンの家 酒井　裕三 株式会社オクタ 岡田　裕二 株式会社エポシステム 東京都新宿区西新宿 2-6-1　新宿住友ビ
ル34F（株式会社アキュラホーム内）

166「森に還る家」推進協議会 「森に還る家」 園部　博 株式会社エスト設計 渡邊　裕樹 株式会社ユナイテッド・
インスペクターズ

東京都中央区新川1-22-13 新川 I&Lビル
6F

167 全木協東京都協会 「いえ・まち」東京 2013 池田　浩和 岡庭建設株式会社 坂口　岳 全木協東京都協会 東京都中央区八丁堀 3-4-10　京橋北見
ビル東館 6 階

168 チーム　ウッドマイスター かながわの森で造る「神奈川の家」 小泉　武信 小泉木材株式会社 徳増　和昌 西区木材協同組合 神奈川県横浜市西区北幸2-10-20

169 設計事務所と工務店のコラボで創る「新しいいえ
づくり応援団」 かながわｅ家　（カナガワイーイエ） 上原　伸一 有限会社上原建築設計

事務所 磯部　崇 一般社団法人神奈川県
建築士事務所協会 神奈川県横浜市中区不老町 3-12-2F

170「かながわきずなの家」をつくる会 かながわ木の香・長生き住宅 二藤　忠 一般社団法人かながわ福
祉リフォームサポート機構 大久保　秀治 一般社団法人かながわ福

祉リフォームサポート機構 神奈川県横浜市中区太田町 2-22

171 湘南プレミアハウス連絡協議会 「湘南プレミアハウス」 磯田　賢吾 株式会社イソダ 市川　信也 株式会社市川屋 神奈川県厚木市七沢 305

172「元の家」の会 「元の家」（はじめのいえ） 山本　常美 民家工房常栄有限会社 山下　清美 民家工房常栄有限会社 神奈川県厚木市上荻野 2720-3

173 神奈川住むーずの会 「住むーずハウス　〜神 奈 川で 住む　
ずーっとこの家で〜」 本橋　哲幸 株式会社ラクジュ 伊藤　元二 伊藤建材株式会社 神奈川県横浜市南区中村町 5-308-1

174 北相模・甲斐東部（里まち）ネットワーク 里まちの家 佐藤　喜美蔵 津久井郡森林組合 坂本　重光 津久井郡森林組合 神奈川県相模原市緑区中野１０２４番地
２

175 性能住宅を考える会 笑顔が集う家 千葉　昭弘 株式会社開匠建築設計 千葉　妃斗己 株式会社開匠建築設計 神奈川県相模原市中央区並木 3－18－
30

176 かながわの地域優良住宅をつくる会 都市と森をつなぐ家 鴛海　幸司 有限会社おしうみ建築 高木　大輔 竹広林業株式会社 神奈川県小田原市寿町 3-1-39

177 アソビエクラブ湘　ＳｈｏＷ アソヴィエ 鳥谷部　昭彦 株式会社トリヤベ住建 杉﨑　茂夫 株式会社ひら木 神奈川県海老名市中新田 3-9-51-101

178 かながわ200 年の家をつくる会 かながわ200 年の家 青木　哲也 株式会社青木工務店 高橋　健二 神奈川県建設労働組合
連合会 神奈川県横浜市神奈川区神奈川 2-19-3

179 関東　家守りネットワーク 地域優良住宅「絆を育む家」 樺島　辰彦 株式会社コラム建設 玉井　武史 株式会社コラム建設 神奈川県秦野市鈴張町 1-34

180 首都圏あんしん耐震住宅の会 神 奈川県産材を有効活用した “あんし
ん”“ 安全 ” な住まい 水品　廣記 有限会社水品建工 安口　栄昌 テクノワークス株式会社 神奈川県横浜市鶴見区鶴見中央４－３６

－１

181 さがみはら山の民と里の民ネットワーク さがみはらBRAND の木の家 唐橋　一男 株 式 会 社 サ ー テ ィ ー
フォー 川崎　真二 株 式 会 社 サ ー テ ィ ー

フォー 神奈川県相模原市緑区橋本1-14-3

182 越後杉での家づくりを考える会 越後杉エコハウス 重川　隆廣 株式会社重川材木店 大竹　弘恒 株式会社重川材木店 新潟県新潟市西蒲区升潟1番地1

183 新潟・富山　ふるさと家づくりの会 越中・越後　いきいき大工の家 大橋　晴夫 有限会社大橋晴夫建築
事務所 山田　優一 ラック株 式 会 社　 長 岡

支店 新潟県長岡市福山町１０８３番地

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属
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184 越後健康住宅普及会 長寿命な健康家族の家 荒川　洋一 有限会社荒川製材所 野中　智弘 株式会社南清四郎商店 新潟県長岡市新産 4丁目2 番地 5

185 越後・元気家づくりの会 越後元気（がんぎ）な家 木川　省一 株式会社大栄 井上　𠮷一 木川木材株式会社 新潟県新潟市南区上下諏訪木739

186 越後ふるさと家守りの会 １００年暮らす、自然が息づく「木組み
の家」 内山　勇人 株式会社内山ホーム 樗澤　崇 株式会社菱元屋 新潟県妙高市国賀１丁目２番７号

187 越後の住まいを守る会 越後の住まい 阿部　活二 株式会社阿部材木店 大野　昌 吉久株 式会社　新 潟営
業所 新潟県新潟市中央区鳥屋野137-1

188 越後の匠の家普及協議会 越後の匠の家 高橋　達平 有限会社高橋工務店 石澤　聡 石澤建設株式会社 新潟県長岡市川崎 3-2434-1

189 新潟地域型住宅協議会 ネイティブハウス 佐藤　実 株式会社Ｍ’ｓ構造設計 鈴木　淳 株式会社Ｍ’ｓ構造設計 新 潟 県 新 潟 市 中央 区 西 堀 通り三番 町
７９９番地西堀カメリア９０２号室

190 長く住み続ける住宅を建てやすい会 新潟長期優良型の家 木村　利明 株式会社ネグプラン 藤村　明生 株式会社ネグプラン 新潟県新潟市中央区網川原一丁目15 番
23号　新光ビル2F

191 新潟の家『ＤＡＳＵＫＥ』工務店の会 新潟の地域『ＤＡＳＵＫＥ』の家　Ｖｏｌ．
２ 鈴木　巌 株式会社鈴木組 鈴木　巌 株式会社鈴木組 新潟県新潟市北区内島見 817

192 にいがた・木のぬくもりが育てる愛奏の家つくる会 にいがた・木のぬくもりが育てる愛奏の
家 加藤　和男 株式会社加藤工務店 古俣　勉 株式会社たかだ 新潟県新潟市北区木崎８０２番地１８

193 妻有の家ネットワーク 震災からの復興　豪雪を乗り越える妻
有の家 宮沢　武夫 株式会社カネタケ建設 南雲　稔 魚沼木材協同組合 新潟県十日町市高山６５７番地９

194 安心・安全・大切（耐雪）な家づくりの会 安心・安全・大切（耐雪）な家 小林　誠 株式会社山六木材 早川　直人 株式会社トーア 新潟県長岡市新組町２４３０番地１１

195 にいがた木造建築協会 にいがた木組みの家 近藤　進 株式会社近藤工務店 塚原　泰男 にいがた木造 建 築協会
　事務局 新潟県燕市吉田学校町１０番２３号

196 新潟県中越地域型住宅供給協議会 越後スギ活用住宅「朱鷺の家」 稲川　等 新潟住宅ネットワーク協
同組合 行方　勉 株式会社ハウジングネッ

ト新潟 新潟県長岡市下々条町 2838-1

197 通気断熱の家　富山会 富山でつくる通気断熱の家 永森　忠志 永森建設工業株式会社 渋谷　幸司 株式会社田島木材 富山県中新川郡上市町横越字正印道 2

198 富山県優良住宅協会 四季を味わう　とやまの家 長森　竹志 株式会社ミヅホ建設 本田　愼治 富山県優良住宅協会 富山県富山市花園町三丁目3-15

199 富山　住まいづくりを考える会 自然と環境を大切にする省エネ・エコ住
宅 前田　一 くみあい建設株式会社 駒井　紳司 南陽株式会社 富山県高岡市能町７５０

200 あずまだち研究会 あずまだちの家 垣内　芳浩 株式会社富山合板 平田　由紀恵 株式会社富山合板 富山県富山市婦中町西本郷 436-62

201 富山の快適すまいづくりの会 とやまのかいて木な家 大日方　竹彦 株式会社マイホーム 廣瀬　貴志 ヤマイチ株式会社 富山県富山市野口８１２

202 北陸長期優良住宅　まるわかりの会 北陸の気候風土と暮らす　快適な家 藤井　義治 ラミネート・ラボ株式会
社 河西　啓子 ラミネート・ラボ株式会

社 富山県富山市草島字古川10

203 北陸の素適な家協議会 北陸で住まう素適な家 稲谷　嘉則 吉久建材株式会社 宮田　栄作 ホクリク住材株式会社 富山県高岡市福岡町赤丸 628-1

204 北陸型木の住まい研究所 北陸型木の住まい 中田　幸男 株式会社中田工務店 長谷川　恵一 ウッドリンク株式会社 富山県射水市寺塚原415

205 ほくろく在来の会 はだしの家 畠　隆夫 信友建設株式会社 横山　億享 小森商事株式会社 石川県金沢市神野１丁目２７-1

206 北陸家づくりの会 爽健の家 塚本　豊 株式会社北陸ホームサー
ビスステーション 高森　哲郎 株式会社北陸ホームサー

ビスステーション 石川県金沢市進和町６４

207 いしかわ住まい創りの会 いしかわの木が見える家 辻　利陽 株式会社辻鉄 辻　明良 株式会社辻鉄 石川県金沢市湊二丁目10 番地

208 加賀伝統の家を考える会 木と共生する美しい街並みの家 山田　外志雄 宏州建設株式会社 磯野　計 南陽株式会社金沢店 石川県金沢市問屋町 3-3

209 北越の気候風土にあった住宅を考える委員会 北越の気候風土にあった住宅「家守、軒
の出が深い家」 絹川  善信 株式会社絹川商事 北野  正博 株式会社中東 石川県能美市岩内町ヤ1番地 9

210 いしかわ木の家ネットワーク 加賀・能登の香る家　kanoka -かのか - 澤野　利春 株式会社沢野建設工房 大口　久司 株式会社タッセイ 石川県金沢市湊 3-8-5

211 いしかわ木の家普及委員会 北陸五季に対応するブランド住宅 浅越　秀一 イシモク・エモリ株式会
社 阿部　大樹 株式会社イノベーション

ジャパン 石川県金沢市新保本 4-66-6

212 いしかわ木の家協議会 いしかわ森の恵みの家 角永　善隆 株式会社角永商店 角永　克介 株式会社角永商店（もく
遊りん） 石川県白山市八幡町リ1-6 番地

213 石川県スマートハウスの会 いしかわの木を活用する家 岡田　茂 株式会社フジタ 杉野　暁 株式会社金沢商行 石川県金沢市本町１丁目３番３６号

214 かが・のと「伝統×未来」の家を創る会 かがのと 木×楽×匠×家 －Ｋｉ・Ｒａｋ
ｕ・Ｓｙｏ・Ｋａ－ 元木　光明 株 式 会 社 カスタム ハウ

ス・モトキ 宮内　太朗 あさひ木材株式会社 石川県白山市水島町８７９番地１

215 いしかわ木ごこちの家ネットワーク いしかわ木ごこちの家 片村　直規 片村建築 新宅　勇人 加賀木材株式会社 石川県金沢市湊 2 丁目21番地

216 流季の会 地域材ブランド住宅「流季の家」 棚田　等 有限会社棚田建設 村本　喜義 株式会社ムラモト 石川県金沢市旭町 1丁目1-18

217 福井県長期優良住宅の会 木の住まいフクイ 林　和真三 有限会社国見製材所 内田　朝美 ウチダ建材株式会社 福井県福井市田原２丁目１５－１８

218 ふくいの家の会 ふくいの家 小林　哲也 株式会社小林住建 南　信博 一 般 社団法 人　福井県
建築組合連合会 福井県福井市日之出 5 丁目4-7

219 ふくいでいい暮らし「北陸優良住宅の会」 受け継がれる住まい SUMINE　【すみね】川端　武志 株式会社川端工務店 田中　陽介 株式会社タッセイ 福井県福井市河増町 30-20

220 福井県家づくりの会 ふくい木のすまい 松山　正則 松山建設株式会社 石橋　智洋 アロック・サンワ株式会
社 福井県福井市開発 5 丁目315 番地

221 福井ふるさとの家づくりを考える会 福井ふるさとの家 佐々木　敬三 福井県プレカット協業組
合 蓑輪　幸一 福井県プレカット協業組

合 福井県福井市帆谷町 1-41

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属
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222 甲州学び家友の会 甲州フルーツプレミアム 広瀬　和雄 有限会社広瀬工務店 藤原　隆志 有限会社藤原材木店 山梨県甲州市塩山上於曽290

223 一般社団法人　山梨県木造住宅協会 ＫＡＩＷＡ（甲斐環）な家 中村　伊伯 一般社団法人山梨県木
造住宅協会 山中　正樹 一般社団法人山梨県木

造住宅協会 山梨県甲斐市篠原 2935 番地 4

224 一般社団法人自然エネルギー普及協会 山梨自然エネルギーの家　アスプラス
shine 白倉　義久 一 般 社団法 人自然エネ

ルギー普及協会 平賀　正 株 式会社マルタマ韮 崎
支店 山梨県韮崎市神山町北宮地109 番地

225 富士北麓の家プロジェクト 富士北麓の家 小山田　雄彦 富士ハウス工 業 株 式会
社 卜部　良太郎 山梨木材市場株式会社 山梨県富士吉田市上吉田１７１２

226 材木屋と頑固一徹職人が造る家の会 そよかぜの家「富士」 宮下　俊吉 株式会社ビ・ボーン 米山　一広 株式会社ヤマヨセンター 山梨県南都留郡忍野村内野 4750

227 甲斐縁隊 ハレる家〜晴れの舞台、晴れの住まい
〜 芦澤　正仁 有限会社楽建舎 早川　勝 中央ベニヤ株式会社 山梨県甲府市相生１丁目16-15

228 山梨住宅ナビ 太陽と暮らす甲斐適ハウス 伊藤　博 株式会社トミタケ建設 天野　睦夫 株式会社七保 山梨県甲府市向町 296

229 信州の森林と家をつなぐ研究会 信濃の国の家 藤巻　淳一 株式会社フジコーポレー
ション 宮崎　正毅 瑞穂木材株式会社 長野県下高井郡木島平村穂高３２２８－

１

230 信州・絆でつくる優良住宅の会 信州・木ずなの家 水野　喜吉 株式会社ミズケン 岡安　芳文 株式会社マルオカ 長野県長野市吉田５丁目２５－７

231 全木協－長野県協会 H25 長野ブランドー信州木のすまい 小林　稔政 株式会社小林創建 佐野　佳孝 全木 協－長 野県協会事
務局 長野県松本市今井野尻 5031

232 信濃の心をつなぐ家づくりグループ より暖かくより安心な「信濃の家」 中島　崇伸 株式会社住まい工房 米山　はるみ 株式会社住まい工房 長野県松本市井川城３－４２１３－１・２
（モデルハウス内）

233 信越地域快適家づくりの会　「地域適合住宅促進
部会」 信越地域　「快適・安心　やすらぎの家」大日方　哲也 株式会社オビナタ 西　剛 炭平コーポレーション株

式会社 長野県長野市北長池１６６７

234 信州－襷（ＴＡＳＵＫＩ）の家普及協議会 信州－襷（ＴＡＳＵＫＩ）の家 矢野　健太郎 株式会社竹花組 庄司　厚 株 式 会 社 オー クサ・マ
テックス 長野県佐久市野沢９４－１

235 信州上田地域「さきがけ」協議会 信州上田地域「さきがけ」住宅 有賀　健一 株式会社有賀技建 佐藤　彰彦 株式会社アルファープラ
ン 長野県上田市殿城 1214-1

236 快適住まい研究会 みんなでつくる快適住まい 眞嶋　正寿 株式会社フォースタッド
　エンターテイメント 小林　衛 株式会社フォースタッド

　エンターテイメント 長野県安曇野市三郷温 6548-1

237 住まいる応援隊 太陽の恵み「りんごの里の家」 鈴木　文雄 株式会社丸富 鈴木　文雄 株式会社丸富 長野県飯田市上郷別府８８１番地

238「信州ベーシックハウス」実行委員会 信州材活用住宅「信州ベーシックハウス」大蔵　実 大蔵建設株式会社 大蔵　和香子 大蔵建設株式会社 長野県飯田市丸山町 2 丁目6732-13

239 佐久平いぶきの家を創る仲間達 佐久平いぶきの家 望月　哲男 株式会社すまい一 飯田　智 株式会社すまい一 長野県佐久市前山75-1

240 東濃桧住宅供給協議会 東濃桧が活きる木の家 金子　一弘 協同組合東濃地域 木材
流通センター 小木曽　正富 協同組合東濃地域 木材

流通センター 岐阜県恵那市長島町正家 613-10

241 住まーとシティ　岐阜 ぎふナチュラル　MOKUREN 吉田　芳治 グリーン建築設計事務所 吉田　香央里 ヤマガタヤ産 業 株 式会
社 岐阜県羽島郡岐南町みやまち1－3

242 協同組合あすみ住宅研究会 あすみ型　東濃 檜・長良杉の家（平成
２５年度版） 伊澤　和男 株式会社あっとホーム 清長　征男 協同 組合あすみ住宅 研

究会 岐阜県中津川市坂下 208 番地15

243 岐阜・愛知の街並みを向上させる草の根運動 ぎふの杉を使う小さな家 橋爪　浩文 株式会社ブライズワード 大川　修弘 株式会社ブライズワード 岐阜県岐阜市長良東1-29　アルモニー
ホーム

244 外断熱の普及促進協議会（東海） 四季を感じ、長く愛される住まいづくり 梶田　和雄 有限会社梶田工務店 大岩　弘幸 株式会社丸七ヒダ川ウッ
ド 岐阜県加茂郡七宗町中麻生７８１－３

245 恵那市産直住宅組合とその仲間たち 「恵那峡の家」　復興支援・低炭素型 舘林　輝義 株 式会社あったか 森 の
国から 野村　一志 株 式会社あったか 森 の

国から 岐阜県恵那市飯地町 2897

246 東海住まいづくりネットワーク 東海の家（地域材町屋対応住宅） 小牧　弘二 株式会社山一建材 小牧　新平 株式会社山一建材 岐阜県岐阜市旦島中1丁目5-25

247 岐阜美濃住環境活性化の会 岐阜県産活用住宅「岐阜美濃の家」 矢橋　龍宜 矢橋林業株式会社 義原　瑛世 矢橋林業株式会社 岐阜県不破郡垂井町表佐 410-1

248 養老ユニオン住宅 ようろう　和みの家 伊藤　嘉美 ダイモ住建 佐藤　孝典 佐藤孝典一級建築士事
務所 岐阜県養老郡養老町中２８０番地

249 白川の家地域型住宅供給協議会 東濃ひのきと白川の家 藤井　佐敏 有限会社サトシ建築 今井　美和 東濃ひのきと白川の家建
築協同組合 岐阜県加茂郡白川町三川1385 番地1

250 かもの森を育てる会 森を育む家 杉山　計弘 東濃ひのき製品流 通協
同組合 渡辺　信吾 東濃ひのき製品流 通協

同組合 岐阜県加茂郡白川町三川１５３９番地

251 一般社団法人東海木造住宅協会 東海温故創新の家 鈴木　貴雄 株式会社鈴起建設 後藤　栄一郎 後藤木材株式会社 岐阜県岐阜市大倉町 12

252 ぎふの木の住まい協議会 ぎふの木の住まい 鷲見　隆夫 株式会社鷲見製材 石橋　明世 株式会社鷲見製材 岐阜県岐阜市東鶉三丁目５９番地

253 岐阜美濃の家　木の国プロジェクト協議会 岐阜美濃「清流の家」 林　寛 丸平建設株式会社 伊縫　誠一郎 株式会社住いず 岐阜県揖斐郡大野町稲富 2398-1

254 あいちの家ブランド化推進協議会 あいちの家 ”Familia” 水野　学 株式会社安水建設 石原　佳典 株式会社佐合木材 岐阜県美濃加茂市古井町下古井４５０－
１

255 FREEQ 九州（フリーク九州） 九州型維持管理企画住宅『FREEQ 九州（フ
リーク九州）』 河浪　日章 グッド リフォ ームイ ン

フォ株式会社 高橋　博典 イビケン株式会社 岐阜県大垣市河間町 1-60

256 BinO　Master's　Club（ビーノマスターズクラブ） 地域型住宅「BinO（ビーノ）」 臼井　勝弘 イビケン株式会社 富田　厚士 イビケン株式会社 岐阜県大垣市河間町 1-60

257「ぎふの木の家」産直住宅建設協議会 「ぎふの木の家」産直住宅 都竹　雅之 株式会社飛騨工務店 岩田　隆昭 岐阜県産直住宅協会 岐阜県岐阜市六条江東２－５－６

258 静岡パッシブデザイン・パートナー会 復興と県産材、未来につなげるエコな
家 Ver.2 秋山　浩史 株式会社アキヤマ 梅原　智之 株式会社梅原建設 静岡県伊東市宇佐美３１０６番地の２

259 静遠地域家づくりの会 天竜やすらぎの家 高林　敏郎 鹿島木材株式会社 村田　和久 鹿島木材株式会社 静岡県浜松市天竜区二俣町南鹿島 63

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属
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地域型住宅ブランド化事業（平成 25 年度）採択グループ一覧

260 しずおか優良木材供給センター協力工務店グルー
プ しずおか優良木材の家 榛村　純一 しずおか 優良木 材供 給

センター 澄川　智紀子 しずおか 優良木 材供 給
センター

静岡県藤枝市岡部町岡部 2047-2　静岡
県森林組合連合会静岡営業所内

261 天竜 T.S. 匠の会　天竜みさくぼ研究会 浜松　匠んち 山下　晋一 こころ現 代 民 家研 究 所
株式会社 服部　香澄 こころ現 代 民 家研 究 所

株式会社 静岡県菊川市堀之内４０８－３

262（一社）志太建築士会　Ｐ，eco 志太パッシブエコハウス 佐野　芳正 佐野設計工房一級建築
士事務所 中澤　渉 株式会社中澤住宅工房 静岡県藤枝市藤枝四丁目5-14

263 ふじの国　快適な住まいづくりグループ 静岡県産材　ふじの国　木の家 白井　琢磨 株式会社中村組 高木　誠一 株式会社ノダ 一級建築
士事務所 静岡県富士市中之郷 648-1

264 i-works プロジェクト i-works　２０１３ 伊礼　智 有限会社伊礼智設計室 藪下　靖弘 OMソーラー株式会社 静岡県浜松市西区村櫛町４６０１

265 天竜・無垢の木・ひのきの家普及促進協議会 天竜・無垢の木・ひのきの家 天野　憲治 株式会社新栄静岡県家
づくり浜松協同組合 縣　美樹 縣美樹一級建築士事務

所
静岡県浜 松市浜北区染地台１－３９－
２１

266 しずおか木の家ネットワークス しずおか匠の家 平岡　伸浩 株式会社リメックス 川口　隆一 株式会社マルチ 静岡県静岡市葵区牧ヶ谷２０９２

267 ふじのくに静岡優良住宅の会 ふじのくに静岡優良住宅 木内　隆行 大隆木内工務店株式会
社 山口　元久 株式会社山清片山 静岡県静岡市葵区竜南３丁目１６番１８

号

268「もてなしの家」協議会 あしたか地域ブランド住宅「もてなしの
家」 中野　隆治 株式会社中野建築設計 中野　隆治 株式会社中野建築設計 静岡県駿東郡清水町新宿 214 番地の22

269 遠州建築士による住まいの会 遠州建築士による住まい 花嶋  久治 ハナジマ設 計一級 建 築
士事務所 佐野　透 株式会社尾崎工務店 静岡県掛川市下垂木２４４５

270 耐震長寿命住宅研究会 テラ構造・杉の家 齋藤　陸郎 ウッド ワイ ス テ クノロ
ジー株式会社 齋藤　幹一郎 ウッド ワイ ス テ クノロ

ジー株式会社 静岡県浜松市浜北区上島 457-10

271 志太木材協同組合　「顔の見える家づくりの会」 志太産直・顔の見える家 増田　三千男 増田製材所 中村　浩章 志 太 木 材 協 同 組 合　内　
「顔の見える家づくりの会」 静岡県藤枝市緑町１－８－１６

272 静岡県東部優良住宅の会 静岡県産材活用住宅「ふじのくにの家」 加藤　修一 株式会社加藤工務店 佐野　邦治 寺王建材株式会社 静岡県駿東郡清水町卸団地１２番地

273 遠州バザール実行委員会　地産地消推進グループ 天竜材循環住宅「つながる家」 丸山　勲 有限会社エフ・ベース 鈴木　諭 株式会社鈴三材木店 静岡県浜松市浜北区平口 5584-12

274 駿河住まいづくり協議会 駿河の家 八木　秀幸 株式会社秀和 小林　友乃 株式会社秀和 静岡県焼津市上新田３５５－４

275 ストック循環型住宅研究会 「つなぐ」家サポートシステム 伊藤　稔 株式会社ケイテック 今野　博昭 株式会社共和 静岡県富士宮市浅間町 12 番15 号

276 掛川の風景を創る会 時ノ寿木組の家 清水　國雄 清水建築工房一級建築
士事務所 清水　佳子 清水建築工房一級建築

士事務所 静岡県掛川市逆川 473-1

277 一般社団法人　静岡木の家ネットワーク 丈夫で長持ちするいえ 松井　進 株式会社サン工房 中村　真吾 株式会社マルダイ 静岡県富士市大渕 2410 番地の1

278 一般社団法人富士山木造住宅協会 富士山の木を活用した住まい 大瀧　功 株式会社大功建設 渡井　美枝子 一 般社団法人富士山木
造住宅協会 静岡県富士市大渕 2410-1

279 はままつ森林認証グループ はままつ森林認証材の家 桐井　晶 有限会社ウエッジ 中村　善太 株式会社ナカムラ 静岡県浜松市南区卸本町 2 番地

280 中京優良住宅ねっと 優良住宅「中京の家」 深谷　啓治 シンセイ建設株式会社 早川　由洋 株式会社サンコー 愛知県名古屋市中川区上高畑 2 丁目23
番地

281 東海家守りネットワーク 地域優良住宅「集いの家」 仲野　正治 株式会社オカザキホーム 加藤　俊和 株式会社オカザキホーム 愛知県岡崎市大樹寺1丁目5 番地 20

282 BHB 会（ブランド化を考える部会） 地域材を活用した「住まい手に優しい家」吉田　達弘 株式会社ヤマガタヤ 赤坂　光俊 株式会社ヤマガタヤ 愛知県名古屋市中区正木1丁目1番 4 号

283 あすなろ住まい創りの会　東海 心育む年輪の家 丹羽　規之 株式会社丹羽工務店 松浦　圭介 株式会社山西 愛知県名古屋市中区千代田二丁目１番
１３号

284 三河地域住宅工房ネットワーク 次世代につなぐ三河の家 市川　幾雄 株式会社カーザミカワ 市川　守彦 株式会社カーザミカワ 愛知県岡崎市吹矢町８８番地

285 東海・長期優良住宅友の会 長持ち快適東海の家 吉田　耕人 株式会社 N-town 川名　真治 株式会社愛知建設 愛知県長久手市岩作長鶴５０－№２

286 東海　木の家づくりネットワーク 東海　地域活性型住宅「木・陽の家」 鈴木　龍一郎 材惣木材株式会社 伊藤　正博 材惣木材株式会社 愛知県海部郡飛島村木場1-25

287 NPO 法人耐震住宅普及協会 1000 年後の地球のためにできること　
『　縁の家　』 原田　信生 NPO 法人耐震住宅普及

協会 小山　雅弘 株式会社シンホリ 愛知県半田市州の崎町２番地２２６

288 愛知ハートフルハウスの会 尾張・三河住み継げる安心の家 東　英則 株式会社名東木材 木田　賢二 株式会社名東木材 愛知県東海市富木島町池下10 番地 3

289 東海道こだわりの家づくりの会 東海道あんしんの家 河原　章二 株式会社河原工務店 伊藤　和彦 中部ホームサービス株式
会社 愛知県豊橋市問屋町 5-3

290 一般社団法人　愛知県建設団体連合会 いらかの家　愛知の住まい 宮川  正一 愛知県建設団体協議会 堀江  祐二 一般社団法人東海木造住
宅協会　愛知県支部 愛知県名古屋市守山区鳥羽見 2-20-16

291 あいちいい家づくりの会 あいち木づかいの家 石田　和義 石田建築設計室 青木　隆明 株式会社アオキ建築 愛知県名古屋市港区寛政町５丁目９番地

292 あいちの木需要拡大協議会 三河材活用住宅「あいちの家」 峰野　成彦 株式会社杉生 渡辺　径 あいちの木で家をつくる
会

愛知県名古屋市中村区那古野１丁目４４
－１７嶋田ビル２０３号

293 のんほいの家づくり協議会 のんほいの家 鈴木　美能治 株式会社ヤマセイ 高島　英宣 江間忠ウッドベース株式
会社 愛知県蒲郡市浜町１２番地

294 穂の国家づくり協議会 三河材活用住宅　「ホルツの家」 大村　幸司 株式会社豊栄建設 石原　勝好 株式会社ウッディシステ
ム 愛知県豊川市南大通五丁目41番地1

295 ハウジングサポートサービス だんらんの家（うち） 西村　芳夫 株式会社西村工務店 稲波　啓司 中村木材株式会社 愛知県一宮市城崎６－２４

296 東海優良住宅をつくる会 地域ブランド住宅「東海で育む木の家」 原田　精一 ホーム・クリエイション
株式会社 石原　教行 イシハラ株式会社 愛知県豊橋市下地町字柳目２８番地

297 名住協地域型ブランド住宅推進協議会 City House　「匠の家」 吉次　健次 名古屋市住宅建 設 協同
組合 堀　敏男 ランドマーク株式会社 愛知県名古屋市東区矢田1-9-29

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属
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298「美し国の家」普及促進協議会 三重の木でつくる「美し国の家」 坂　英哉 三栄林産株式会社 宮島　純一 旭建材株式会社 三重県津市高茶屋小森上野町２７９３－
８

299 木の郷みえの会 「三重の木」の家 村林　稔 松阪木材株式会社 中野　貴文 松阪木材株式会社 三重県松阪市木の郷町 21番地

300 近畿すまい守りネットワーク 地域優良住宅「収納上手な家」 森　繁樹 森大建地産 森　秀樹 森大建地産 三重県伊賀市猿野1238

301「きだての家」プロジェクト きだての家 萩原　義雄 株式会社萩原建設 萩原　義雄 株式会社萩 原建設一 級 建
築士事務所つくる研究所 三重県伊勢市御薗町王中島２ー１

302「三重飯高の木」高耐震家づくりの会 「三重飯高の木」高耐震住宅 照井　修二 株式会社天然樹ホーム 田中　雅人 株式会社天然樹ホーム 三重県津市栄町二丁目312 番地

303 高島の木の家づくりネットワーク 高島の木の家 山本　良信 有限会社ゆー空間建 築
事務所 森本　正則 高島市　産 業 経 済 部　

森林水産課 滋賀県高島市新旭町北畑５６５番地

304 滋賀らしい環境こだわり住宅、つくり手ネットワー
ク 滋賀ほんまもんの家 川村　克己 川村工務店 岩波　正 三和総合設計株式会社 滋賀県大津市滋賀里 4丁目11番3

305 近江長期優良住宅の会 近江長期優良住宅 山﨑　裕基 やわらぎ住宅株式会社 太田　宗男 株式会社プライウッド・
オウミ 滋賀県東近江市建部下野町１６

306 滋賀びわ湖型住宅供給協議会 滋賀びわ湖に住まう家 大塚　文廣 大塚工務店株式会社 太田　吉信 有限会社シガオータラン
バー 滋賀県近江八幡市末広町１３番地

307 これからの住まいづくり みずうみの家 大橋　廣勝 大輪建設株式会社 池本　宏文 大輪建設株式会社 滋賀県大津市別保 2-9-48

308 滋賀県木造住宅協会 日本まんなか湖国の家　2013 根縫　徹也 有限会社ネヌケン 寺澤　清史 株式会社八興 滋賀県近江八幡市上田町 175

309 滋賀でいい暮らし　いえづくりの会 ＭｏｔｈｅｒＬａｋｅと暮らす「近江びわ
湖の家」 和田　孝浩 株式会社木屋長工務店 木村　和彦 株式会社滋賀原木 滋賀県彦根市西沼波町１７５－１

310 紀州材推進協議会 紀州材の暖かい家 桂　正司 株式会社かつら木材セン
ター 山北　靖彦 株式会社木構造 京都府京都市伏見区羽束師志水町１３３

－３

311 『京ぐらし』ネットワーク 京ぐらしの家 大内　政幸 株式会社オーワンコーポ
レーション 玉田　均 平安建材株式会社 京都府京都市右京区西京極北庄境町 27

番地の1

312 きたきんき　木の家研究会 きたきんき　木とぬくもりの家 櫻井　成親 株式会社田中工務店 梅岡　久子 株式会社西村住建商事 京都府舞鶴市大字森小字ムシウ225 番
地

313 京緑会 火に強い木の家京都 佐名田　一郎 株式会社アイビ建築 國松　隆夫 株式会社クレマ 京都府京都市南区西九条御幸田町 3 番
地 3

314 新住協関西支部 関西木づくりの住まい 宮井　泰造 有限会社宮井建 築設 計
事務所 宮井　泰造 有限会社宮井建 築設 計

事務所
京都府京都市下京区大宮通四条下ル四
条大宮町 21　新三虎ビル

315 北山杉　京あいの家づくりの会 北山杉京あいの家 大谷　民人 株式会社京都設計 大隅　健史 OSM ネットワーク株式会
社

京都府京都市右京区西院中水町 18 番地
4

316 Ｍａｄｅ ｉｎ Ｋｙｏｔｏ　住宅研究会 京都ウッドマイレージ住宅 仲江　義信 株式会社仲江建設 山崎　厚司 早川合板株式会社 京都府京都市伏見区横大路下三栖辻堂
町 87

317 京の住まい雅の家プロジェクト 京の住まい雅の家 中村　幸太郎 株式会社ナカムラ 稲垣　博之 稲垣建材株式会社 京都府京都市伏見区樽屋町 998

318 京都くらし方研究会 永く住み継ぐ京（みやこ） 波夛野　賢 京都くらし方研究会（株
式会社リヴ） 市川　宣広 株 式会社リヴ一 級 建 築

士事務所 京都府長岡京市城の里13-1

319 木と技・京の家づくり協議会 木と技・京の家 川久保　雄二
郎 全京都建設協同組合 近藤　敏哉 全京都建設協同組合 京都府京都市南区西九条豊田町 3

320 高知産住まいづくり協議会 高知産　木造りの家 頃安　伸明 株式会社頃安木材 竹中　徳仁 株式会社頃安木材 大阪府大阪市大正区千島 3丁目19 番20
号

321 ヤマトタテルの会 杉三層パネルを使った地域型民家２ 村本　喜義 株式会社ムラモト 三澤　康彦 有限会社エムズ 建 築設
計事務所 大阪府吹田市古江台3-18-10

322 一般社団法人　近畿木造住宅協会 はんしん木心地のいえ 佐藤　朋子 株式会社ベターホーム 木谷　彰宏 一般社団法人近畿木造
住宅協会

大阪府大阪市中央区南船場 4-13-12　南
船場ＯＭビル内

323 安心住宅ハートの家ネットワーク 安心住宅ハートの家 山内　洋介 株式会社ダイコク 上川　淳也 株式会社ダイコク 大阪府堺市堺区三宝町4-243-3

324 おおさか木の家つくり隊 おおさか地産地生の家 中村　俊夫 株式会社保全サービス 山本　忠 山忠木材株式会社 大阪府大阪市大正区千島３－１８－９

325 KANSAI ほっと住まいるネットワーク 震災に耐え次世代に引継ぐ家 佐藤　福男 株式会社じょぶ 寺倉　雅史 マルコマ株式会社 大阪府大阪市西区南堀江 2-2-6

326 和の心・真の日本のすまいづくり協議会 優良工務店の会 ７つの理 念実践 住宅 
H25版 高松 信陽 一般社団法人真の日本の住

まいを目指す会 / 高松銘木店 中嶌 達郎 一 般社団法人真の日本
の住まいを目指す会

大阪府大阪市中央区本町4丁目8 番1号
大栄産業 本町ビル7F

327 国産材品質表示推進協議会ＳＳＤプロジェクトユ
ニオン

球磨杉活用住宅「安心・安全長期優良
住宅」 中村　暢秀 株式会社紅中 高田　尚使 株式会社紅中 大阪府大阪市浪速区幸町 3-5-24

328 ひとときネット　プラス 吉野 STYLE 阪口　勝行 阪口製材所 奥野　浩徳 奥野浩徳設計工房 大阪府堺市西区鳳北町３－１４０

329 省エネ・低炭素な生活を追求するグループ 低炭素を考えた近畿・節約の家 稲葉　能宏 株式会社イナバ 生津　貞雄 株式会社イナバ 大阪府東大阪市御厨六丁目２番３１号

330 十津川村災害復興支援プロジェクト 十津川村復興 「ナチュロジーハウス」 中村　晃輔 株式会社紅中 西村　佳彦 株式会社 紅中　西部営
業部 大阪府大阪市浪速区幸町３丁目５-２４

331 紀州建築工房協議会 紀州の杜 中井　輝男 紀州建築工房協同組合 千原　徹 株 式会社コアー建 築 工
房 大阪府堺市中区東山 593 番地

332 木楽会 木楽を愉しむ家 中畑　安伴 中畑木材株式会社 古賀　義章 中畑木材株式会社 大阪 府堺市美 原区木材通１丁目１３番
２８号

333 安心住宅サポート“ 住ま〜と” 長もち快適住宅 “住ま〜とロング ” 大地　庸元 株式会社大五 柴　雄一 株式会社大五 大阪府大阪市西区南堀江四丁目７番Ａ－
１０９号

334 木と風の家を創る会 木と風の家 辨木　晃 株式会社セイコー住研 山内　亮太 コバヤシ産業株式会社 大阪府大阪市天王寺区南河堀町 10-14

335 一般社団法人関西建築業協議会 木をはぐくむ　「住まいひょうか君優良住
宅」 小原　公輝 輝建設株式会社 小倉　美江 一般社団法人関西建築

業協議会 大阪府大阪市中央区谷町 1丁目7-4

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属
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336 顔の見える家造りネットワーク　近畿木づなの会 木づな（絆）の家 久我　洋一 株式会社久我 木下　弘隆 株式会社久我 大阪府大阪市西区北堀江二丁目2 番25
号

337 ひょうご木のすまい協議会 ひょうご木のすまい 三渡　圭介 株式会社山弘 森　由美 アット・リンクス株式会社　
ひょうご木のすまい協議会

大阪府大阪市西区北堀江二丁目2 番25
号

338 関西匠の会・匠樹楽プロジェクト 匠樹楽の家（しょうじゅらくの家） 中井　克治 株式会社中井工務店 山本　清史 協同組合関西匠の会 大阪 府大阪市西区江 戸堀1丁目13 番2
号　日本ライトハウスビル 9 階

339 関西 家・街プロジェクト協議会 「家・街基準」の家 梅原　秀美 株式会社イワイ 田幸　栄二 株式会社イワイ　岸和田
営業所 大阪府岸和田市新港町 12-4

340「大阪悠久の家」の会 大阪悠久の家 植森　貞友 関西木材工業株式会社 植森　貞友 関西木材工業株式会社 大阪 府大阪市浪 速区塩草 3丁目1番12
号

341 近畿・良い住まいを創る会（ブランド住宅検討グ
ループ） 通風・遮熱を考えた「近畿・低炭素住宅」佐々木　博 しあわせ家族住宅株式

会社 中澤　秀紀 ナカザワ建販株式会社 大阪府岸和田市額原町１８０番地

342 ＮＰＯ法人　もく（木）の会　無垢の木のいえネッ
トワーク もく（木）の会　無垢の木のいえ 小比賀　智子 ZERO&NiS 一 級 建 築 士

事務所 安田　里美 特定非営利活動 法 人　
もくの会

大 阪 府 大 阪 市 住 之 江 区 南 港 北 2-1-10 
ATC ITM 棟 11階　エイジレスL

343 近畿エコガラス普及促進地域協議会 近畿エコブランド住宅 山下　義一 近畿エコガラス普及促進
地域協議会 山下　隆之 山下硝子建材株式会社 大阪府大阪市天王寺区大道５丁目５番２

号

344 近畿ビルダーズネット 地域材活用住宅『わが家』 大池　義和 株式会社アトリエイハウ
ズ 柳原　浩昭 広和建設株式会社 大阪府高槻市梶原６丁目１０番５号

345 北摂地域の家協議会 北摂地域の家 武田　穣 株式会社ヨークベル 中山　幸也 有限会社ワイズ 設 計工
房 大阪府堺市南区桧尾４９５－６

346 特定非営利活動法人　日本住宅再生研究所 吉野悠久の家 福味　健治 特定非営利活動 法 人　
日本住宅再生研究所 芹沢　卓 株式会社 PUGOS 大 阪 府 大 阪 市 西 区 靭 本 町 ２ 丁 目

2-17RE006　302

347 小規模住宅事業研究会 次の世代に受け継がれていく家 井上　賢治 株式会社 IFA住宅設計室 井上　賢治 株式会社 IFA住宅設計室 大阪府枚方市山之上西町 27-30

348「兵庫の家」推進協議会 地球に優しい木づかい住宅 後藤　雅弘 株式会社後藤工務店 都出　卓男 ヨドプレ株式会社 兵庫県加西市田原町宮ノ谷3179 番地の
3

349 丹波篠山に優良住宅を創る会 丹波篠山の家 大前　裕樹 株式会社大市住宅産業 中井　雅人 株式会社中井工務店 兵庫県篠山市本郷 670

350 ひょうごＫＪＳ連合会 ひょうご快適住宅 中川　宗典 株式会社アトリエブルー 中村　伸弥 林木材株式会社 兵庫県神戸市兵庫区湊町 2 丁目4-1

351 上方町家の会 １００％国産材の１００年住み継ぐ家 川口　重行 株式会社ソーラーコム 戎　健太郎 株式会社戎工務店 兵庫県神戸市灘区岩屋中町１丁目2-9

352 京阪神木造住宅協議会 京阪神地域木造高耐震住宅 日置　尚文 日置建設株式会社 伊丹　富雄 株式会社ナカムラ 兵庫県篠山市栗栖野２７－１　㈱ナカム
ラ内

353 はりま風土木の家プロジェクト はりま風土木の家 上内　康弘 株式会社上内設計工務 大飼　丈夫 今村産業株式会社 兵庫県姫路市飾磨区恵美酒 414

354 はりまｅ家ネット 兵庫県産材スギ活用の家 “SUMIKA” 石原　弘一 コーラルハウジング株式
会社 宮田　攝子 コーラルハウジング株式

会社 兵庫県姫路市広畑区早瀬町 2 丁目26-2

355 和らぎの家・兵庫推進協議会 和らぎの家・兵庫 鮫島　拓一 株式会社ハウス・デポ関
西 上田　昭典 株式会社ハウス・デポ関

西 兵庫県揖保郡太子町福地７１９-１

356 こうのとり絆住宅をつくる会 こうのとり絆住宅 高柴　優 住環境システム協同組合 川本　天一 住環境システム協同組合 兵庫県養父市薮崎1050 番地

357 特定非営利活動法人　兵庫の木で家をつくる会 「もくよくの家」 高馬　康弘 有限会社アークアソシエ
イツ 神庭　博之 かんば木材株式会社 兵庫県神戸市西区神出町北３４４番地４

358 ＮＰＯ法人ひょうご新民家 21 ひょうご新民家優良住宅　〜ちょうの家
〜　Vol.2 大海　一雄 ＮＰＯ法人ひょうご新民

家 21 鈴森　素子 ＮＰＯ法人ひょうご新民
家 21 兵庫県西宮市平松町 8 番27号

359 但馬木造住宅振興協議会 たじまだら家（ke） 田中　秀雄 株式会社田中工務店 水上　健治 株式会社田中工務店 兵庫県朝来市和田山町柳原１８８

360 奈良匠の会　奈良匠の家協議会 奈良県産材　奈良匠の家 福井　伊佐男 株式会社福井工務店 花田　欣也 株式会社花田材木店 奈良県大和郡山市高田町 86-1

361 奈良の木でつくる大和の家づくりネットワーク 奈良の木・大和の住み継ぐ家 山切　敏治 山切材木店 久保　雅彦 山切材木店 奈良県奈良市三碓 7-3-12

362 奈良をつなぐ家づくりの会 奈良をつなぐ木の家 伏見　康司 株式会社伏見建築事務
所 伏見　康司 株式会社伏見建築事務

所 奈良県生駒市東生駒月見町 190-1

363 Nature Feeling　「大和の家」プロジェクト 吉 野 の木 薫るNature Feeling 「大 和の
家」 松嶋　博 一 般 社 団 法 人　 安 心・

安全住宅供給協議会 沖中　玲子 一 般 社 団 法 人　 安 心・
安全住宅供給協議会 奈良県生駒市光陽台111番地

364 やまと優良住宅を創る会【奈良ブランド推進グルー
プ】 やまとの木のいえ 中平　義晴 株式会社ヤマト 細工屋　忠佳 株式会社丸産業 奈良県橿原市曽我町 32-2

365 和歌山あんしんの住まい推進ネットワーク 和歌山あんしんの住まい 木村　勝次 株式会社タナベハウス 南　典孝 株式会社木佐商会 和歌山県和歌山市小倉４１１－１５

366 紀州ハウジングプロデュース協議会 紀州つ・な・が・りのある家 竹家　昌希 タケヤテック株式会社 原池　英敏 タケヤテック株式会社 和歌山県海南市且来１３９６番地の１

367 環境住宅 ”とっとり” 推進協議会 環境住宅 ”とっとりの家 ” 西尾　明彦 鳥取木材協同組合 影井　俊一郎 久大建材株式会社 鳥取県鳥取市徳尾132-1

368 鳥取の新しい住まいを考える会 life BOX 島田　丈彦 株式会社ジューケン 島田　丈彦 株式会社ジューケン 鳥取県鳥取市賀露町１１３－２

369 山陰すてきな家づくりの会 山陰のすてきな家 中西　康夫 協同組合レングス 奥野　圭一郎 株式会社ミヨシ産業 鳥取県米子市両三柳 2360 番地 8

370 中国地域家守りネットワーク 地域優良住宅「地元自慢の家」 魚谷　宗司 株式会社アート建工 魚谷　宗司 株式会社アート建工 鳥取県境港市福定町６７１－１

371 四季彩の家 四季彩の家「やくも」 金田　勝 株式会社金田工務店 原田　敏彦 有 限 会 社ホームアルミ
トーヨー住器 鳥取県米子市両三柳 852

372 鳥取エコハウス推進協議会 鳥取エコハウスプロダクト住宅［SITE］（サ
イト） 森本　博美 一般社団法人鳥取県建

築士会 野田　善之 一般社団法人鳥取県建
築士会

鳥取県鳥取市商栄町１９５番地　大和
ホール

373 清流高津川を育む木の家づくり協議会 清流高津川を育む木の家 伏谷　忠義 有限会社住宅産業 安野　浩二 株式会社森本建設 島根県益田市あけぼの本町 9-8

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属
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374 しまね温故創新の会 出雲風土木の家 安食　泰夫 株式会社建装 長岡　慶子 株式会社建装 島根県出雲市平田町 1733-6

375 びおハウス出雲の家プロジェクト協議会 びおハウス出雲の家 狩野　秀嗣 有限会社ウッディカリノ 花田　恵一 協同組合出雲の木の家 島根県出雲市上塩冶町 890 番地１

376 山陰長期優良住宅を考える会 健康と家族の絆を育む家 御船　良子 有限会社富士建材 藤江　満 有限会社富士建材 島根県出雲市今市町 320 －2

377「しまねの森の家」プロジェクト しまねの森からつながる循環型住宅「し
まねの森の家」 藤原　徹 株式会社藤原木材産業 冨金原　名雅

子
一般社団法人島根県住
まいづくり協会 島根県松江市北田町３５番地３

378 県央地域型住宅供給協議会 しまねの木活用住宅「かいてきないえ」 田原　辰男 株 式会社コラム 建 築 設
計事務所 松浦　潤 大田ベニヤ商会設 計監

理部 島根県大田市大田町大田イ443 番地 5

379 まにわ型住宅推進協議会 まにわ型住宅「温もりとなつかしさのあ
る家」 山下　和夫 山下木材株式会社 田中　康廣 株式会社田中設計 岡山県真庭市下市瀬1075 番地の3

380 おかやま木の家推進研究会（おかやま緑のネット
ワーク） おかやまスタイルの家 藤田　佳篤 有限会社ケイ・エフ設計 藤田　知恵 有限会社ケイ・エフ設計 岡山県岡山市北区厚生町 2-13-8

381 岡山やさしい家つくり倶楽部 はれのくに岡山安心住宅 城市　一成 株 式会社 木の城いちば
ん 浅野　裕三 株式会社浅野材木店 岡山県倉敷市中島 2360

382 岡山県建築工事業協会 地域木造優良（ちきゆう）住宅国産材モ
デル『岡山の家』 中桐　潔 倉敷木材株式会社 遠藤　芳栄 岡山県建築工事業協会 岡山県倉敷市沖新町 90 ‐11

383 岡山　住まい夢ネットの会 『四季を感じる』瀬戸内の家 湯浅　康則 西部建設株式会社 後閑　勝元 株式会社ウッディワール
ドのざき 岡山県岡山市東区西大寺新地166-1

384 おかやま住まいの WA ももたろうが育つ家 櫻井　敏樹 有限会社桜井工務店 高元　竜太 株式会社タカ建築 岡山県岡山市北区田中159 番地の104

385 晴れの国から〜家づくりネットワーク 晴れる家〜 hareruya 〜 松成　健治 株式会社松建グループ 山本　佳彦 株式会社ヤマホン 岡山県玉野市田井3-20-28

386 みまさか住まいづくり研究会 みまさかエコハウス 山根　秀治 有限会社山根工務店 小椋　淑宏 株式会社土居建材店 岡山県津山市戸島 634-14

387 みまさか木の家　岡山普及会 岡山の木の家 米山　敏夫 YONEYAMA1級 建 築 士
事務所 米山　敏夫 YONEYAMA1級 建 築 士

事務所 岡山県岡山市中区東川原161-1-204

388 ＨＯＴネットI・E（家）の会 晴れの国・岡山の家 森下　雅人 株式会社北屋建設 井上　隆志 株式会社マルティックス
山陽 岡山県岡山市中区海吉1840-5

389 安芸高田市ブランド住宅事業協同組合 広島県北部「檜の香る家」 小又　正文 有限会社小又工務店 井川　誠三 有限会社井川ポンプ店 広島県安芸高田市甲田町高田原1010-3

390 ひろしま地域住宅の会 もみじの家 中村　和弘 中村建設株式会社 三原　聖史 株式会社スガノ 広島県広島市南区大州1-10-15

391 びんご住宅研究会 エコセトラの家 沖　裕人 株式会社オキ 小林　政博 光和物産株式会社 広島県福山市南本庄二丁目12 番27号

392 快適な備後の家をつくる会 福山地域活性家　BINGO 大畑　徳晃 大畑建設株式会社 尾崎　忠相 三島建材株式会社 広島県福山市神辺町字東中条1120 番地
1

393 夕凪住宅研究会 瀬戸の夕凪も快適に暮らせる家 小野　晃佑 NPO 法 人 広島耐震マイ
スター倶楽部 工藤　慎司 株式会社小野産業 広島県廿日市市木材港南 4 番3号

394 快適住宅コンソーシアム 家族とともに変化し住み継げる家 高橋　邦隆 株式会社タカケン 野村　佳司 株式会社アサヒサポート 広島県広島市西区草津新町 1-21-35 ﾐｸｼｽ
ﾋ ﾙ゙ 5F

395 瀬戸内ｅｃｏ住まいる会 瀬戸内住まいるハウス 加度　周治 株式会社加度商 松井　一博 竹野木材株式会社 広島県福山市南松永町四丁目5 番 6 号

396 広島県工務店協会 風・光・安芸のいえ 河井　英勝 橋本建設株式会社 坂本　さかえ 広島県工務店協会 広 島 県 広 島 市 南 区 西 霞 町２－３１－
６０１

397 木魂の会 木魂の家 山根　満広 有限会社山根建築設計
事務所 中原　道善 M. DESIGN  ASSOCIATES

一級建築士事務所 山口県長門市東深川３８１－２１

398 山口エコ・セ・トラの会 山口エコ・セ・トラの家 曽田　廣士 株式会社トピア 久野　剛 株式会社三和 山口県山口市小郡下郷７９６番地５

399 やまぐち木の家ネットワーク やまぐち木の家ネットワーク型地域住宅
　Ⅰ 原　孝夫 株式会社原工務店 山本　聡 株式会社原工務店 山口県防府市桑山 2-11-18

400 田舎もん 四季を感じる田舎の暮らし 水津　博幸 株式会社水建 水津　陽次 株式会社水建 山口県萩市大字西田町６８番地

401 山口木配り・喜組みの会 山口木配り・喜組みの家 今井　隆 今井木材株式会社 今井　美栄子 今井木材株式会社 山口県岩国市関戸1038-1

402 九州木の家づくり協同組合 大分県産杉材活用住宅「津江杉の家」 安成　信次 九州木の家づくり協同組
合 藤永　修平 株式会社安成工務店 山口県下関市綾羅木新町三丁目7番1号

403 やまぐち考える家造りの会 やまぐちみんなで造る家 山根　昌美 有限会社木工わいわい 津留崎　康 ヤマエ久野株式会社木材
住資福岡支店山陽事業所 山口県岩国市錦見 6-13-34

404 NPO 法人とくしま山・すまい・まちネット 山とまちをつなぐ家 林　茂樹 株式会社林建築事務所 多田　豊 プリズム建築設計室 徳島県板野郡上板町七條字一里山ノ上
２６－１

405 協同組合　徳島県木造住宅協会 『地山地匠』あわの家 武市　英博 株式会社城工務店 松永　佳史 ワイ・エム・設計室有限
会社 徳島県阿南市那賀川町北中島78 番地

406 グループ「ツーバイフォー四国の家」 ツーバイフォー四国の家 小濱　孝彦 大利木材株式会社 桒原　大学 大利木材株式会社 徳島県徳島市津田海岸町７番６８号

407 安心長持ち徳島住宅の会 安心長持ち徳島住宅 青木　宏次 株式会社青木建設 島　哲也 三友物産株式会社 徳島県徳島市東沖洲 2 丁目16 番3

408 フレッセ長持ち住宅供給協議会 フレッセ長持ち住宅 尾方　巧 尾方工務店 日下　友樹 フレッセ（全徳島建設労
働組合） 徳島県徳島市南矢三町３丁目3-29

409「かいふの木の家」匠の会 かいふの木の家 横尾　政明 有限会社ヨコオ建 築 工
房 久岡　佳代 海部森林組合 徳島県海部郡海陽町吉野字小松 9-5

410 省エネルギー住宅推進協議会　四国支部 四国採暖採涼設計の家 吉田　健二 吉田建設株式会社 吉田　健二 吉田建設株式会社 香川県高松市牟礼町牟礼 2109 番地の3

411 瀬戸内気候型住宅フォーラム 瀬戸内気候型住宅「土の家」 大西　泰弘 有限会社田園都市設計 大西　泰弘 有限会社田園都市設計 香川県高松市亀井町 8 番地12

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属
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地域型住宅ブランド化事業（平成 25 年度）採択グループ一覧

412 ハウスネット四国 四国の長期優良住宅 世俵　秀紀 株式会社ライフスタイル 坪田　貢秋 喜田木材株式会社 香川県三豊市仁尾町仁尾辛４３－８

413 協同組合　耐震・省エネルギー・エコロジー住宅
を創る工務店ネットワークかがわ さぬきエコハウス　link　GAINAISM 津山　哲郎 津山建材株式会社 魚谷　陽一 株式会社大丸工業 香川県丸亀市垂水町 3145-1

414 南予ビルダーズグループ 南予のながいき住宅 二宮　正行 株式会社二宮工務店 兵頭　香代 株式会社二宮工務店 愛媛県宇和島市桝形町 3丁目6-8

415 「工務店学校」四国・温熱環境研究会 KGS　パッシブハウス 白石　隆 白石木材商工株式会社 森田　元 四国エアフォーム株式会
社 愛媛県松山市南吉田町３７５－３

416「五寸角の家」普及推進協議会 「五寸角の家」 與那原　浩
「木 組みの家　宇和島」

研究会　（與那原浩建築
設計室内）

二宮　政文

一般社団法人愛媛県木
材協会宇和島支部（大木
坑 木有限会社宇和島支
店内）

愛媛県宇和島市三間町増田３８９番地

417 四国健康住宅を考える会 家族の絆と未来を育む家 鶴居　正規 愛媛プレカット株式会社 鶴居　正規 愛媛プレカット株式会社 愛媛県松山市西垣生町 1740-5

418 燃費がいい家研究会 愛媛 CO（エコ）な家 高岡　文紀 有限会社アーキテクト工
房 Pure 浜田　誠吾 伊 予木 材 株式会社　松

山支店 愛媛県松山市高岡町437番地

419 高知ＳＭＣ長期優良住宅普及協議会 土佐・ＳＡＴＯＹＡＭＡ（里山）の家 滝石　喜彦 協同組合高知ＳＭＣ 濱田　真弓 協同組合高知ＳＭＣ 高知県高知市桟橋通１丁目１０番６号ー
１０５号

420 ゆにっと四国優良木造住宅推進協議会 「ひめ・さぬき・とさ・あわの家」 立道　和男 一般社団法人高知県中
小建築業協会 立道　和男 一般社団法人高知県中

小建築業協会 高知県高知市大川筋1丁目6 番21号

421 土佐の木の家づくり協議会 土佐の木の家 日浦　郷一 株式会社吾川森林 藤原　富子 株式会社吾川森林 高知県高岡郡佐川町丙 5524

422 小国町と手をつなごうプロジェクト 小国杉ぬくもり快適住宅 岩見　優 株式会社キタモク　 髙橋　秀一 株 式 会 社キタモク　 宗
像 福岡県宗像市徳重 546-1

423 ヤマエよか家つくる会 なかなかよか家 手塚　勝己 ヤマエ久 野株 式会 社　
木材住資部 浅井 龍二 ヤマエ久 野株 式会 社　

木材住資部
福岡県福岡市東区箱崎ふ頭 4丁目5 番
12 号

424 一般社団法人　福岡県木造住宅協会 北部九州の木の家 大里　博之 一 般社団法人福岡県木
造住宅協会 本田　浩之 一 般社団法人福岡県木

造住宅協会
福岡県福岡市東区箱崎ふ頭 4丁目3 番 4
号

425 南九州あんしんの家づくりグループ 南九州あんしんの家 岩永　昭 九州ハウジング株式会社 本田　浩之 九州ハウジング株式会社 福岡県みやま市山川町真弓22 番地の2

426 久留米めくるめく会 筑後水の郷の家 田村　誠一郎 株式会社タムラ 田中　大二郎 株 式会社タムラ一 級 建
築士事務所 福岡県久留米市安武町武島794

427 福岡エコ・セ・トラの会 福岡エコ・セ・トラの家 眞木　健一 株式会社槇 森口　正寛 株式会社 三和　福岡営
業所 福岡県古賀市青柳 2886 番地 4

428 北部九州　い〜暮らしネットワーク 美・九州の森と川を守る家 西川　登 株式会社スローライフ住
宅設計 四枝　勝典 株式会社デンヒチ 福岡県北九州市八幡西区築地町１９番

１５号

429 ふくおか長期優良住宅推進グループ 福岡県産材活用住宅『福の家』 市岡　太郎 株式会社市岡 森　秀仁 株式会社住 福岡県福岡市早良区梅林６－１０－５１－
２

430 九州・山口匠の会　ブランド化事業部会 九州・山口匠の会　「匠の極」　- 地域ブ
ランドⅠ- 壇　洋一 株式会社ホームランド 岡田　幸美 株式会社ホームランド 福岡県福岡市中央区薬院 2-4-15

431 いい家つくろう会 長く心地よく暮らせる家 定石　義雄 株式会社ジャパン・コン
ストラクション・システム 錦織　修 株式会社ジャパン・コン

ストラクション・システム 福岡県直方市感田 317-1

432 木のマイホーム促進会 木のマイホーム〜九州美林♂杉・笑顔の
家〜 下原　潤 GtoS 下原　潤 GtoS 福岡県福岡市博多区住吉 2-4-7-913

433 九州型安心住宅を考える会 家族のやすらぎと安心を守る家 西原　等 西日本フレーミング株式
会社 南　友也 西日本フレーミング株式

会社 福岡県飯塚市平垣 515-49

434 福岡県健康住宅促進協議会 福岡県型安心と笑顔のあふれる家 村上　茂真 株式会社 ZOME 村上　茂真 株式会社 ZOME 福岡県北九州市八幡西区下畑町 13-7

435 耳納杉産直ネットワーク 耳納杉産直住宅 岩佐　賢一 岩佐製材所 宇佐美　禎紀 福岡中小建設 業協同組
合 福岡県福岡市東区社領1丁目2-9

436 福岡県産直住宅推進協議会 ふくおか型産直住宅 大里　博之 福岡中小建設 業協同組
合 小林　司 福岡中小建設 業協同組

合 福岡県福岡市東区社領1丁目2-9

437 九州普請研究会 森のちから 江上　愼介 有限会社 image 石橋　忍 株式会社江上組 福岡県みやま市瀬高町下庄 2460 番地の
1

438 デザイニングリフォーム福岡 ふくおか木香の家Ⅱ 田中　明 株式会社サン建築工房 福谷　広志 株式会社不動産プラザ 福岡県北九州市小倉北区真鶴１丁目１２
－１３

439 樹の家創る築優会 台風地震に強い九州樹の家 熊谷　善行 有限会社熊谷建設 保志場　孝一 坂本産業株式会社 福岡県久留米市東町２７－１３

440 佐賀県建設産業協会 佐賀松浦の家 中村　哲 株式会社中村建築 森山　政昭 佐賀県建設産業協会 佐賀県唐津市菜畑３３１１－３

441 さがの木の家研究会 さがの木の家 井本　和磨 株式会社井本ホーム 福井　紳一郎 福井木材株式会社 佐賀県唐津市和多田南先石1番29 号

442 ネクストビルダーズネットワーク 森のすみか・100 の家 林　翼 株 式 会 社フレックス 唐
津・住まい造り研究所 山口　祥平 株式会社フレックス唐津 佐賀県唐津市浦 6410

443 よか家つくろう会 ほんに！よか家 古賀　正人 株式会社古賀木 材セン
ター 古賀　正大 株式会社古賀木 材セン

ター 佐賀県小城市三日月町久米１３５０番地

444 よかもんを残す会 家族と歩むさがの家 山口　誠二 株式会社山口新建木材
センター 中原　敏晴 株式会社山口新建木材

センター
佐賀県佐賀市本庄町大字本庄 530 番地
の1

445 西九州優良木造住宅を創る会 うちんがたん木の家 髙瀬　嘉博 髙瀬建設株式会社 本間　慎治 株式会社富建 長崎県大村市杭出津２丁目７９４－２

446 住三良家（すみよか）推進グループ 住三良家 石橋　光成 株式会社石橋工務店 堀渕　紀昭 ヤマエ久 野株 式会 社　
長崎支店 長崎県大村市溝陸町419 番地1

447 肥前快適家づくりの会 肥前快適の家 久我　了 親永産業株式会社 志岐　直哉 親永産業株式会社 長崎県佐世保市三川内本町 201番地15

448 優良住宅ネットワーク長崎 家族だんらん長崎の家 林田　孝男 林田設計企画 末次　康成 有限会社末次材木店 長崎県西彼杵郡時津町浜田郷７２８－１

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属
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449 故郷を想い、守る会 九州　緑の家 馬渡　永実 株式会社馬渡ホーム 河浪　博信 有限会社福井商事ビルド事
業部  空感考房 CO・CO 長崎県長崎市上野町６番２７号

450 長崎すて木な家づくりの会 長崎のすて木な家 山田　守 有限会社四季工房 高栁　和志 株式会社クロダ 長崎県諫早市栄田町２０番３１号

451 雲仙・ながさ木の家づくり会 ながさ木の家 内島　範喜 合資会社内島材木店 内島　範喜 合資会社内島材木店 長崎県島原市新馬場町 894-1

452 九州周遊のよか仲間達 九遊の家 髙島　正弘 髙島建設工業株式会社 髙島　正嗣 髙島建設工業株式会社 長崎県諫早市小野島町 2223 番地1

453 樹香会 樹の香るおうち 白川　健二 株式会社熊建資材 白川　健二 株式会社熊建資材 熊本県合志市須屋1635-99

454 クリプトメリア・ヤポニカ倶楽部 杉を守る“ すぎもり”の家 眞﨑　智裕 TAKASUGI 株式会社 眞﨑　智裕 TAKASUGI 株式会社 熊本県熊本市南区田迎 5-4-6

455 ＮＰＯ法人　日本マイホームプランナーズ協会「九
州エコシブプロジェクト委員会」

九州杉と創まる環境共生型住宅「九州エ
コシブプロジェクト」 岩山　泉 ＮＰＯ法人日本マイホー

ムプランナーズ協会 廣田　愼一郎

ＮＰＯ法人日本マイホー
ムプランナーズ協会九州
エコシブプロジェクト委
員会

熊本県熊本市東区西原 2-35-33

456 KS 倶楽部 『九州』山の元気 DE ステップ 25 住宅 佐藤　大八 株式会社喜太郎 黒田　拓 株 式 会 社喜太 郎　　 統
括本部 熊本県上益城郡嘉島町鯰 2803-4-2F

457 NPO 法人　九州の杉・天然乾燥研究会 環境共生に配慮したくまもと型木造住宅
「熊本の木の家」 小山　英文 新産住拓株式会社 坂根　孝敏 新産住拓株式会社 熊本県熊本市南区近見 8 丁目9-85

458 くまもと・安心な住まいづくり推進協議会 くまもとの風を感じる家『ＭＯＣＣＯＳ』
（モコス） 平野　邦彦 株式会社平野設計室 岸田　浩二 出田実業株式会社 熊本県熊本市南区江越１丁目２９－３２

459 まうごつよか家をつくる隊 くまモンの家 豊田　浩二 株式会社ＳＨＩＮ-ＥＩ 草野  朋明 株式会社ＳＨＩＮ-ＥＩ 熊本県熊本市東区鹿帰瀬町 360 番地11

460 熊本エコ住宅を考える会 山から里まで「活気」を与える木の家 松本　智志 株式会社智建 山本　和久 善徳丸建材株式会社 熊本県熊本市東区鹿帰瀬町 393 番地

461 日田地域型住宅ブランド「天領木の会」 日田杉活用住宅「天領木の家」 荒川　政勝 株式会社天領木 瀬戸　基彦 株式会社日田十条 大分県日田市大字石井７７７番地

462 豊の国優良住宅推進協議会 大分地産優良住宅 馬場　鉄心 日本ハウジング株式会社 小石　彰 有限会社中山建材店 大分県大分市向原東 2 丁目1番28 号

463 大分県木の家づくりネットワーク 豊の国住宅 芳山　憲祐 株式会社大分住宅研究
室 竹尾　憲和 有限会社竹尾建 築事務

所 大分県大分市大字千歳４２９－６

464 宮崎の「ゆたかさ」を活かした家づくり協議会 自然が息づくみやざきスギの家 松下　宏 社団法人宮崎建築士会 竹下　忠利 公益社団法人宮崎県森
林林業協会

宮崎県宮崎市別府町３番１号宮崎日赤会
館２階

465 宮崎ファースの家を造る会 宮崎ファースの家 清水　賢一郎 清栄建設 清水　賢一郎 清栄建設 宮崎県都城市横市町 265-5

466 相棒倶楽部 みなみのいえ 持永　宏一 持永木材株式会社 待木　和博 持永木材株式会社 宮崎県都城市早鈴町 1866 番地10

467 地域型住宅「ひむかの家」協議会 「ひむかの家」 新町　吉男 有限会社新町工務店 津曲　佳代子 一般社団法人宮崎県建
築業協会 宮崎県宮崎市瀬頭 2 丁目4-12

468 宮崎長期優良住宅建築促進協議会 快適☆宮崎スギの家 黒木　由典 宮崎県森林組合連合会 柳田　力男 都城森林組合 宮崎県都城市早鈴町 5085 番地

469 諸塚村産直住宅ネットワーク FSC 環境共生の家づくり 黒木　雅文 耳川広域森林組合 松村　泰宏 諸塚村産直住宅推進室 宮崎県東臼杵郡諸塚村大字家代 2683

470 耳川スギで住まいを創る会 耳川杉の匠人 甲斐　若佐 耳川広域森林組合 駒田　勤 東九州プレカット事業協
同組合 宮崎県日向市大字日知屋 5514 番地18

471 かごしまハイテクウッド協会 認証かごしま材の家 梶川　幸夫 鹿児島県木材商業協同
組合 石川　健二 鹿児島県木材商業協同

組合 鹿児島県鹿児島市東開町１０番地４

472 ダーウィンの会 かごしまよか家 長野　明人 株式会社木脇 長野　明人 株式会社木脇 鹿児島県鹿児島市東開町 3-75

473 鹿児島県優良住宅協会 かごしま地材地建の家 有村　吉孝 株式会社住まいず 宮地　久生 株式会社高嶺木材鹿児
島営業所 鹿児島県姶良市西餅田 924‐50

474 かごしま家づくりの会 かごしま家づくりの会 竹下　浩二 株式会社新建設 堂薗　広治 株式会社中澤 鹿児島県鹿児島市西別府町 2995-5

475【本物の木のいえ】研究会 本物の木のいえ 横田　秀喜 株式会社工務店支援機
構　風土里舎 横田　秀雄 株式会社工務店支援機

構　風土里舎 鹿児島県霧島市国分下井 844 番地

476 かごしま型長期優良住宅普及協議会 桜島克灰長優住宅「ヴォルケーノ」 深野木　信 株式会社深野木組 早崎　洋一
特定非営利活動法 人Ｎ
ＰＯかごしま快適住まい
ネットワーク

鹿児島県鹿児島市荒田 2 丁目28 番19 号

477 霧島住まいの協議会 霧島杉利用住宅『霧島の家』 米田　裕一 有 限 会 社エイエ スピイ
ホーム 橋口　浩子 株式会社米田 鹿児島県霧島市国分広瀬 4丁目7番 6 号

478 薩摩　木の家つくる会 薩摩　木の家 有薗　米也 株式会社有薗 米倉　司 ヤマエ久野株式会社 鹿児島県鹿児島市東開町３－８

479 長期優良住宅南九州の家協議会 長期優良住宅「南九州の家」 高橋　圭悟 株式会社ＮＳレジデンス 高橋　圭悟 株式会社ＮＳレジデンス 鹿児島県鹿児島市真砂町１２番１号

480 沖縄木造住宅協同組合 沖縄パッシブ住宅 比嘉　武 株式会社T&T 長勢　真貴子 株式会社T&T 沖縄県那覇市字銘苅 322 番地の 5

No グループ名称 地域型住宅の名称
グループ代表者 グループ事務局担当者

グループ所在地（事務局）
氏名 所属 氏名 所属

※グループ名称及びグループ所在地等は採択時の内容となっています。
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